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別 紙 

１．補正の内容 

補正内容を以下に示す。 

 

 補正箇所 変更内容 

本文 一、名称及び住所並びに代表者の氏名 

二、加工施設の変更に関する事業所の名称及び所在地 

三、加工施設の変更に係る設計及び工事の方法 

四、加工施設の変更に係る工事工程表 

五、加工施設の変更に係る設計及び工事に係る品質マ

ネジメントシステム 

六、加工施設の変更の理由 

七、分割申請の理由 

別記１のとおり変更する。 

 

 

 

 

 

別添 別添Ⅰ 加工施設の変更に関する設計及び工事の方法 

別添Ⅱ 加工施設の変更に係る工事工程表 

別添Ⅲ 保安品質保証計画書 

別記２のとおり変更する。 

 

添付

書類 

添付書類１ 加工事業変更許可申請書との対応に関す

る説明書 

添付書類２ 加工施設の技術基準に関する規則への適

合性に関する説明書 

添付書類３ 設計及び工事に係る品質管理の方法等の

加工事業変更許可への適合性に関する説

明書 

別記３のとおり変更する。 

 

 

 

２．補正の理由 

(1) 本申請の対象とする加工施設に係る設計が加工の事業の変更の許可を受けたところ

によるものであることを明確にするため、本文、別添及び添付書類の記載内容が加工

事業変更許可申請書との対応に関する説明書の記載内容と整合が取れたものとなる

ように記載を適正化する。 

(2) 本申請の対象とする第１加工棟について、竜巻対策の一環で第１加工棟の北側の旧

前室を撤去するため、その撤去工事に係る設計の仕様、工事の方法を追加する。これ

に伴い、火災区画の設定及び管理区域の設定範囲を適正化する。 

(3) 本申請の対象とする第１加工棟について、地震及び竜巻対策の一環で第１加工棟の

南西側の旧前室を加工施設として使用しないものとするため、当該室の管理区域の

設定を解除し周辺監視区域に変更する。これに伴い、火災区画の設定を適正化する。 

(4) 本申請の対象とする第１加工棟の屋根について、外部からの衝撃による損傷の防止

に係る安全評価を適正化する。 

(5) 本申請の対象とする第１加工棟について、付属設備の系統図を追加し、本申請の範囲

を明確化する。また、通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（アンプ））にマイ

クが付属することを明確化する。 
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別記１ 
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付け原規規発第 1803284 号にて許可）に係る加工施設について、新規制基準への適

合性確認を行う。 

 

七、分割申請の理由 

新規制基準に基づく加工事業変更許可に係る加工施設の変更は下表のとおりであ

り、以下の理由により分割して設計及び工事の方法の認可又は設計及び工事の計画

の認可（以下「設工認」という。）を申請する。なお、今後の進捗に応じて、申請内

容を変更する可能性がある。 

・新規制基準に適合した加工施設とするため、建物・構築物及び設備・機器について、

耐震補強、竜巻対策、火災対策等の改造工事、新設工事、撤去工事を行う。 

・新規制基準対応工事を段階的に行い、基準適合を早めるため、建物・構築物及び設

備・機器に対して５分割の設工認申請を行う予定としている。 

・加工施設の構造又は工事内容により、工事期間に時間を要する建物・構築物及び設

備・機器の新規制基準対応工事を先行して行う。 

 

 

区分  

 

 

 

建物・構築物 

成
型
施
設 

被
覆
施
設 

組
立
施
設 

核
燃
料
物
質
の
貯
蔵
施
設 

放
射
性
廃
棄
物
の
廃
棄
施
設 

放
射
線
管
理
施
設 

そ
の
他
の
加
工
施
設 

第２加工棟 ④ ⑤ ④⑤ ⑤ ①④⑤ 
➊➋ 

⑤ 
➋ ⑤ ④⑤➋ 

第１－３貯蔵棟 ⑤ ― ― ― ⑤ ― ⑤ ⑤ 

第１加工棟 ③➌ ― ― ― ③➌ ③ ③ ③⑤ 

第１廃棄物貯蔵棟 ⑤ ― ― ― ― ⑤ ⑤ ⑤ 

第２廃棄物貯蔵棟 ❹ ― ― ― ― ❹ ― ❹ 

第３廃棄物貯蔵棟 ⑤ ― ― ― ― ⑤ ― ⑤ 

第５廃棄物貯蔵棟 ④ ― ― ― ― ④ ― ④ 

発電機・ポンプ棟 ⑤ ― ― ― ― ― ― ⑤ 

遮蔽壁・防護壁 ③⑤ ― ― ― ― ― ― ― 

屋外 ― ― ― ― ― ― ④ ③④⑤ 
適合性確認を行う建物・構築物、設備・機器 ①：第１次申請、②：第２次申請、③：第３次申請、

④：第４次申請、⑤：第５次申請 

撤去する建物・構築物、設備・機器 ➊：第１次申請、➋：第２次申請、❸：第３次申請、

❹：第４次申請 

 

本申請は、設計が完了した核燃料物質の貯蔵施設の建物、設備・機器、放射性廃棄

物の廃棄施設の設備・機器、放射線管理施設の設備・機器、その他の加工施設の構築

物、設備・機器の一部について、新規制基準への適合性確認について申請するもので

ある。 
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ヘ．核燃料物質の貯蔵施設 

加工の事業の変更許可（平成 30 年 3 月 28 日付け原規規発第 1803284 号にて許可）（以下「加

工事業変更許可」という。）及び加工の事業の変更許可（平成 19 年 6 月 1日付け平成 18・10・

31 原第 30 号にて許可）に基づき、加工施設について次の変更を行う。 

設計の基本方針は以下のとおりとする。 

(1) 加工施設は、「加工施設の技術基準に関する規則」に適合する設計とする。 

(2) 加工施設は、核燃料物質加工事業変更許可申請書における「加工施設の保安のための

業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項」を踏まえた設計とする。 

(3) 加工施設は、通常時において、加工施設の周辺の公衆、放射線業務従事者に対し原子

炉等規制法に基づき定められている線量限度を超えないことはもとより、合理的に達

成できる限り放射線被ばくを低減する設計とする。 

(4) 加工施設は、設計、製作、建設、試験及び検査を通じて信頼性を有するものとする。

また、誤操作及び設備・機器の故障によっても安全側に作動するインターロック機構

等を設けることにより、公衆に対し放射線障害を及ぼすことのないよう設計する。ま

た、深層防護の考え方（発生防止、拡大防止・影響緩和）に基づいて安全機能を設け

る。 

(5) 加工施設は、火災等の内的事象、地震、津波、その他想定される自然事象及び航空機

落下他の外的事象（故意によるものを除く。）によって、安全機能が損なわれること

のない設計とする。 

(6) 加工施設の配置及び構造上の特徴、並びに経年劣化の観点から、巡視、点検、定期事

業者検査、並びに補修及び改造を含む加工施設の安全機能を維持するための活動（以

下「保全」という。）において留意すべき事項を抽出し、記録する。保全を実施するた

め、その記録を維持する。 

(7) 保全において留意すべき事項を踏まえて、保全に係る計画（以下「保全計画」という。）

を策定し、保全計画に基づき保全を実施する。 

(8) 保全の実施結果及び原子力施設における保全に関する最新の知見を踏まえて評価を行

い、保全の継続的改善を図る。 
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１．変更の概要 

変更対象とする施設の名称について、加工事業変更許可との対応及び既認可の設計及び工

事の方法の認可（以下「既設工認」という。）との対応を表ヘ－１－１に、変更内容を表ヘ－

１－２に示す。 

ここで、表ヘ－１－１以降において、{ }付き番号は、建物・構築物又は設備・機器の管

理番号を示す。管理番号は、「添付書類１ 加工事業変更許可申請書との対応に関する説明書」

の添１表２に対応している。 

 

２．準拠する主な法令、規格及び基準 

変更する施設に関する工事において、準拠する主な法令､規格及び基準は以下のとおりであ

る。 

(1) 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

(2) 核燃料物質の加工の事業に関する規則 

(3) 加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

(4) 加工施設の技術基準に関する規則 

(5) 原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則 

(6) 日本産業規格（JIS） 

(7) 労働安全衛生法及び関連法令 

(8) 消防法及び関連法令 

(9) 建築基準法及び関連法令 

(10)（一社）日本建築学会規準・指針類 

（一社）日本建築防災協会規準・指針類 

（一財）日本建築センター規準、指針類 

(11)保安規定 

 

３．設計条件及び仕様 

変更する施設に関する設計条件及び仕様等を表ヘ－２－１～表ヘ－５－１に、配置図を図

ヘ－１－１－１及び図ヘ－１－１－２に、関係図面を図ヘ－２－１－１～図ヘ－５－１－１

に示す。 

ここで、表ヘ－２－１～表ヘ－５－１において、[ ]付き番号は、設計仕様に対する個別

の設計番号を示す。設計番号は、加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」

という。）の条項番号及び個別番号で構成する。その他許可で求める仕様に対する設計番号

は、「99」及び個別番号で構成する。設備・機器に機能を持たせる設計に対しては「F」を、建

物・構築物に機能を持たせる設計に対しては「B」をその個別番号に付す。 

（例）[4.1-F1]：技術基準規則第四条第１項に対する設備・機器の設計仕様 

[5.4.1-B1]：技術基準規則第五条第４項第一号に対する建物の設計仕様 

[99-F1]：その他許可で求める仕様に対する設備・機器の設計仕様 
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表ヘ－２－１ 第１加工棟 仕様（続き） 

 

技

術

基

準

に

基

づ

く

仕

様 

外部からの衝撃による損傷の防止 

 

（極低温） 

[8.1-F2] 

消火設備 屋外消火栓には、熊取事業所が寒冷地には立地しておらず

大阪府による凍結深度は設定されていないことから、凍結防止対策とし

て地上露出部に断熱材を設置する設計(7)。 

なお、消火設備 屋外消火栓（消火栓 No.6）以外の消火設備 屋外消

火栓（消火栓 No.7、消火栓 No.10、消火栓 No.11、消火栓 No.12、消火栓

No.13）、消火設備 屋外消火栓配管は、次回以降の申請で適合性を確認す

る（別表ヘ－２－１－９）。 

 

（降下火砕物） 

[8.1-B3] 

第１加工棟の屋根は、湿潤密度 1.5 g/cm3とした降下火砕物の厚さ 12 

cm 分の重量に耐える設計。 

 

（積雪） 

[8.1-B4] 

第１加工棟の屋根は、大阪府建築基準法施行細則に定められる 29 cm の

積雪に耐える設計。 

 

（生物学的事象） 

―(8) 

 

（航空機落下） 

―(9) 

 

（森林火災、外部火災）（10） 

[8.1-B5] [8.2-B2] 

想定する火災源に対し、その影響を受けないための離隔距離が、危険距

離以上とする設計。また、想定する爆発源に対して、その影響を受けない

ための離隔距離が、危険限界距離以上となること又は一般高圧ガス保安

規則で定める第一種設備距離の 2倍以上の離隔距離を確保する設計。 

防護対象施設と敷地内の竹林及び危険物施設の位置関係を図ヘ－２－

１－５６に、防護対象施設と敷地内の高圧ガス貯蔵施設の位置関係を図

ヘ－２－１－５７に、敷地内の燃料輸送車両の走行経路と火災発生位置

を図ヘ－２－１－５８に、敷地内の高圧ガス輸送車両の走行経路と爆発

位置を図ヘ－２－１－５９に示す。 

 

（電磁的障害） 

―(11) 

 

（交通事故） 

―(12) 

加工施設ヘの人の不法な侵入等の

防止 

[9.1-B1] 

第１加工棟は鉄筋コンクリート造、鉄扉等の堅固な障壁を有する設計。 

第１加工棟の東側を一般建物としたことから、新たに外壁となる既設

のボード壁を鉄筋コンクリート造の壁に改造する。 

・位置 

改造する壁の配置を図ヘ－２－１－１、図ヘ－２－１－４に示す。 

・構造・方法 

改造する壁の仕様及び詳細図を図ヘ－２－１－４６及び図ヘ－２

－１－４９に示す。 
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表ヘ－２－１ 第１加工棟 仕様（続き） 

 

技

術

基

準

に

基

づ

く

仕

様 

加工施設への人の不法な侵入等の

防止 

なお、第１加工棟には加工施設及び核燃料施設の防護のために必要な

操作に係る情報システムに係るものはないことから、不正アクセス防止

の対象でない。 

閉じ込めの機能 

[10.1-B1] 

ウランを輸送容器に密封して貯蔵し、又は固体廃棄物を汚染の広がり

を防止する措置を講じてドラム缶その他の金属容器に収納し密閉した状

態で保管廃棄し、汚染の発生するおそれのない区域である第２種管理区

域を設定する設計。 

管理区域の設定範囲を、図ヘ－２－１－５４に示す。 

火災等による損傷の防止 

[11.1-F1] 

消火設備については、消防法に基づき消火設備 屋外消火栓及び消火

設備 消火器を設置する設計。 

 

消火設備 屋外消火栓は、有効範囲を半径 40 m とし、第１加工棟全域

を包含できるように設置(13)する設計。 

消火設備 屋外消火栓の消火栓ポンプは、非常用電源設備 No.1 非常

用発電機、非常用電源設備 No.2 非常用発電機に接続し、外部電源が喪

失しても動作可能な設計。 

 

○設備の員数（消火設備 屋外消火栓） 

・消火設備 屋外消火栓：4 基（第１加工棟周りにある消火設備 屋

外消火栓（消火栓 No.6、消火栓 No.7、消火栓 No.10、消火栓 No.11）） 

・消火設備 屋外消火栓に設置するホース：20 m ホース 2 本以上 

 

消火設備 屋外消火栓の配置を図リ－４－１－５に示す。第１加工棟

の消火設備 屋外消火栓（消火栓 No.6）を図リ－４－１－５に示すよう

に移設する。 

 

消火栓の系統図を図リ－４－１－１０に示す。消火設備 屋外消火栓

（消火栓 No.6）以外の消火設備 屋外消火栓（消火栓 No.7、消火栓 No.10、

消火栓 No.11、消火栓 No.12、消火栓 No.13）、消火設備 屋外消火栓配管、

消火設備 屋外消火栓の消火栓ポンプは、次回以降の申請で適合性を確

認する（別表ヘ－２－１－９）。 

 

消火設備 消火器は、防火対象物の各部分から歩行距離 20 m 以下とな

るように配置する設計。転倒防止策を講じて配置する。 

 

○設備の員数（消火設備 消火器） 

・ABC 粉末消火器 10 型：20 本 

・ABC 粉末消火器 20 型：13 本 

・ABC 粉末消火器 50 型：2 本 

 

消火設備 消火器の配置を図リ－４－１－４に示す。 

 

[11.1-F2] 

消防法に基づき火災感知設備 自動火災報知設備（感知器）(14)、火災

感知設備 自動火災報知設備（受信機）を設置し、火災が発生した場合に

警報を発する設計。 

火災感知設備 自動火災報知設備（感知器）、火災感知設備 自動火災

報知設備（受信機）は、外部電源を喪失した場合であっても無警戒となら

ないようバッテリを備えるとともに、非常用電源設備 No.1 非常用発電

機、非常用電源設備 No.2 非常用発電機に接続する設計。 

警戒区域は、管理区域の別、工程の別等により消防法の規定以上に細分

化し、火災信号の発報箇所を早期に限定できる設計。 

 

 

  







27 

表ヘ－２－１ 第１加工棟 仕様（続き） 

 

技

術

基

準

に

基

づ

く

仕

様 

火災等による損傷の防止 

○火災区画 １Ｐ－６（旧前室）の仕様 

・対象部材 

隣接する火災区画との区画境界壁及び特定防火設備（防火扉） 

 

北面区画境界壁（鉄筋コンクリート厚さ 100 mm 以上：2時間） 

北面特定防火設備（防火扉 KSD-2）（表面鉄板厚さ 0.5 mm 以上（扉

両面）：1時間） 

 

[11.3-B3] 

防火区画間の延焼を防止するために、電力用、計測用及び制御用ケーブ

ルが貫通する壁には、建築基準法に基づき、国土交通大臣の認定を受けた

耐熱シール材等を施工する設計。 

第１加工棟における貫通部を図ヘ－２－１－５２に示す。 

 

[11.3-F2] 

分電盤に配線用遮断器を設け、電気火災の発生を防止する設計。 

配線用遮断器の結線図を図リ－４－１－６に示す。 

加工施設内における溢水による損

傷の防止 

[12.1-B1] 

第１加工棟内は溢水源がない設計。 

安全避難通路等 

[13.1-F1] 

第１加工棟に緊急設備 避難通路を設置。また、建築基準法に基づき緊

急設備 非常用照明を、消防法に基づき緊急設備 誘導灯を設置する設

計。 

 

○設備の員数（緊急設備） 

・非常用照明(14)：15 台 

・誘導灯(14)：47 台 

 

緊急設備 避難通路、緊急設備 非常用照明及び緊急設備 誘導灯の

配置を図リ－４－１－１に示す。 

安全機能を有する施設 

[14.1-B1] [14.1-F1] 

設計、製作、工事及び検査に当たっては、国内法規に基づく規格及び基

準等に準拠し、通常時及び設計基準事故時に想定される温度、湿度、圧力、

腐食性雰囲気、放射線等の全ての環境条件において、その安全機能を発揮

することができる設計。 

 

[14.2-B1] [14.2-F1] 

当該施設の安全機能を確認するための検査及び試験並びに当該安全機

能を健全に維持するための保守及び修理ができるように、これらの作業

性を考慮した設計。 

材料及び構造 ― 

搬送設備 ― 

核燃料物質の貯蔵施設 ― 

警報設備等 

[18.1-F3] 

消防法に基づき、火災感知設備 自動火災報知設備（感知器）(14)、火災

感知設備 自動火災報知設備（受信機）を設置し、火災が発生した場合に

警報を発する設計。 

火災感知設備 自動火災報知設備（感知器）、火災感知設備 自動火災

報知設備（受信機）の配置を図リ－４－１－３に示す。 

放射線管理施設 ― 

廃棄施設 ― 
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(7) 熊取事業所は寒冷地には立地しておらず大阪府による凍結深度は設定されていない。埋設の場合は公共建築

工事標準仕様書に従い、地中埋設深さを車両道路では管の上端より 600mm 以上、それ以外は 300mm 以上とし、

地上露出部では断熱材を設置する。本申請に係る工事により、消火設備 屋外消火栓配管を仮移設するが、仮

移設する屋外消火栓配管を埋設する場合は公共建築工事標準仕様書に従って埋設し、地上露出部には断熱材

を設置する。 

(8) 換気設備がないため、生物学的事象の影響を受けるおそれはない。 

(9)「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について」に基づいて本加工施設への航空機落下確率

を評価し、航空機落下確率の総和が 10-7（回／施設・年）を超えないことから、想定する外部事象として航空

機の墜落を想定する必要がないことを加工事業変更許可申請書に示すとおり確認している。 

(10)第１加工棟は、航空機落下火災の影響評価対象でない。 

(11)インターロックを有する設備がないため、電磁的障害の影響を受けるおそれはない。 

(12)一般道路から距離が離れているため、交通事故の影響を受けるおそれはない。第１加工棟と町道の位置関係

を示したものを図ヘ－２－１－５５に示す。 

(13)本申請に係る工事により、消火設備 屋外消火栓配管を仮移設するが、仮移設中においても消火器の設置、可

搬消防ポンプを近傍に備えることにより、消火設備の機能を維持する。 

(14)本申請に係る工事（天井ボード及び天井ボードに設置している設備の撤去）により、緊急設備 非常用照明、

緊急設備 誘導灯、通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（スピーカ））、火災感知設備 自動火災報

知設備（感知器）の一部を撤去する工事を行うこととしているが、取外し工事に先立って、本申請のリ．その

他の加工施設の工事で、緊急設備 非常用照明、緊急設備 誘導灯、通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送

設備（スピーカ））、火災感知設備 自動火災報知設備（感知器）を設置して安全機能の確認を行い、安全機

能を維持する。 

(15)非常用電源設備 No.1 非常用発電機、非常用電源設備 No.2 非常用発電機は、次回以降の申請で適合性を確

認するが、これらに接続する設備・機器の安全機能の確認は、既存の非常用電源設備 No.1 非常用発電機、

非常用電源設備 No.2 非常用発電機に接続して行う。非常用電源設備 No.1 非常用発電機、非常用電源設備

No.2 非常用発電機の適合性確認までの間は、既存の非常用電源設備 No.1 非常用発電機、非常用電源設備

No.2 非常用発電機に接続し、安全機能を維持する。 

(16)外部放射線の線量評価において第１加工棟建物の鉄板屋根の厚さを考慮していない。 

(17)通信連絡設備 所内通信連絡設備（電話交換機）は、次回以降の申請で適合性を確認するが、通信連絡設備 

所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS アンテナ））の安全機能の確認は、既存の通信連絡設備 所内通信

連絡設備（電話交換機）に接続して行う。また、通信連絡設備 所内通信連絡設備（電話交換機）の適合性確

認までの間は、既存の通信連絡設備 所内通信連絡設備（電話交換機）に接続し、安全機能を維持する。通信

連絡設備 所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHS アンテナ））の系統図を図リ－４－１－８に示す。 

(18)表層地盤の液状化評価は、日本建築学会「建築基礎構造設計指針」に準じて層ごとに液状化安全率 FL、水平

地盤変位 Dcy で確認すると共に、当該地点の液状化の可能性のある層に重み付けを行い、地盤全体としての

液状化危険度の傾向を表す PL 法（岩崎･龍岡ら）に基づき確認した。 

(19)具体的には、建築基準法施行令第 88 条に規定する標準せん断力係数 Co を 0.2 として、地震地域係数 Z（大

阪府の場合 1.0）、建物・構築物の振動特性に応じて地震層せん断力の高さ方向の分布を表す Ai、建物・構築

物の振動特性と地盤の種類を考慮して算出する Rt から求めた地震層せん断力係数 Ci に、当該建物・構築物

の部分が支える重量を乗じ、さらに耐震重要度に応じた割り増し係数 1.0 を乗じた静的地震力を算定し、常

時作用している荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準法等適切と認め

られる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする設計とする。 

(20)必要保有水平耐力は、標準せん断力係数 Co を 1.0 として、建物の減衰性及び変形能力による構造特性係数 Ds 

と、剛性率・偏心率に応じて定める形状特性係数 Fes を乗じて求める必要保有水平耐力 Qun に、耐震重要度

分類に応じた割り増し係数を乗じた値とする。 

(21)増設する杭の杭先端深さについては、施工管理により多少変動する場合がある。 

(22)コンクリートブロックの有効厚さについては、図ヘ－２－１－５２参照。 

(23)付属書類１「耐震性に関する説明書」３．第１加工棟の耐震性に関する計算の基本方針 (8)補足 参照 
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別表ヘ－２－１－９ 第１加工棟 仕様 （次回以降の申請で適合性を確認する予定の範囲） 

項目 技術基準に基づく仕様 
適合性を確認するため

の施設 

地震による損傷の防止 

[6.1-F1] 

耐震重要度分類第３類として固定する設計。 

消火設備 屋外消火栓

（消火栓 No.7、消火栓

No.10、消火栓 No.11、

消火栓 No.12、消火栓

No.13）、消火設備 屋

外消火栓配管 

外部からの衝撃による損傷

の防止 

[8.1-F2] 

過去に記録された最低気温-7.5 ℃（大阪管区気象

台 1945 年 1 月 28 日）を踏まえ、屋外消火栓に断熱材

付きの配管を用いる設計。 

消火設備 屋外消火栓

（消火栓 No.7、消火栓

No.10、消火栓 No.11、

消火栓 No.12、消火栓

No.13）、消火設備 屋

外消火栓配管 

火災等による損傷の防止 

[11.1-F1] 

消防法に基づき屋外消火栓を設置する設計。屋外消

火栓の消火栓ポンプは、非常用電源設備で動作可能と

する設計。 

消火設備 屋外消火栓

（消火栓 No.7、消火栓

No.10、消火栓 No.11、

消火栓 No.12、消火栓

No.13）、消火設備 屋

外消火栓配管、消火設

備 屋外消火栓の消火

栓ポンプ 

非常用電源設備 

[24.2-F2] 

非常用電源設備に接続し、外部電源が喪失しても動

作可能な設計。 

消火設備 屋外消火栓

の消火栓ポンプ 

通信連絡設備 

[25.1-F1] 

加工施設内に所内通信連絡設備を備える設計。 

通信連絡設備 所内通

信連絡設備（電話交換

機） 

[25.1-F1] 

加工施設内に所内通信連絡設備を備える設計。 

通信連絡設備 所内通

信連絡設備（放送設備） 

（全体） 

[25.2-F1] 

加工施設内に外部への通信連絡設備を備える設計。 

通信連絡設備 所外通

信連絡設備 
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ラム缶換算、加工事業変更許可）は、現在の保管廃棄量約 8200 本を踏まえ、新規制基

準対応工事に伴い発生する放射性固体廃棄物の保管廃棄量を十分に吸収できることを

確認している。 

・本工事における管理区域内の作業については、工事手順、装備、放射線管理、連絡体

制等について記載した（工事）作業計画を作成し作業を実施する。 

・工事の安全対策として、溶接作業は、防塵マスクの装着、集塵機等の使用により有害

物質の吸引を防止する。高所作業は、墜落制止用器具の装着、足場の設置等により落

下を防止する。 

・第１種管理区域内で工事を行う場合は、可能な限り給排気設備を稼動させることで負

圧及び換気機能を維持する。なお、本申請に係る工事で、第１種管理区域内で行う工

事はない。 

・核燃料物質による汚染のおそれのある設備・機器の工事に伴って汚染の拡大のおそれ

がある場合は、あらかじめ設備・機器の除染を行う。また、必要に応じてグリーンハ

ウスを設置する。なお、本申請に係る工事で、核燃料物質による汚染のおそれのある

設備・機器の工事はない。 

・工事の実施に当たり、可能な限り核燃料物質を工事対象の設備から、他の設備に移動

させる。核燃料物質の移動が困難な場合は、工事を複数の工事区画に分け、工事の影

響を受けるおそれのある核燃料物質を、工事の影響を受けるおそれのない工事区画に

順次移し替え、工事対象部以外に養生シート等をかけて保護する。工事中も臨界防止、

閉じ込めの機能を維持する。 

・本工事の完了から加工施設全体としての性能検査を完了するまでの間は、巡視、点検、

定期事業者検査並びに保全計画の策定及び保全計画に基づく保全の実施により、安全

機能を維持する。 

・工事に伴う騒音等にも配慮し、必要に応じて防音シート等を設置し、周辺環境への影

響を低減する。 

 

ｂ．放射線管理 

・本工事は管理区域にて実施するため、作業者は、入退出時にあらかじめ定める管理区

域出入口を経由するとともに、個人用の線量測定器や必要な安全保護具を着用する。 

・核燃料物質への近接作業は、時間管理及び離隔距離確保を行うとともに必要に応じて

遮蔽材設置により被ばくを低減する。 

 

ｃ．防火管理 

・工事に当たって、火気作業（溶接、溶断、火花を発生する工具等の使用）を行う場合

は、火災防護計画に基づき、作業場所周辺の可燃物の隔離又は不燃性材料による養生

などの処置を講じるとともに作業場所に消火器を常備する等の防火対策を実施する。

また必要に応じて、工事で発生する粉塵、ヒュームを処理するための機材を仮設する。 

・作業エリア外への延焼防止の観点から、作業エリア周辺に可燃物及び危険物がないこ

とを確認する。また、周辺の設備を不燃材シート等により養生する。 

・火気作業を行う場合には、社内の管理要領に従い、計画書・点検記録等の確認を適宜
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③鉄骨補強 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図ヘ－ａ－１－３ 個別工事フロー 

 

  

撤去した部材は、放射性廃

棄物でない廃棄物（ＮＲ）

として搬出又は保管廃棄

設備で保管廃棄する。 

検査３－１ 設置工事 

検査３－２ 

検査３－３ 

外観、配置 

員数、据付 

工事③終了 

既存の床・鉄骨・壁撤去 

復旧工事 

外観 

← 
社内  

→ 

社外 

(調達先)  

注：放射性廃棄物の廃棄施設では、放射性固体廃棄物の保管廃棄を行っているが、本工事の実施に当

たり現在保管廃棄している放射性固体廃棄物の金属容器全てを他の保管廃棄設備に移動させるこ

とが困難であることから、第１加工棟内で保管廃棄したまま安全を確保する方法を採る。具体的

には、本工事を複数の工事区画に分け、工事着手前に対象となる工事区画における工事により、

影響を受けるおそれのある放射性固体廃棄物の金属容器を、影響を受けるおそれのない保管廃棄

設備に順次移し替えながら、連続的に工事を実施する。 

鉄骨・接着系アンカーボルト加工 

外観、材料 

員数 

鉄骨・接着系アンカーボルト調達 

（凡例） 

：製作工程、工事 

：検査 

接着系アンカーボルトは補強タイプ12で使用。 
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④杭・基礎の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図ヘ－ａ－１－４ 個別工事フロー  

加工 

既存土間コンクリート撤去 

杭調達 

撤去した部材は、放射性廃

棄物でない廃棄物（ＮＲ）

として搬出又は保管廃棄

設備で保管廃棄する。 

外観、材料 

員数 

鉄筋、埋め込みアンカーボルト、 
接着系アンカー（基礎接合用）調達 

配置、員数 
検査４－２ 

杭設置工事 

← 

社内  
→ 

社外 

(調達先)  

配筋工事 

埋め込みアンカーボルト設置 

接着系アンカー(基礎接合用)設置 

寸法 

材料 

検査４－６ 

コンクリート打設工事 

脱型工事 

検査４－５ 
外観、寸法 

検査４－８ 
外観、配置、寸法 

埋戻・土間復旧工事 

検査４－９ 

外観 

工事④終了 

型枠工事 

検査４－３ 

土留・掘削、均しコンクリート工事 

検査４－１ 

検査４－４

外観、材料 

員数 

コンクリート調達 供試体作成 

検査４－７ 

圧縮試験 

外観、寸法 

（凡例） 

：製作工程、工事 

：検査 

埋め込みアンカーボルトは補強タイプ 11、11A、11B、31 で使用。 

接着系アンカー（基礎接合用）は補強タイプ 11、11A、11B、31 で使用。 
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⑨屋根への梯子の追加設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図ヘ－ａ－１－９ 個別工事フロー 

  

材料入手 

工場製作 

外観 

設置工事 検査９－１ 

検査９－３ 

外壁撤去 

工事⑨終了 

外壁復旧 

外観 

配置 
員数 

外観 
員数 

← 

社内  
→ 

社外 

(調達先)

撤去した部材は、放射性廃

棄物でない廃棄物（ＮＲ）

として搬出又は保管廃棄

設備で保管廃棄する。 

（凡例） 

：製作工程、工事 

：検査 

検査９－２ 



 

64 

⑩ボード壁、鉄板閉止部の鉄筋コンクリート壁への改造 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図ヘ－ａ－１－１０ 個別工事フロー  

← 

社内 
→ 

社外 

(調達先) 

外観 

撤去した部材は、放射性廃

棄物でない廃棄物（ＮＲ）

として搬出又は保管廃棄

設備で保管廃棄する。 

検査１０－１ 

外観 

材料 

既存間仕切壁（せっこうボード

壁）及び鉄板の撤去（注） 

配筋・鉄骨工事 

型枠工事 

コンクリート打設工事 

外観 

寸法 

鉄骨・鉄筋調達 

寸法 

コンクリート調達 

脱型工事 
圧縮試験 

材料 

外観 

仕上げ工事 

工事⑩終了 

注：ボード壁、鉄板の撤去及び閉止工事中は、加工施設への人の不法な侵入の防止のために、管理

区域境界に常時監視人を配置し、夜間・休日等監視人を配置しない場合は仮設鉄板等で閉鎖

する。 

（凡例） 

：製作工程、工事 

：検査 

検査１０－２ 

検査１０－３ 

検査１０－５ 

検査１０－６ 

検査１０－４ 

工場加工 

供試体作成 
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(3) 試験検査 

試験・検査は（2）に示した工事手順に従い、変更に係る建物・構築物は第ヘ－１表に示

す項目について第ヘ－２表及び第ヘ－３表に示す検査を実施する。 

また、変更に係る設備・機器は第ヘ－４表に示す項目について第ヘ－５表に示す検査を

実施する。 

 

(4) 品質保証計画 

本申請における施設の設計及び工事に係る品質保証活動は、核燃料物質加工事業変更許

可申請書における「加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関

する事項」を踏まえて、保安品質マニュアルとして定める保安品質保証計画書に従って実

施するものとする。 

 

(5) 工事中の加工施設の継続使用 

第１加工棟は、内部に設備・機器等を設置しており、外部衝撃から設備・機器等を防護

する機能を有するとともに、管理区域の不法侵入防止、遮蔽機能を有していること等、加

工施設の維持管理に必要不可欠であるため、経過措置期限後も継続して使用する。また、

第１加工棟の付属設備（緊急設備 避難通路、緊急設備 非常用照明、緊急設備 誘導灯、

通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備（スピーカ））、通信連絡設備 所内通信連絡

設備（放送設備（アンプ））、通信連絡設備 所内通信連絡設備（所内携帯電話機（PHSアン

テナ））、火災感知設備 自動火災報知設備（感知器）、火災感知設備 自動火災報知設備（受

信機）、消火設備 消火器、消火設備 屋外消火栓）は、加工施設の維持管理に不可欠な安

全機能を有する施設であり、これらの安全機能を維持することが必要であるため、経過措

置期限後も継続して使用する。また、粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型は、加工施設の維持管

理に不可欠な活動である第１－３貯蔵棟における核燃料物質の貯蔵、新規制基準対応工事

のために行う核燃料物質の移動及び計量管理に係る査察に使用するため、経過措置期限後

も継続して使用する。 

第１加工棟、第１加工棟の付属設備及び粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型は、それぞれの建

物又は設備・機器で安全機能を確認した後、加工施設全体の性能に関する検査を受検する

までの間、それぞれの建物又は設備・機器で機能確認の検査を行い安全機能を維持する。

この間の安全機能の維持に係る運用は保安規定に従って行う。 
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６．試験及び検査の方法 

核燃料物質の加工の事業に関する規則に基づき、使用前事業者検査は次に掲げる方法により

行う。 

一 構造、強度及び漏えいを確認するために十分な方法：第１号検査 

二 機能及び性能を確認するために十分な方法：第２号検査 

三 その他設置又は変更の工事がその設計及び工事の計画に従って行われたものであるこ

とを確認するために十分な方法：第３号検査 

また、使用前事業者検査を行うに当たっては、あらかじめ、検査の時期、対象、方法その他

必要な事項を定めた検査実施要領書を定めるものとする。 

第１号検査及び第２号検査について、変更に係る建物・構築物の検査の項目を第ヘ－１表に、

検査の方法を第ヘ－２表及び第ヘ－３表に示す。 

また、変更に係る設備・機器の検査の項目を第ヘ－４表に、検査の方法を第ヘ－５表に示す。 

第３号検査については、申請対象の建物・構築物及び設備・機器の全てを対象とする。第３

号検査に係る検査の項目及び検査の方法について、第ヘ－６表に示す。 
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第ヘ－１表 建物・構築物に係る検査の項目 

施設区分 設置場所 建物・構築物名称 変更内容 
第１号検査 第２号検査 

外観 配置 員数 据付 材料 寸法 作動 

核燃料物質の貯蔵

施設 
第１加工棟 第１加工棟 改造 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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第ヘ－２表 建物・構築物に係る検査の方法（２／８） 

検査の項目 検査の方法(1)(2) 判定基準 

ａ．第１加工棟 

④杭・基礎の追加 

（図ヘ－ａ－１全体工事フロー、図ヘ－ａ－

１－４個別工事フロー参照） 

検査４－１ 

外観 杭の外観を目視又は関係書類等により確認する。（改造） 杭に使用上有害な傷及び変形がないこと。 

材料 
杭の種類及び径を測定又は関係書類等により確認する。

（改造） 

杭の種類及び径が別表ヘ－２－１－３のとおりであるこ

と。 

員数 
杭の員数を目視により確認する。（改造） 杭の本数が補強タイプ 31 は２本、補強タイプ 34 は８本

であること。 

検査４－２ 

配置 
杭の配置を目視、測長又は関係書類等により確認する。

（改造） 

杭の配置が補強タイプ 31 は図ヘ－２－１－３３、補強タ

イプ 34 は図ヘ－２－１－３４のとおりであること。(3) 

配置 
杭の支持層を関係書類等により確認する。（改造） 杭がＮ値 30 以上の洪積層（粘土層）である支持層に到達

していること。 

員数 
杭の員数（基礎１箇所当たりの本数）を目視で確認する。

（改造） 

杭の本数が補強タイプ 31 は２本、補強タイプ 34 は４本

（２箇所）であること。 

検査４－３ 
外観 土留・掘削後の杭の外観を目視により確認する。（改造） 杭頭に使用上有害な傷及び変形がないこと。 

寸法 均しコンクリートのレベルを測定する。（改造） － 

検査４－４ 

外観 

鉄筋（補強タイプ 11、11A、11B、31、34）、埋め込みア

ンカーボルト（補強タイプ 11、11A、11B、31）・接着系

アンカー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、31）

の外観を目視により確認する。（改造） 

鉄筋（補強タイプ 11、11A、11B、31、34）、埋め込みアン

カーボルト（補強タイプ 11、11A、11B、31）・接着系アン

カー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、31）の外

観に使用上有害な傷及び変形がないこと。 

材料 

鉄筋（補強タイプ 11、11A、11B、31、34）、埋め込みア

ンカーボルト（補強タイプ 11、11A、11B、31）・接着系

アンカー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、31）

の材質及び呼び径を目視、測長又は関係書類等により確

認する。（改造） 

鉄筋（補強タイプ 11、11A、11B、31、34）、埋め込みアン

カーボルト（補強タイプ 11、11A、11B、31）・接着系アン

カー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、31）の材

質及び呼び径が別表ヘ－２－１－３のとおりであるこ

と。 

員数 

鉄筋（補強タイプ 11、11A、11B、31、34）、埋め込みア

ンカーボルト（補強タイプ 11、11A、11B、31）・接着系

アンカー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、31）

の員数を目視により確認する。（改造） 

鉄筋（補強タイプ 11、11A、11B、31、34）、埋め込みアン

カーボルト（補強タイプ 11、11A、11B、31）・接着系アン

カー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、31）の員

数が別表ヘ－２－１－３で示す数量以上であること。 

(1) 「（改造）」は本申請において工事を実施し改造した部分を示し、「（既設）」は改造を伴わない部分を示し、「（撤去）」は工事を実施し撤去した部分を示す。 

(2) 「関係書類等」には過去の検査記録、設置時の工事記録・関連図書及び非破壊検査・技術評価等による図書及び写真等を含む。 

(3) 検査の判定基準となる数値の施工誤差は、日本建築学会等の基準による許容差とする。 
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 第ヘ－２表 建物・構築物に係る検査の方法（３／８）  

検査の項目 検査の方法(1)(2) 判定基準 

ａ．第１加工棟 

④杭・基礎の追加 

（図ヘ－ａ－１全体工事フロー、図ヘ－ａ－

１－４個別工事フロー参照） 

検査４－５ 

外観 

鉄筋（補強タイプ 11、11A、11B、31、34）、埋め込みア

ンカーボルト（補強タイプ 11、11A、11B、31）・接着系

アンカー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、31）

の外観を目視により確認する。（改造） 

鉄筋（補強タイプ 11、11A、11B、31、34）、埋め込みアン

カーボルト（補強タイプ 11、11A、11B、31）・接着系アン

カー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、31）の外

観に使用上有害な傷及び変形がないこと。 

寸法 

鉄筋の呼び径、配筋ピッチを目視、測定又は関係書類等

により確認する。（改造） 

埋め込みアンカーボルト（補強タイプ 11、11A、11B、

31）の呼び径、配置を目視、測定又は関係書類等により

確認する。（改造） 

接着系アンカー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、

31）の呼び径、配置を目視、測定又は関係書類等により

確認する。（改造） 

鉄筋の呼び径、配筋ピッチ(3)、埋め込みアンカーボルト

（補強タイプ 11、11A、11B、31）の呼び径、配置(3)及び接

着系アンカー（基礎接合用。補強タイプ 11、11A、11B、

31）の呼び径、配置(3)が別表ヘ－２－１－３、図ヘ－２－

１－２８、図ヘ－２－１－２９、図ヘ－２－１－３０及び

図ヘ－２－１－３３のとおりであること。 

検査４－６ 寸法 
型枠の内寸（コンクリート寸法）を測長又は関係書類等

により確認する。（改造） 

型枠の内寸（コンクリート寸法）が別表ヘ－２－１－３の

とおりであること。(3) 

検査４－７ 材料 
コンクリートの圧縮強度を関係書類等により確認する。

（改造） 

コンクリートの圧縮強度が 24 N/mm2以上であること。 

検査４－８ 

外観 
脱型後のコンクリート表面を目視により確認する。（改

造） 

脱型後のコンクリート表面に使用上有害な傷及び変形が

ないこと。 

配置 

基礎の配置を目視、測長又は関係書類等により確認す

る。（改造） 

基礎の配置が図ヘ－２－１－２８、図ヘ－２－１－２９、

図ヘ－２－１－３０、図ヘ－２－１－３３及び図ヘ－２

－１－３４のとおりであること。 

寸法 

基礎の形状、寸法を目視、測長又は関係書類等により確

認する。（改造） 

基礎の形状、寸法が図ヘ－２－１－２８、図ヘ－２－１－

２９、図ヘ－２－１－３０、図ヘ－２－１－３３及び図ヘ

－２－１－３４のとおりであること。(3) 

検査４－９ 外観 床面の外観を目視により確認する。（改造）（既設） 床面に使用上有害な傷及び変形がないこと。(3) 

ａ．第１加工棟 
⑤天井ボード及び天井ボードに設置している

設備の撤去 
（図ヘ－ａ－１全体工事フロー、図ヘ－ａ－

１－５個別工事フロー参照） 

検査５－１ 外観 

天井ボード及び天井ボードに設置している設備が撤去

されていることを目視により確認する。（撤去） 

天井ボード及び天井ボードに設置している設備が撤去さ

れていること。 

(1) 「（改造）」は本申請において工事を実施し改造した部分を示し、「（既設）」は改造を伴わない部分を示し、「（撤去）」は工事を実施し撤去した部分を示す。 

(2) 「関係書類等」には過去の検査記録、設置時の工事記録・関連図書及び非破壊検査・技術評価等による図書及び写真等を含む。 

(3) 検査の判定基準となる数値の施工誤差は、日本建築学会等の基準による許容差とする。 
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第ヘ－２表 建物・構築物に係る検査の方法（７／８） 

検査の項目 検査の方法(1)(2) 判定基準 

ａ．第１加工棟 
⑧防火区画の新設及び改造 
（図ヘ－ａ－１全体工事フロー、図ヘ－ａ

－１－８個別工事フロー参照） 検査８－１２ 

材料 
防火区画に設置する防火戸の防火性能を確認する。（改

造） 
防火戸が建築基準法に定める特定防火設備であるこ

と。 

寸法 
防火戸の形状及び寸法を目視又は測長器により確認す

る。（改造） 
防火戸の形状及び寸法が図ヘ－２－１－３５－２、図

ヘ－２－１－３６及び図ヘ－２－１－３７のとおり

であること。(3) 

員数 
防火戸の員数を目視により確認する。（改造） 防火戸の員数が図ヘ－２－１－３５－２のとおりで

あること。 

検査８－１３ 

外観 
防火戸の外観を目視又は関係書類等により確認する。

（改造） 
防火戸に使用上有害な傷及び変形がないこと。 

配置 
防火区画を適切に設定していることを目視確認する。

（改造） 
防火区画の設定が図ヘ－２－１－３５－１のとおり

であること。(3) 

配置 
防火戸の配置を目視又は関係書類等により確認する。

（改造） 
防火戸の配置が図ヘ－２－１－３５－１のとおりで

あること。(3) 

員数 
防火戸の員数を目視により確認する。（改造） 防火戸の員数が図ヘ－２－１－３５－２のとおりで

あること。 
作動 防火戸が常時閉鎖式であることを確認する。（改造） 防火戸を開放し、手を離せば自動で閉鎖すること。 

検査８－１４ 材料 
防火区画に設置する防火戸の防火性能を確認する。（改

造） 
防火戸が建築基準法に定める特定防火設備であるこ

と。 

検査８－１５ 

外観 
設置後の壁面の外観を目視又は関係書類等により確認

する。（改造） 
設置後防火シャッタ及び壁面の外観に使用上有害な

傷及び変形がないこと。 

配置 
防火区画を適切に設定していることを目視確認する。

（改造） 
防火区画の設定が図ヘ－２－１－３５－１のとおり

であること。 
員数 防火区画の員数を目視により確認する。（改造） 防火区画の員数は２であること。 

ａ．第１加工棟 
⑨屋根への梯子の追加設置 
（図ヘ－ａ－１全体工事フロー、図ヘ－ａ－

１－９個別工事フロー参照） 

検査９－１ 
外観 

梯子の外観を目視又は関係書類等により確認する。（改

造） 
梯子の外観に使用上有害な傷及び変形がないこと。 

員数 梯子の員数を目視より確認する。（改造） 梯子の員数が１であること。 

検査９－２ 外観 
梯子の据付状態を目視又は関係書類等により確認する。

（改造） 
梯子が建物部材に固定されていること。 
梯子及びその固定部に使用上有害な傷及び変形がな

いこと。(3) 
(1) 「（改造）」は本申請において工事を実施し改造した部分を示し、「（既設）」は改造を伴わない部分を示し、「（撤去）」は工事を実施し撤去した部分を示す。 

(2) 「関係書類等」には過去の検査記録、設置時の工事記録・関連図書及び非破壊検査・技術評価等による図書及び写真等を含む。 

(3) 検査の判定基準となる数値の施工誤差は、日本建築学会等の基準による許容差とする。 
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第ヘ－３表 建物・構築物に係る検査の方法（１／３）（ａ．第１加工棟：検査１１） 

検査の項目 検査の方法(1) 判定基準 

建物 配置 建物の配置を目視又は関係書類等により確認する。 建物の配置が図ヘ－１－１－１のとおりであること。 

配置 第１加工棟と火災源中心との離隔距離を測長器又は関係書類等

により確認する。 

離隔距離が、図ヘ－２－１－５６、図ヘ－２－１－５８に示す危険距離

以上であること。 

配置 第１加工棟と爆発源中心との離隔距離を測長器又は関係書類等

により確認する。 

離隔距離が、図ヘ－２－１－５７、図ヘ－２－１－５９に示す危険限界

距離又は一般高圧ガス保安規則で定める第一種設備距離の２倍以上の

離隔距離であること。 

員数 建物の員数を目視又は関係書類等により確認する。 建物の員数が１であること。 

杭 鉄筋コンクリート 材料 材料を目視により確認する。 不燃性材料（鉄筋コンクリート杭）であること。 

寸法 鉄筋コンクリート杭の径を測長又は関係書類等により確認する。 鉄筋コンクリート杭の径が 250φ及び 300φであること。 

配置 支持層に杭が到達していること（Ｎ値 30 以上を確認した層で杭

を支持しているか）を関係書類等により確認する。 

杭がＮ値 30 以上の洪積層（粘土層及び砂層）である支持層に到達して

いること。 

基礎 鉄筋コンクリート 材料 材料を目視により確認する。 不燃性材料（鉄筋コンクリート）であること。 

構面（柱・はり・ブレース・壁で

構成される面） 

配置 構面を目視により確認する。 構面が図ヘ－２－１－７～図ヘ－２－１－１８のとおりであること。 

柱 鉄骨 材料 材料を目視により確認する。 不燃性材料（鋼）であること。 

鉄骨の材質、形状を目視、測定又は関係書類等により確認する。 鉄骨の材質、形状が別表ヘ－２－１－８のとおりであること。 

鉄骨鉄筋コ

ンクリート・

鉄筋コンク

リ ー ト (1-

5,A-B 間 ・

1,C’-A 間・

C7,1-12 間) 

鉄骨 材料 鉄骨の材質、形状を目視、測定又は関係書類等により確認する。 鉄骨の材質、形状が別表ヘ－２－１－８のとおりであること。 

鉄筋 寸法 鉄筋の配筋ピッチを関係書類等により確認する。 鉄筋の配筋ピッチが図ヘ－２－１－２０のとおりであること。 

コンクリ

ート 

材料 材料を目視により確認する。 不燃性材料（コンクリート）であること。 

コンクリートの圧縮強度を関係書類等により確認する。 コンクリートの圧縮強度が 18 N/mm2以上であること。 

寸法 柱の形状、寸法を目視、測長又は関係書類等により確認する。 柱の形状、寸法が図ヘ－２－１－２０のとおりであること。 

はり・ブ

レース 

鉄骨 材料 材料を目視により確認する。 不燃性材料であること。 

鉄骨の材質、形状を目視、測定又は関係書類等により確認する。 鉄骨の材質、形状が別表ヘ－２－１－８のとおりであること。 

配置 はり･ブレースの配置を目視又は関係書類等により確認する。 はり･ブレースの配置が図ヘ－２－１－６～図ヘ－２－１－８のとおり

であること。 

鉄筋コンクリート 

(1-5,A-B 間・1,C’-A

間・C7,1-12 間) 

材料 材料を目視により確認する。 不燃性材料（コンクリート）であること。 

コンクリートの圧縮強度を関係書類等により確認する。 コンクリートの圧縮強度が 18 N/mm2以上であること。 

寸法 柱の形状、寸法を目視、測長又は関係書類等により確認する。 柱の形状、寸法が図ヘ－２－１－２０のとおりであること。 

(1) 「関係書類等」には過去の検査記録、設置時の工事記録・関連図書及び非破壊検査・技術評価等による図書及び写真等を含む。  
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第ヘ－６表 第３号検査に係る建物・構築物及び設備・機器の検査の項目及び検査の方法 

検査の項目 検査の方法 判定基準 

第３号検査 品質マネジメントシステムに係

る検査 

設工認に記載された工事の方法及び品質マネジメントシステ

ムに従って、設計情報を工事に引き継ぎ、工事の実施体制が

確保されていることを確認する。 

工事及び検査に係る保安活動が、設工認申請書に記載の品質

管理の方法等に関する事項に従って行われていること。 
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ト．放射性廃棄物の廃棄施設 

加工事業変更許可に基づき、加工施設について次の変更を行う。 

設計の基本方針は以下のとおりとする。 

(1) 加工施設は、「加工施設の技術基準に関する規則」に適合する設計とする。 

(2) 加工施設は、核燃料物質加工事業変更許可申請書における「加工施設の保安のための

業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項」を踏まえた設計とする。 

(3) 加工施設は、通常時において、加工施設の周辺の公衆、放射線業務従事者に対し原子

炉等規制法に基づき定められている線量限度を超えないことはもとより、合理的に達

成できる限り放射線被ばくを低減する設計とする。 

(4) 加工施設は、設計、製作、建設、試験及び検査を通じて信頼性を有するものとする。ま

た、誤操作及び設備・機器の故障によっても安全側に作動するインターロック機構等

を設けることにより、公衆に対し放射線障害を及ぼすことのないよう設計する。また、

深層防護の考え方（発生防止、拡大防止・影響緩和）に基づいて安全機能を設ける。 

(5) 加工施設は、火災等の内的事象、地震、津波、その他想定される自然事象及び航空機落

下他の外的事象（故意によるものを除く。）によって、安全機能が損なわれることのな

い設計とする。 

(6) 加工施設の配置及び構造上の特徴、並びに経年劣化の観点から、巡視、点検、定期事業

者検査、並びに補修及び改造を含む加工施設の安全機能を維持するための活動（以下

「保全」という。）において留意すべき事項を抽出し、記録する。保全を実施するため、

その記録を維持する。 

(7) 保全において留意すべき事項を踏まえて、保全に係る計画（以下「保全計画」という。）

を策定し、保全計画に基づき保全を実施する。 

(8) 保全の実施結果及び原子力施設における保全に関する最新の知見を踏まえて評価を行

い、保全の継続的改善を図る。 
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１．変更の概要 

変更対象とする施設の名称について、加工事業変更許可との対応及び既設工認との対応を

表ト－１－１に、変更内容を表ト－１－２に示す。ここで、表ト－１－１以降において、{ }

付き番号は、設備・機器の管理番号を示す。管理番号は、「添付書類１ 加工事業変更許可申

請書との対応に関する説明書」の添１表２に対応している。 

 

２．準拠する主な法令、規格及び基準 

変更する施設に関する工事において、準拠する主な法令､規格及び基準は以下のとおりであ

る。 

(1) 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

(2) 核燃料物質の加工の事業に関する規則 

(3) 加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

(4) 加工施設の技術基準に関する規則 

(5) 原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則 

(6) 日本産業規格（JIS） 

(7) 労働安全衛生法及び関連法令 

(8) 消防法及び関連法令 

(9) 建築基準法及び関連法令 

(10)（一社）日本建築学会規準・指針類 

（一社）日本建築防災協会規準・指針類 

（一財）日本建築センター規準、指針類 

(11)保安規定 

 

３．設計条件及び仕様 

変更する施設に関する設計条件及び仕様等を表ト－２－１～表ト－２－９に、配置図を図

ヘ－１－１－１及び図ヘ－１－１－２に、関係図面を図ト－２－１－１に示す。 

ここで、表ト－２－１～表ト－２－９において、[ ]付き番号は、設計仕様に対する個別

の設計番号を示す。設計番号は、加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」と

いう。）の条項番号及び個別番号で構成する。その他許可で求める仕様に対する設計番号は、

「99」及び個別番号で構成する。設備・機器に機能を持たせる設計に対しては「F」を、建物・

構築物のに機能を持たせる設計に対しては「B」をその個別番号に付す。 

（例）[4.1-F1]：技術基準規則第四条第１項に対する設備・機器の設計仕様 

[5.4.1-B1]：技術基準規則第五条第４項第一号に対する建物の設計仕様 

[99-F1]：その他許可で求める仕様に対する設備・機器の設計仕様 
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別添Ⅱ 加工施設の変更に係る工事工程表 
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表 工事工程表（３／３） 

設置場所 
建物・構築物又は設備・機器名称 

機器名 
変更内容 

令和２年度上期 

（2020 年度上期） 

令和２年度下期 

（2020 年度下期） 

令和３年度上期 

（2021 年度上期） 

令和３年度下期 

（2021 年度下期） 

第１加工棟 
火災感知設備 

自動火災報知設備（感知器） 
一部撤去 
増設 

      △▽  

第１加工棟 
火災感知設備 

自動火災報知設備（受信機） 
変更なし       △▽  

第１加工棟 
消火設備 

消火器 

一部撤去 

増設       △▽  

第１加工棟

屋外 

消火設備 

屋外消火栓 
一部移設      △      ▽  

第１加工棟

屋外 

消火設備 

屋外消火栓配管 

一部 

仮移設 
     △      ▽  

凡例 □：工事 △：使用前事業者検査（当該施設） ▽：使用前事業者検査（加工施設の性能検査） 
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設計及び工事に係る品質マネジメントに関する次の事項については、保安品質マニュアル

として定める保安品質保証計画書に従って行う。 

 

 

イ．品質保証の実施に係る組織 

 

 

ロ．保安活動の計画 

 

 

ハ．保安活動の実施 

 

 

ニ．保安活動の評価 

 

 

ホ．保安活動の改善 

 

 

なお、今後、保安品質保証計画書を改訂した場合、改訂後の保安品質保証計画書に従うも

のとする。 
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1.目的 

本保安品質保証計画書（以下「本計画書」という。）は、核燃料物質の加工事業の許可、「原

子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則（以下「品質

管理基準規則」という。）」及び品質管理基準規則の解釈に基づき、安全文化を育成及び維持

する活動を行う仕組みを含めて、核燃料施設の安全を確保するための活動（以下「保安活動」

という。）に関する保安品質マネジメントシステムの基本的事項を定め、もって熊取事業所及

び東海事業所の原子力安全を達成・維持・向上することを目的とする｡ 

なお、この保安活動には、関係法令並びに熊取事業所及び東海事業所の核燃料物質の加工の

事業に係る保安規定の遵守に関する活動を含む。 

また、本計画書は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 14 条第 1項第

4 号を踏まえ、核燃料物質の加工の事業に関する規則第 7 条の 2 の 2 において求められてい

る保安品質マネジメントシステムに基づく保安活動の計画、実施、評価及び改善を行うとと

もに、保安品質マネジメントシステムの改善を継続して行うことを文書化したものである。 

 

2.保安品質マネジメントシステムの適用範囲 

本計画書は、加工施設（熊取事業所及び東海事業所）の保安活動に適用する。 

2.1 適用組織 

 本計画書の適用組織は､第 5.5.1 項に定める保安活動を行う組織とする｡ 

 

2.2 適用規則及び参照規格 

(1)「品質管理基準規則」及び「品質管理基準規則解釈」（適用規則） 

(2) JEAC4111-2009「原子力発電所における安全のための品質保証規程」（参照規格） 

 

3.定義 

本計画書において使用する用語は、品質管理基準規則及び品質管理基準規則の解釈並びに

JEAC 4111-2009 において使用する用語の例による。 

また、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各項に定めるところによる。 

 

(1)原子力の安全 

適切な運転状態を確保すること､事故の発生を防止すること､あるいは事故の影響を緩和

することにより､従業員等、公衆及び環境を、放射線による過度の危険性から守ることを

いう｡ 

(2)「保安活動」とは、両事業所における加工施設の保安のための業務として行われる一切の

活動をいう。 

(3)「保安品質マネジメントシステム」とは、品質管理基準規則第 2条第 4号に定める品質マ

ネジメントシステムのことをいう。 

(4)グレード分け 

個別業務、加工施設及び調達する物品又は役務の原子力の安全に対する重要度に応じて、

要求事項の適用の程度を明確化することをいう。 
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(5)「保安文書」 

保安マネジメントシステムに必要な文書のうち、①保安規定、②本計画書、③保安品質方

針、④施設管理方針、⑤規則（①又は②に基づき社長が定めた文書）、⑥保安品質目標、⑦

施設管理目標、⑧基準（①又は②に基づく文書のうち、③から⑦を除く。）、⑨標準（要領、

手順書、指示書、図面等の文書（以下、「手順書等」という。）であって、②、⑤、又は⑧

に基づいて定めたもの。）のことをいう。 

(6)「保安品質保証計画書」 

品質管理基準規則第 5条第 1項第 2号に定める品質マニュアルのことをいう。 

(7)「保安品質方針」 

品質管理基準規則第 11 条に定める品質方針のことをいう。 

(8)「保安品質目標」 

品質管理基準規則第 12 条に定める品質目標のことをいう。 

(9)「保安内部監査」 

品質管理基準規則第 46 条に定める内部監査のことをいう。 

(10)「使用前事業者検査等」 

使用前事業者検査及び定期事業者検査のことをいう。 

(11)「施設管理方針」 

核燃料物質の加工の事業に関する規則第 7条の 4第 1項第 1号に定める管理方針のことを

いう。 

(12)「施設管理目標」 

核燃料物質の加工の事業に関する規則第 7条の 4第 1項第 3号に定める管理目標のことを

いう。 

(13)事業所、所長、核燃料取扱主任者、核燃料安全委員会 

「事業所」は、東海事業所又は熊取事業所のことであり、特に区別する必要がない場合に

使用する。また、「所長」、「核燃料取扱主任者」及び「核燃料安全委員会」は、それぞれ東

海事業所若しくは熊取事業所の所長、核燃料取扱主任者及び核燃料安全委員会のことであ

り、特に区別する必要がない場合に使用する。核燃料安全委員会は、核燃料物質等の取扱

いに関する安全を確保するために定期的に審議や報告が行われる委員会のことである。 

(14)各部長 

東海事業所及び熊取事業所の保安管理組織（図 3参照）に属する部長のことをいう。 

(15)要員 

保安管理組織に属する保安活動を実施する者のことをいう。 

(16)従業員等 

所長、品質・安全管理室長、事業所に在籍する役員、事業所で作業を行う従業員、臨時雇

員及び請負会社従業員をいう。 

(17)操作員等 

従業員等のうち、加工施設の操作を行う者及び表１の放射線管理に関する基準で定める放

射線測定を行う者、計測器の校正を行う者、巡視、点検を行う者、定期事業者検査を行う

者、その他各部長が定める者（新設設備等の加工施設において、試運転で操作を行う者等）

2／36 
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をいう。 

(18)請負会社従業員等 

従業員等のうち、臨時雇員及び請負会社従業員をいう。 

(19)組織の外部の者 

地元住民を含む公衆、原子力安全規制当局、関係自治体、供給者及び関連学協会等を指す。 

(20)保安規定 

「核燃料物質の加工の事業に係る保安規定（熊取事業所）」及び「核燃料物質の加工の事業

に係る保安規定（東海事業所）」のことをいい、特に区別する必要がない場合に使用する。 

(21)安全文化 

安全文化とは、IAEA（国際原子力機関）によれば以下のように定義されている。 

”Safety Culture is that assembly of characteristics and attitudes in organizations 

and individuals which establishes that, as an overriding priority, nuclear plant 

safety issues receive the attention warranted by their significance.”  

（IAEA 安全シリーズ No.75-INSAG-4、1991 から引用。） 

（和訳）「原子力発電所の安全問題には、その重要性にふさわしい注意が最優先で払われな

ければならない。安全文化とは、そうした組織や個人の特性と姿勢の総体である。」 

（和訳は平成 17 年版原子力安全白書から引用。） 

(22)保安以外の社内品質マネジメントシステム（注） 

当社が行う品質保証活動において、本計画書の適用範囲外である各事業に適用する品質マ

ネジメントシステムをいう。 

（注）当社が行う品質保証活動の基本事項は、全社規程「品質保証基本規程（E01）」に従う。 
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4.品質マネジメントシステム 

4.1 保安品質マネジメントシステムに係る要求事項 

(1)社長は、保安品質マネジメントシステムを確立し、実施するとともに、その実効性を維持

するため、その改善を継続的に行う。 

 

(2)社長は、保安活動の重要度に応じて、保安品質マネジメントシステム要求事項の適用の程

度についてグレード分けを行うことを含めて保安品質マネジメントシステムを確立し、運

用する。この場合において、次の a)～c)の各号に掲げる事項を適切に考慮する。 

a)加工施設、組織又は個別業務の重要度並びにこれらの複雑さの程度（標準化の程度、

記録のトレーサビリティの程度、特別な管理や検査の必要性の程度及び運転開始後の

加工施設に対する保全、供用期間中検査及び取替えの難易度を含む。） 

b)加工施設若しくは機器等の品質又は保安活動に関連する原子力の安全に影響を及ぼ

すおそれのあるもの及びこれらに関連する潜在的影響の大きさ 

c)機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は保安活動が不適切に計画さ

れ、若しくは実行されたことにより起こり得る影響 

 

 (3)各部長は、加工施設に適用される関係法令（以下「関係法令」という。）を明確に認識し、

本計画書に規定する文書その他保安品質マネジメントシステムに必要な文書に明記する。 

 

(4)社長は、保安品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にするとともに、そのプ

ロセスを組織に適用することを決定し、次の a)～i)の各号に掲げる業務を行う、又は所長、

品質・安全管理室長若しくは各部長に行わせる。 

a)プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成される結果を明確

に定めること。 

b)プロセスの順序及び相互の関係（組織内のプロセス間の相互関係を含む。）を明確に

定めること（図 1に示す。）。 

c)プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な保安管理組織（図 3に示す。）の保

安活動の状況を示す指標（以下「保安活動指標」という。）並びに当該指標に係る判定

基準を明確に定めること。この保安活動指標には、安全実績指標（特定核燃料物質の

防護に関する領域に係るものを除く。）を含む。 

d)プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）に必要な資源及び

情報が利用できる体制を確保すること（責任及び権限の明確化を含む。）。 

e)プロセスの運用状況を監視測定し、分析すること。ただし、監視測定することが困難

である場合は、この限りでない。 

f)プロセスについて、意図した結果を得、及び実効性を維持するための措置（プロセス

の変更を含む。）を講ずること。 

g)プロセス及び組織を保安品質マネジメントシステムと整合的なものとすること。 

h)原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じた場合には、原

子力の安全が確保されるようにすること（セキュリティ対策が原子力の安全に与える
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潜在的な影響と、原子力の安全に係る対策がセキュリティ対策に与える潜在的な影響

を、特定し、解決することを含む。）。 

 

(5)社長は、健全な安全文化を育成し、及び維持するために、技術的、人的、組織的な要因の

相互作用を適切に考慮して、効果的な取組を通じて、次の a)～h)の各号に示す状態を目指

す。 

a)原子力の安全及び安全文化の理解が組織全体で共通のものとなっている。 

b)風通しの良い組織文化が形成されている。 

c)要員が、自らが行う原子力の安全に係る業務について理解して遂行し、その業務に責

任を持っている。 

d)全ての活動において、原子力の安全を考慮した意思決定が行われている。 

e)要員が、常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を持ち、原子力の安全に対する自己満

足を戒めている。 

f)原子力の安全に影響を及ぼすおそれのある問題が速やかに報告され、報告された問

題が対処され、その結果が関係する要員に共有されている。 

g)安全文化に関する内部監査及び自己評価の結果を組織全体で共有し、安全文化を改

善するための基礎としている。 

h)原子力の安全には、セキュリティが関係する場合があることを認識して、要員が必要

なコミュニケーションを取っている。 

 

(6)各部長は、機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。以下「個別業務等要求

事項」という。）への適合に影響を及ぼすプロセスを外部委託することとしたときは、当該

プロセスに対する管理の方法及び程度を、第 7.4.1 項に従って定め、これに基づき当該プ

ロセスの管理を確実にする。 

 

(7)社長は、保安活動の重要度に応じて、資源の適切な配分を行う。 

 

(8)社長は、組織と各職位の職務を定めることによって、本計画書のとおり保安活動の計画、

実施、評価・改善及び維持を各職位の者に実施させ、マネジメントレビューを行うことに

よってそれらが確実に実施されていることを確認して必要な指示を出す。また、マネジメ

ントレビューにおいて保安品質マネジメントシステム変更の必要性を評価し、変更が必要

な場合には、本計画書を改訂する。 

 

4.2 保安品質マネジメントシステムの文書化 

4.2.1 一般 

社長は、第 4.1(1)項の規定により保安品質マネジメントシステムを確立するときは、保安

活動の重要度に応じて保安文書として自ら各規則に定める、又は所長、品質・安全管理室長

若しくは所長を通じて担当部長に各基準として定めさせ、当該文書に規定する事項を実施

する、又は要員に実施させる。なお、本計画書の関連条項とこれら各規則、基準との関係を
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表 1 に示す。 

保安品質マネジメントシステムに必要な文書及び記録を次の(1)～(10)の各項に示す。文書

の階層を図 2に示す。 

(1)保安規定 

(2)本計画書 

(3)保安品質方針 

(4)施設管理方針 

(5)規則（上記第(1)項又は第(2)項に基づき社長が定めた保安文書） 

(6)保安品質目標 

(7)施設管理目標 

(8)基準（上記第(1)項又は第(2)項に基づく保安文書であって第(3)項から第(7)項を除く

もの） 

(9)標準（要領、手順書、指示書、図面等の保安文書（以下「手順書等」という。）であっ

て上記第(2)項、第(5)項又は第(8)項に基づいて定めたもの。） 

(10)記録 

 

4.2.2 保安品質マニュアル 

社長は、次の(1)～(5)の各項に示す事項を含む保安品質マニュアルとして本計画書を作成

し、維持する。 

(1)保安品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 

(2)保安活動の計画、実施、評価及び改善に関する事項 

(3)保安品質マネジメントシステムの適用範囲 

(4)保安品質マネジメントシステムのために作成した手順書等の参照情報 

(5)プロセスの相互の関係 

 

4.2.3 文書の管理 

(1)保安文書のうち、社長が定める文書及び品質・安全管理室長が定める文書の管理につい

ては、社長が定める規則及び品質・安全管理室長が定める基準に基づき、品質・安全管

理室長が管理する。それ以外の文書は、品質保証部長が、基準、標準の文書の管理に関

する基準を定め、各部長は、この基準に基づいて保安文書を管理する。また、これらの

基準には、次の a)～d)の各号に示す事項を含める。 

a)組織として承認されていない文書の使用又は適切ではない変更の防止 

b)文書の組織外への流出等の防止  

c)保安文書の発行及び改訂に係る審査の結果、当該審査の結果に基づき講じた措置並

びに当該発行及び改訂を承認した者に関する情報の維持 

d)核燃料取扱主任者及び品質・安全管理室長の審査、核燃料安全委員会の審議を受ける

手順 

 

(2)品質・安全管理室長又は品質保証部長は、要員が判断及び決定をするに当たり、文書改
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訂時等の必要なときに当該文書作成時に使用した根拠等の情報が確認できることを含め、

適切な保安文書を利用できるよう、保安文書に関する次の a)～h)の各号に掲げる事項を

定めた基準を作成する。  

a)保安文書を発行するに当たり、その妥当性（グレード分けの適切性を含む。）を審査

し、発行を承認すること。  

b)保安文書の改訂の必要性について評価するとともに、改訂に当たり、その妥当性を審

査し、改訂を承認すること。   

c)上記 a)号及び b)号の審査並びに b)号の評価には、その対象となる文書に定められた

活動を実施する部門の要員を参画させること。  

d)保安文書の改訂内容及び最新の改訂状況を識別できるようにすること。  

e)改訂のあった保安文書を利用する場合においては、当該文書の適切な制定版又は改

訂版が利用しやすい体制を確保すること。  

f)保安文書を、読みやすく容易に内容を把握することができるようにすること。   

g)組織の外部で作成された保安文書を識別し、その配付を管理すること。 

h)廃止した保安文書が使用されることを防止すること。この場合において、当該文書を

保持するときは、その目的にかかわらず、これを識別し、管理すること。 

 

4.2.4 記録の管理 

(1)各部長及び各グループ長は、個別業務等要求事項への適合及び保安品質マネジメントシ

ステムの実効性を実証する記録を明確にするとともに、当該記録を、読みやすく容易に内

容を把握することができ、かつ、検索することができるように作成し、保安活動の重要度

に応じてこれを管理する。  

 

(2)品質・安全管理室長又は品質保証部長は、上記第(1)項の記録の識別、保存、保護、検索

及び廃棄に関し、所要の管理の方法に関する基準を定める。 
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5.経営責任者等の責任 

5.1 経営責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ 

(1)経営責任者（以下「社長」という。）は、原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し、

保安品質方針を定めるとともに、所長に保安品質マネジメントシステムを管理する管理

責任者（以下「管理責任者」という。）として責任を持って保安品質マネジメントシステ

ムを確立させ、実施させ、その実効性を維持していることを、次の a)～g)の各号に掲げ

る業務を行うことによって実証する。 

a)保安品質目標が定められているようにすること。  

b)要員が、健全な安全文化を育成し、及び維持する取組に参画できる環境を整えている

こと。  

c)第 5.6 項に規定するマネジメントレビューを実施すること。   

d)資源が利用できる体制を確保すること。  

e)関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要性を要員に周知

すること。  

f)保安活動に関する担当業務を理解し、遂行する責任を有することを要員に認識させ

ること。  

g)全ての階層で行われる決定が、原子力の安全の確保について、その優先順位及び説明

する責任を考慮して確実に行われるようにすること。 

 

(2)社長は、品質・安全管理室長に管理責任者としてその状況を保安内部監査させるととも

に、保安品質マネジメントシステムの維持及び改善に関する事項について、全社の指導

及び調整を行わせる。 

 

(3)所長及び品質・安全管理室長は管理責任者として、上記第(2)項に記載する事項を通じて、

保安品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況及び改善の必要性の有無について、

社長に報告する。 

 

5.2 原子力の安全の確保の重視 

社長は、組織の意思決定に当たり、機器等及び個別業務が個別業務等要求事項に適合し、か

つ、原子力の安全がそれ以外の事由により損なわれないようにする。 

 

5.3 保安品質方針 

社長は、保安品質方針（健全な安全文化を育成し、及び維持することに関するものを含む。

この場合において、技術的、人的及び組織的要因並びにそれらの間の相互作用が原子力の安

全に対して影響を及ぼすものであることを考慮し、組織全体の安全文化のあるべき姿を目指

して設定する。）が次の(1)～(5)の各項に掲げる事項に適合しているようにする。社長は、保

安品質方針を定めるため並びに品質・安全管理室長及び所長を通じて各部長に保安品質目標

を定めさせ、実施させ及びフォローアップするための計画として、規則を定める。 
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(1)原子燃料工業株式会社の経営理念及び行動指針に対して適切なものであること。   

(2)要求事項への適合及び保安品質マネジメントシステムの実効性の維持に社長が責任を

持って関与すること。  

(3)保安品質目標を定め、評価するに当たっての枠組みとなるものであること。 

(4)要員に周知され、理解されていること。 

(5)保安品質マネジメントシステムの継続的な改善に社長が責任を持って関与すること。 

 

5.4 計画 

5.4.1 保安品質目標 

(1)事業所における保安品質目標 

a)所長は管理責任者として、各部長に保安品質目標（個別業務等要求事項への適合のた

めに必要な目標を含む。）を定めさせる。各部長は、社長の保安品質方針に基づき、保

安品質目標を年度ごとに作成し、文書化する。保安品質目標には、次の①～⑤に示す事

項を含む。 

①実施事項  

②必要な資源  

③責任者  

④実施事項の完了時期  

⑤結果の評価方法 

b)所長は、各部長の保安品質目標が、その達成状況を評価し得るものであって、かつ、

保安品質方針と整合的なものであることを確認する。 

 

(2)品質・安全管理室長における保安品質目標 

a)品質・安全管理室長は管理責任者として、社長の保安品質方針に基づき、保安品質目

標（個別要求事項への適合のために必要な目標を含む。）を年度ごとに作成し、文書化

する。保安品質目標には、次の①～⑤に示す事項を含む。 

①実施事項  

②必要な資源  

③責任者  

④実施事項の完了時期  

⑤結果の評価方法 

b)品質・安全管理室長は、保安品質目標が、その達成状況を評価し得るものであって、

かつ、保安品質方針と整合的なものとする。 

 

5.4.2 保安品質マネジメントシステムの計画 

(1)社長は、保安品質マネジメントシステムが第 4.1 項の規定に適合するよう、品質・安全

管理室長に対し、本計画書を作成させ、管理させる。そして、その実施に当たっての計

画が策定されるように、保安文書を自ら各規則に定める、又は所長、品質・安全管理室

長若しくは所長を通じて担当部長に各基準として定めさせる。 
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(2)社長は、保安品質マネジメントシステムの変更（プロセス及び組織の変更（累積的な影

響が生じ得るプロセス及び組織の軽微な変更を含む。）を含む。）が計画され、それが実

施される場合においては、当該保安品質マネジメントシステムが不備のない状態に維持

されているようにする。この場合において、保安活動の重要度に応じて、次の a)～d)の

各号に掲げる事項を適切に考慮する。  

a)保安品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起こり得る結果

（当該変更による原子力の安全への影響の程度の分析及び評価並びに当該分析及び

評価の結果に基づき講じた措置を含む。） 

b)保安品質マネジメントシステムの実効性の維持 

c)資源の利用可能性 

d)責任及び権限の割当て 

 

5.5 責任、権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

社長は、保安活動に関する組織を保安規定（第 16 条）に示すとおりに定める（図 3）。また、

その責任（担当業務に応じて、組織の内外に対し保安活動の内容について説明する責任を含

む。）及び権限を保安規定（第 17 条）に示すとおり表 1の「関連条項」5.5.1 の欄に記載の

規則（保社-2001）で定め、並びに部門相互間の業務の手順を定めさせ、関係する要員が責

任を持って業務を遂行できるように、保安教育又は社内通達で周知する。 

 

5.5.2 保安品質マネジメントシステム管理責任者 

社長は、所長及び品質・安全管理室長に保安マネジメントシステムを管理する責任者（管理

責任者）として、次の(1)～(4)の各項に掲げる業務に係る責任及び権限を与える。 

(1)プロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持されているようにするこ

と。  

(2)保安品質マネジメントシステムの運用状況及びその改善の必要性について社長に報告

すること。   

(3)健全な安全文化を育成し、及び維持することにより、原子力の安全の確保についての認

識が向上するようにすること。 

(4)関係法令を遵守すること。 

 

5.5.3 管理者 

(1)社長は、次の a)～e)の各号に掲げる業務を管理監督する地位にある者として、保安規定

（第 16 条及び第 17 条）に示す各部長及び各グループ長（以下「管理者」という。）に、

当該管理者が管理監督する業務に係る責任及び権限を与える。 

a)個別業務のプロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持されている

ようにすること。   

b)要員の個別業務等要求事項についての認識が向上するようにすること。  

c)個別業務の実施状況に関する評価を行うこと。 
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d)健全な安全文化を育成し、及び維持すること。  

e)関係法令を遵守すること。  

 

(2)管理者は、上記第(1)項の責任及び権限の範囲において、原子力の安全のためのリーダー

シップを発揮し、次の a)～e)の各号に掲げる事項を確実に実施する。 

a)保安品質目標を設定し、その目標の達成状況を確認するため、業務の実施状況を監視

測定すること。  

b)要員が、原子力の安全に対する意識を向上し、かつ、原子力の安全への取組を積極的

に行えるようにすること。  

c)原子力の安全に係る意思決定の理由及びその内容を、関係する要員に確実に伝達する

こと。  

d)常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるとともに、要員が、積極的

に加工施設の保安に関する問題の報告を行えるようにすること。  

e)要員が、積極的に業務の改善に対する貢献を行えるようにすること。 

 

(3)管理者は、管理監督する業務に関する自己評価（安全文化についての弱点のある分野及

び強化すべき分野に係るものを含む。）を、あらかじめ定められた間隔で行う。 

 

5.5.4 組織の内部の情報の伝達 

(1)社長は、組織の内部の情報が適切に伝達される内部コミュニケーションの仕組みが確立

されているようにするとともに、保安品質マネジメントシステムの実効性に関する保安

委員会及び核燃料安全委員会の情報が確実に伝達されるようにする。 

 

(2)社長及び所長は、上記第(1)項に記載の会議に係る事項について、内部コミュニケーショ

ンに係る規則及び基準を定める。 

 

(3)各会議の出席者は、保安品質マネジメントシステムの有効性について、事業所内、事業

所間、社外の情報及び保安以外の社内品質マネジメントシステムからの情報を提供し、

情報交換を行う。各会議の事務局は、その主なものを議事録として記録する。 

 

(4)所長は、保安活動に関して組織横断的な活動が必要となった場合は、担当部長を指名し

た上で、プロジェクトチームを設置することができる。 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1)社長は、保安品質マネジメントシステムの実効性を評価するとともに、改善の機会を得

て、保安活動の改善に必要な措置を講ずるため、保安品質マネジメントシステムの評価

（以下「マネジメントレビュー」という。）として、年 1 回以上保安委員会を開催する。 
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(2)保安委員会は、社長を委員長とし、管理責任者である所長及び品質・安全管理室長、並

びに核燃料取扱主任者のほか、委員長が指名する委員をもって構成する。 

 

5.6.2 マネジメントレビューに用いる情報 

所長及び品質・安全管理室長は管理責任者として、保安委員会において、次の(1)～(13)の

各項に掲げる情報を報告する。 

(1)保安内部監査の結果 

(2)組織の外部の者の意見（外部監査（安全文化の外部評価を含む。）の結果（外部監査を受

けた場合に限る。）、地域住民の意見、原子力規制委員会の意見等を含む。）  

(3)プロセスの運用状況 

(4)使用前事業者検査等並びに自主検査等の結果 

(5)保安品質目標及び施設管理目標の達成状況  

(6)健全な安全文化の育成及び維持の状況（保安内部監査による安全文化の育成及び維持の

取組状況に係る評価の結果並びに管理者による安全文化についての弱点のある分野及び

強化すべき分野に係る自己評価の結果を含む。） 

(7)関係法令の遵守状況  

(8)不適合並びに是正処置及び未然防止処置の状況（組織の内外で得られた知見（技術的な

進歩により得られたものを含む。）並びに不適合その他の事象から得られた教訓を含む。） 

(9)従前の保安委員会の結果を受けて講じた措置 

(10)保安品質マネジメントシステムに影響を及ぼすおそれのある変更 

(11)部門又は要員（管理責任者、核燃料取扱主任者を含む）からの改善のための提案 

(12)資源の妥当性 

(13)保安活動の改善のために講じた措置（保安品質方針に影響を与えるおそれのある組織

の内外の課題を明確にし、当該課題に取り組むことを含む。）の実効性 

 

5.6.3 マネジメントレビューの結果を受けて行う措置 

(1)社長は、保安委員会の結果を受けて、次の a)～e)の各号に掲げる事項について決定する。 

a)保安品質マネジメントシステム及びプロセスの実効性の維持に必要な改善 

b)個別業務に関する計画及び個別業務の実施に関連する保安活動の改善  

c)保安品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善のために必要な資源 

d)健全な安全文化の育成及び維持に関する改善（安全文化についての弱点のある分野及

び強化すべき分野が確認された場合における改善策の検討を含む。） 

e)関係法令の遵守に関する改善  

(2)品質・安全管理室長は、保安委員会の結果の記録を作成し、これを管理する。  

(3)所長及び品質・安全管理室長は管理責任者として保安委員会の結果を受けて決定をした

事項について、必要な措置を講じる。 
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6.資源の管理 

6.1 資源の確保 

所長は、原子力の安全を確実なものにするために必要な次の(1)～(4)の各項に掲げる資源

について、表 1に記載の各基準において担当部長に明確に定めさせる、又は自ら定めること

ともに、これを確保し、及び管理する。 

(1)要員 

(2)個別業務に必要な施設、設備及びサービスの体系（インフラストラクチャ） 

(3)作業環境（作業場所の放射線量、温度、照度、狭小の程度等の作業に影響を及ぼす可能

性がある事項を含む。） 

(4)その他必要な資源 

 

6.2 要員の力量の確保及び教育訓練 

(1)所長又は各部長は、要員が個別業務の実施に必要な技能及び経験を有し、意図した結果

を達成するために必要な知識及び技能並びにそれを適用する能力（以下「力量」という。

力量には、組織が必要とする技術的、人的及び組織的側面に関する知識を含む。）を有す

ることを、教育・訓練に関して定める基準（表 1の「関連条項」6.2 の欄参照。）にのっ

とって実証し、各部長は確保した者を要員に充てる。 

 

(2)各部長は、要員の力量を確保するために、保安活動の重要度に応じて、保安教育並びに

第 7.1(1)項第 a)号に定める加工施設の操作の計画、実施、評価及び改善に基づき次の a)

～e)の各号に掲げる業務を行う。  

a)要員にどのような力量が必要かを明確に定めること。  

b)要員の力量を確保するために教育訓練その他の措置（必要な力量を有する要員を新

たに配属し、又は雇用することを含む。）を講ずること。   

c)上記 b)号の措置の実効性を評価すること。  

d)要員が、自らの個別業務について次の①～③に掲げる事項を認識しているようにす

ること。 

 ①保安品質目標の達成に向けた自らの貢献 

 ②保安品質マネジメントシステムの実効性を維持するための自らの貢献 

 ③原子力の安全に対する当該個別業務の重要性  

e)要員の力量及び教育訓練その他の措置に係る記録を作成し、これを管理すること。 

 

6.3 インフラストラクチャ 

各部長は、保安のために必要なインフラストラクチャ（施設及び業務を行うに当たって必要

となる資機材（電気、水、ガス、工具類等）や通信設備等。）を表 1の「関連条項」6.3 の欄

に記載の基準において明確にし、管理を行う。 

 

6.4 作業環境 

環境安全部長は、施設の保安のために必要な作業環境として、放射線管理に関する基準 (表
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1 の「関連条項」6.4 の欄参照。）で管理区域の区域管理等の管理方法を定め、各部長はこれ

に従い管理する。また、保安のために必要なその他の作業環境についても、各部長は労働安

全衛生関係法令に基づき管理する。 

注）“作業環境”は、物理的、環境的及びその他の要因を含む（例えば、空間線量、表面汚染密度、騒

音、気温、湿度、照明又は天候）、作業が行われる状態と関連する。 
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7.個別業務に関する計画の策定及び個別業務の実施 

7.1 個別業務に必要なプロセスの計画 

(1)所長は第 4.2 項に基づき、管理責任者として、次の a)～f)の各号に示す個別業務に必要

な、プロセスにおける保安活動について定めた業務の計画（機器等の故障若しくは通常想

定されない事象の発生又は保安活動が不適切に計画され、若しくは実行されたことにより

起こり得る影響を考慮することを含む。）として表 1 に記載の各基準を担当部長に策定さ

せる、又は自ら策定するとともに、そのプロセスを確立する。以下の c)号に関する各基準

には、設備の加工・修理を実施した者以外による検査及び試験の実施又は立会、合否判定

の基準及びリリースの方法に関する事項を含める。 

a)加工施設の操作  

b)放射線管理 

c)加工施設の施設管理  

d)核燃料物質の管理  

e)放射性廃棄物管理 

f)非常時の措置 

 

(2)所長及び担当部長は、個別業務に必要なプロセスの計画と当該個別業務以外のプロセスに

係る個別業務等要求事項との整合性（業務計画を変更する場合の整合性を含む。）を確保

する。  

 

(3)所長及び担当部長は、個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」という。）の策定又

は変更（プロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じ得るプロセス及び組織の軽微な変

更を含む。）を含む。）を行うに当たり、次の a)～e)の各号に掲げる事項を明確にする。  

a)個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更により起こり得る結

果 

b)機器等又は個別業務に係る保安品質目標及び個別業務等要求事項 

c)機器等又は個別業務に固有のプロセス、保安文書及び資源 

d)使用前事業者検査等、検証、妥当性確認及び監視測定並びにこれらの個別業務等要求

事項への適合性を判定するための基準（以下「合否判定基準」という。）。  

e)個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が個別業務等要求事項に

適合することを実証するために必要な記録  

 

(4)所長及び担当部長は、策定した個別業務計画を、その個別業務の作業方法に適したものと

する。 

 

7.2 個別業務等要求事項として明確にすべき事項 

7.2.1 個別業務等要求事項の明確化 

担当部長は、次の(1)～(3)の各項に掲げる事項を個別業務等要求事項として、第 7.1 項に関

する基準及び関連標準において、明確に定める。  
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(1)組織の外部の者が明示してはいないものの、機器等又は個別業務に必要な要求事項 

(2)関係法令 

(3)上記第(1)項及び第(2)項に掲げるもののほか、保安に係る組織が必要とする要求事項 

 

7.2.2 個別業務等要求事項の審査 

(1)担当部長は、機器等の使用又は個別業務の実施に当たり、あらかじめ、個別業務等要求

事項の審査を要員に実施させる、又は自ら実施する。 

 

(2)担当部長は、上記第(1)項の審査を実施するに当たり、次の a)～c)の各号に掲げる事項

を要員に確認させる、又は自ら確認する。 

a)当該個別業務等要求事項が定められていること。 

b)当該個別業務等要求事項が、あらかじめ定められた個別業務等要求事項と相違する場

合においては、その相違点が解明されていること。 

c)担当部の要員が、あらかじめ定められた個別業務等要求事項に適合するための能力を

有していること。 

 

(3)担当部長は、上記第(1)項の審査の結果の記録及び当該審査の結果に基づき講じた措置

に係る記録を要員に作成させ、又は自ら作成し、これを管理する。 

 

(4)担当部長は、個別業務等要求事項が変更された場合においては、関連する文書が改訂さ

れるようにするとともに、関連する要員に対し変更後の個別業務等要求事項が周知され

るようにする。 

 

7.2.3 組織の外部の者との情報の伝達等 

所長は、第 7.1 項に関する基準及び関連標準において、組織の外部の者からの情報の収集及

び組織の外部の者への情報の伝達のために、実効性のある方法を明確に定め、担当部長はこ

れを実施する。この方法には、次の(1)～(4)の各項に示す事項を含む。 

(1)組織の外部の者と効果的に連絡し、適切に情報を通知する方法  

(2)予期せぬ事態における組織の外部の者との時宜を得た効果的な連絡方法  

(3)原子力の安全に関連する必要な情報を組織の外部の者に確実に提供する方法  

(4)原子力の安全に関連する組織の外部の者の懸念や期待を把握し、意思決定において適切

に考慮する方法 

 

7.3 設計・開発管理 

7.3.1 設計・開発計画 

(1)設備管理部長は、設計・開発のプロセスに記載する事項を定めた設計・開発管理に関す

る基準を定める。担当部長はその基準に従って、設計・開発（専ら加工施設において用

いるための設計・開発に限る。設備、施設、ソフトウェア及び手順書等に関する設計・

開発を含む。原子力の安全のために重要な手順書等の設計・開発については、新規制定
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の場合に加え、重要な変更がある場合にも行う。）の計画（以下「設計・開発計画」とい

う。）を策定するとともに、設計・開発を管理する。設計・開発計画の策定には、不適合

及び予期せぬ事象の発生等を未然に防止するための活動を行うことを含む。ただし、担

当部長が設備管理部長に依頼した場合は、設備管理部長がこれを行う。許認可手続と設

計・開発業務との手順上の関連は、設計・開発に関する基準に定める。   

 

(2)担当部長は、上記第(1)項の基準に基づき、設計・開発計画の策定において、次の a)～

d)の各号に掲げる事項を明確にする。  

a)設計・開発の性質、期間及び複雑さの程度  

b)設計・開発の各段階における適切な審査、検証及び妥当性確認の方法並びに管理体制 

c)設計・開発に係る部門及び要員の責任及び権限 

d)設計・開発に必要な組織の内部及び外部の資源  

 

(3)担当部長は、上記第(1)項の基準に基づき、実効性のある情報の伝達並びに責任及び権限

の明確な割当てがなされるようにするために、設計・開発に関与する各者間の連絡を管

理する。   

 

(4)担当部長は、上記第(1)項の基準に基づき策定された設計・開発計画を、設計・開発の進

行に応じて適切に変更する。 

 

7.3.2 設計・開発に用いる情報 

(1)担当部長は、個別業務等要求事項として設計・開発に用いる情報であって、次の a)～d)

の各号に掲げるものを明確に定めるとともに、当該情報に係る記録を作成し、これを管

理する。   

a)機能及び性能に係る要求事項   

b)従前の類似した設計・開発から得られた情報であって、当該設計・開発に用いる情報

として適用可能なもの 

c)関係法令 

d)その他設計・開発に必要な要求事項  

 

(2)担当部長は、設計・開発に用いる情報について、その妥当性を評価し、承認する。また、

要求事項について、漏れがなく、あいまいでなく、相反することがないことを確認する。 

 

7.3.3 設計・開発の結果に係る情報 

(1)担当部長は、設計・開発の結果に係る情報を、設計・開発に用いた情報と対比して検証

することができる形式により管理する。  

 

(2)担当部長は、設計・開発の次の段階のプロセスに進むに当たり、あらかじめ、当該設計・

開発の結果に係る情報を承認する。   
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(3)担当部長は、設計・開発の結果に係る情報を、次の a)～d)の各号に掲げる事項に適合す

るものとする。  

a)設計・開発に係る個別業務等要求事項に適合するものであること。   

b)調達、機器等の使用及び個別業務の実施のために適切な情報を提供するものであるこ

と（設計・開発の結果として、施設及び設備の配置及び構造上の特徴、並びに施設及び

設備の経年劣化の観点から、保全において留意すべき事項を抽出し、その記録を維持す

ることを含む。）。  

c)合否判定基準を含むものであること。  

d)機器等を安全かつ適正に使用するために不可欠な当該機器等の特性が明確であること。 

 

7.3.4 設計・開発レビュー 

(1)担当部長は、設計・開発の適切な段階において、設計・開発計画に従って、次の a)号及

び b)号に掲げる事項を目的とした体系的な審査（以下「設計・開発レビュー」という。）

を実施する。   

a)設計・開発の結果の個別業務等要求事項への適合性について評価すること。  

b)設計・開発に問題がある場合においては、当該問題の内容を明確にし、必要な措置を

提案すること。 

  

(2)担当部長は、設計・開発レビューに、当該設計・開発レビューの対象となっている設計・

開発段階に関連する部門の代表者及び当該設計・開発に係る専門家を参加させる。   

 

(3)担当部長は、設計・開発レビューの結果の記録及び当該設計・開発レビューの結果に基

づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

7.3.5 設計・開発の検証 

(1)担当部長は、設計・開発の結果が個別業務等要求事項に適合している状態を確保するた

めに、設計・開発計画に従って検証を実施する（設計・開発計画に従ってプロセスの次

の段階に移行する前に、当該設計・開発に係る個別業務等要求事項への適合性の確認を

行うこと含む。）。 

 

(2)担当部長は、上記第(1)項の検証の結果の記録及び当該検証の結果に基づき講じた措置

に係る記録を作成し、これを管理する。  

 

(3)担当部長は、当該設計・開発を行った要員と異なる者に上記第(1)項の検証をさせる。 

 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1)担当部長は、設計・開発の結果の個別業務等要求事項への適合性を確認するために、設

計・開発計画に従って、当該設計・開発の妥当性確認（以下「設計・開発妥当性確認」と

いう。）を実施する（機器等の設置後でなければ妥当性確認を行うことができない場合に
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おいて、当該機器等の使用を開始する前に、設計・開発の妥当性確認を行うことを含む。）。  

 

(2)担当部長は、機器等の使用又は個別業務の実施に当たり、あらかじめ、設計・開発妥当

性確認を完了する。  

 

(3)担当部長は、設計・開発妥当性確認の結果の記録及び当該設計・開発妥当性確認の結果

に基づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

7.3.7 設計・開発の変更の管理 

(1)担当部長は、設計・開発の変更を行った場合においては、当該変更の内容を識別するこ

とができるようにするとともに、当該変更に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

(2)担当部長は、設計・開発の変更を行うに当たり、あらかじめ、審査、検証及び妥当性確

認を行い、変更を承認する。   

 

(3)担当部長は、上記第(2)項の審査において、設計・開発の変更が加工施設に及ぼす影響の

評価（当該加工施設を構成する材料又は部品に及ぼす影響の評価を含む。）を行う。  

 

(4)担当部長は、上記第(2)項の審査、検証及び妥当性確認の結果の記録及びその結果に基づ

き講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

7.4 調達管理 

7.4.1 調達プロセス 

(1)業務管理部長は、第 7.4.2 項及び第 7.4.3 項に記載する事項を定めた調達管理に関する

基準を定める。担当部長及び担当グループ長は、その基準に従って調達手続きを行うと

ともに、調達する物品又は役務（以下「調達物品等」という。）が、自ら規定する調達物

品等に係る要求事項（以下「調達物品等要求事項」という。）に適合するようにする。 

  

(2)担当部長及び担当グループ長は、保安活動の重要度に応じて、調達物品等の供給者及び

調達物品等に適用される管理の方法及び程度（力量を有する者を組織の外部から確保す

る際に、外部への業務委託の範囲を保安文書に明確に定めることを含む。）を定める。こ

の場合において、一般産業用工業品については、第(3)項の評価に必要な情報を調達物品

等の供給者等から入手し、当該一般産業用工業品が調達物品等要求事項に適合している

ことを確認できるように、管理の方法及び程度を定める。  

 

(3)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等要求事項に従い、調達物品等を供給する能

力を根拠として調達物品等の供給者を評価し、選定する。   

 

(4)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等の供給者の評価及び選定に係る判定基準を
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定める。  

(5)担当部長及び担当グループ長は、上記第(3)項の評価の結果の記録及び当該評価の結果

に基づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。  

 

(6)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等を調達する場合には、個別業務計画におい

て、適切な調達の実施に必要な事項（当該調達物品等の調達後におけるこれらの維持又

は運用に必要な技術情報（加工施設の保安に係るものに限る。）の取得及び当該情報を他

の原子力事業者等と共有するために必要な措置に関する事項を含む。）を定める。 

 

7.4.2 調達物品等要求事項 

(1)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等に関する情報に、次の a)～g)の各号に掲げ

る調達物品等要求事項のうち、該当するものを含める。 

a)調達物品等の供給者の業務のプロセス及び設備に係る要求事項  

b)調達物品等の供給者の要員の力量に係る要求事項 

c)調達物品等の供給者の保安品質マネジメントシステムに係る要求事項 

d)調達物品等の不適合の報告（偽造品又は模造品等の報告を含む。）及び処理に係る要求

事項   

e)調達物品等の供給者が健全な安全文化を育成し、及び維持するために必要な要求事項   

f)一般産業用工業品を機器等に使用するに当たっての評価に必要な要求事項  

g)その他調達物品等に必要な要求事項 

 

(2)上記第(1)項の調達要求事項に、次の事項を含める。 

調達製品の調達後における維持又は運用に必要な技術情報（加工施設の保安に係るもの

に限る。）の提供に関する事項を含める。  

 

(3)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等要求事項として、調達物品等の供給者の工

場等において使用前事業者検査等その他の個別業務を行う際の原子力規制委員会の職員

による当該工場等への立入りに関することを含める。  

 

(4)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等の供給者に対し調達物品等に関する情報を

提供するに当たり、あらかじめ、当該調達物品等要求事項の妥当性を確認する。   

 

(5)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等を受領する場合には、調達物品等の供給者

に対し、調達物品等要求事項への適合状況を記録した文書を提出させる。 

 

7.4.3 調達物品等の検証 

(1)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等が調達物品等要求事項に適合しているよう

にするために必要な検証の方法を定め、実施する。 

(2)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等の供給者の工場等において調達物品等の検
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証を実施することとしたときは、当該検証の実施要領及び調達物品等の供給者からの出

荷の可否の決定の方法について調達物品等要求事項の中で明確に定める。 

 

7.5 個別業務及び物品等の管理 

7.5.1 個別業務の管理 

担当部長は、個別業務計画に基づき、個別業務を次の(1)～(6)の各項に掲げる事項（当該個

別業務の内容等から該当しないと認められるものを除く。）に適合するように実施する。  

(1)加工施設の保安のために必要な情報（保安のために使用する機器等又は実施する個別

業務の特性、並びに、当該機器等の使用又は個別業務の実施により達成すべき結果を含

む。）が利用できる体制にあること。  

(2)手順書等が必要な時に利用できる体制にあること。  

(3)当該個別業務に見合う設備を使用していること。  

(4)監視測定のための設備が利用できる体制にあり、かつ、当該設備を使用していること。  

(5)第 8.2 項の規定に基づき監視測定を実施していること。 

(6)本計画書の規定に基づき、プロセスの次の段階に進むことの承認を行っていること。 

 

7.5.2 個別業務の実施に係るプロセスの妥当性確認 

(1)担当部長は、個別業務の実施に係るプロセスについて、それ以降の監視測定では当該プ

ロセスの結果を検証することができない場合（個別業務が実施された後にのみ不適合そ

の他の事象が明確になる場合を含む。）においては、妥当性確認を行う。 

 

(2)担当部長は、上記第(1)項のプロセスが個別業務計画に定めた結果を得ることができる

ことを、同項の妥当性確認によって実証する。 

 

(3)担当部長は、妥当性確認を行った場合は、その結果の記録を作成し、これを管理する。 

 

(4)担当部長は、上記第(1)項の妥当性確認の対象とされたプロセスについて、次の a)～c)

の各号に掲げる事項（当該プロセスの内容等から該当しないと認められるものを除く。）

を明確にする。  

a)当該プロセスの審査及び承認のための判定基準 

b)妥当性確認に用いる設備の承認及び要員の力量を確認する方法 

c)妥当性確認の方法(対象となる個別業務計画の変更時の再確認及び一定期間が経過し

た後に行う定期的な再確認を含む。) 

 

7.5.3 識別管理及びトレーサビリティの確保 

(1)担当部長は、業務を実施する上で必要となる業務・施設の識別を、基準及び関連標準で

定めて実施し、管理する。 

 

(2)担当部長は、個別業務の計画及び実施の全過程において、監視及び測定の要求事項に関

21／36 



名 称 保安品質保証計画書 
番号 

保社－1001 

Rev.28 

頁 289／36 

 
 

原子燃料工業株式会社 

289 

連して、業務・施設の状態の識別を、基準又は下位文書で定めて実施する。 

 

(3)業務・施設の状態・結果を記録することが定められている場合、担当部長はトレーサビ

リティ（機器等の使用又は個別業務の実施に係る履歴、適用又は所在を追跡できる状態

をいう。）を確保するため、業務・施設について一意の識別を定め、記録するとともに、

当該記録を管理する。 

 

7.5.4 組織の外部の者の物品 

担当部長は、組織の外部の者の物品を所持している場合においては、必要に応じ、記録を作

成し、これを管理する。 

 

7.5.5 調達物品の管理 

担当部長は、担当部長及び担当グループ長が調達した物品が使用されるまでの間、当該物品

を調達物品等要求事項に適合するように管理（識別表示、取扱い、包装、保管及び保護を含

む。）する。 

 

7.6 監視測定のための設備の管理 

(1)担当部長は、機器等又は個別業務の個別業務等要求事項への適合性の実証に必要な監視測

定及び当該監視測定のための設備を明確に定める。  

 

(2)担当部長は、上記第(1)項の監視測定について、実施可能であり、かつ、当該監視測定に

係る要求事項と整合性のとれた方法で実施する。  

 

(3)担当部長は、監視測定の結果の妥当性を確保するために、監視測定のために必要な設備を、

次の a)～e)の各号に掲げる事項に適合するものとする。  

a)第 7.1 項の規定に基づき定めた各基準に基づく間隔で、又は使用の前に、計量の標準

まで追跡することが可能な方法（当該計量の標準が存在しない場合にあっては、校正又

は検証の根拠について記録する方法）により校正又は検証がなされていること。 

b)校正の状態が明確になるよう、識別されていること。 

c)所要の調整がなされていること。   

d)監視測定の結果を無効とする操作から保護されていること。  

e)取扱い、維持及び保管の間、損傷及び劣化から保護されていること。   

 

(4)担当部長は、監視測定のための設備に係る要求事項への不適合が判明した場合においては、

従前の監視測定の結果の妥当性を評価し、これを記録する。 

 

(5)担当部長は、上記第(4)項の場合において、当該監視測定のための設備及び同項の不適合

により影響を受けた機器等又は個別業務について、適切な措置を講じる。 

(6)担当部長は、監視測定のための設備の校正及び検証の結果の記録を作成し、これを管理す

22／36 



名 称 保安品質保証計画書 
番号 

保社－1001 

Rev.28 

頁 290／36 

 
 

原子燃料工業株式会社 

290 

る。   

 

(7)担当部長は、監視測定においてソフトウェアを使用することとしたときは、その初回の使

用に当たり、あらかじめ、当該ソフトウェアが意図したとおりに当該監視測定に適用され

ていることを確認する。 
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8.評価及び改善 

8.1 監視測定、分析、評価及び改善 

(1)社長、所長、品質・安全管理室長、核燃料取扱主任者及び担当部長は、監視測定、分析、

評価及び改善に係るプロセス（取り組むべき改善に関係する部門の管理者等の要員を含め、

組織が当該改善の必要性、方針、方法等について検討するプロセスを含む。）の計画として

第 4.2.1 項に定める規則、基準及び標準に定め、これを要員に実施させる、又は自ら実施

する。 

 

(2)社長、所長、品質・安全管理室長、核燃料取扱主任者及び担当部長は、要員が上記第(1)

項の監視測定の結果を利用できるように、要員が情報を容易に取得し、改善活動に用いる

ことができる体制（電子メール、社内イントラネットの利用を含む。）を構築する。 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 組織の外部の者の意見 

(1)社長、所長、品質・安全管理室長、核燃料取扱主任者及び担当部長は、監視測定の一環と

して、原子力の安全の確保に対する組織の外部の者の意見を把握する。 

  

(2)担当部長は、上記第(1)項の意見の把握及び当該意見の反映に係る方法を明確に定める。 

 

8.2.2 保安内部監査 

(1)品質・安全管理室長は、保安品質マネジメントシステムについて、次の a)号及び b)号に

掲げる要件への適合性を確認するために、内部監査に関する基準を定める。品質・安全管

理室長は、この基準に基づき、保安活動の重要度に応じて、年 1回以上、客観的な評価を

行う部門その他の体制として選定基準を満たす被監査対象部門以外の者より選任した監

査員により保安内部監査を実施させる。 

a)保安品質マネジメントシステムに係る要求事項 

b)実効性のある実施及び実効性の維持 

 

(2)上記第(1)項の基準には、保安内部監査の判定基準、監査範囲、頻度、方法及び責任を定

める。 

 

(3)品質・安全管理室長は、保安内部監査の対象となり得る部門、個別業務、プロセスその他

の領域（以下「領域」という。）の状態及び重要性並びに従前の監査の結果を考慮して保安

内部監査の対象を選定し、かつ、保安内部監査の実施に関する計画（以下「保安内部監査

実施計画」という。）を策定し、及び実施することにより、保安内部監査の実効性を維持す

る。  

 

(4)上記第(1)項の基準には、保安内部監査を行う要員（以下「保安内部監査員」という。）の

選定基準を定め、保安内部監査の実施においては、客観性及び公平性を確保する。 
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(5)品質・安全管理室長は、保安内部監査員に自らの個別業務又は管理下にある個別業務に関

する保安内部監査をさせない。 

 

(6)品質・安全管理室長は、保安内部監査実施計画の策定及び実施並びに保安内部監査結果の

報告並びに記録の作成及び管理について、その責任及び権限（必要に応じ、保安内部監査

員又は保安内部監査を実施した部門が保安内部監査結果を社長に直接報告する権限を含

む。）並びに保安内部監査に係る要求事項を基準に定める。 

 

(7)品質・安全管理室長は、保安内部監査の対象として選定した領域に責任を有する担当部長

に保安内部監査結果を通知する。 

 

(8)品質・安全管理室長は、不適合が発見された場合には、上記第(7)項の通知を受けた担当

部長に、不適合を除去するための措置及び是正処置を遅滞なく講じさせるとともに、当該

措置の検証を行わせ、その結果を報告させる。 

 

(9)品質・安全管理室長は、担当部長が実施した改善内容を確認し、その結果を社長、所長及

び核燃料安全委員会に報告する。 

 

8.2.3 プロセスの監視測定 

(1)所長及び各部長は、プロセスの監視測定（対象として、機器等及び保安活動に係る不適合

についての弱点のある分野及び強化すべき分野等に関する情報を含む。）を行う場合にお

いては、当該プロセスの監視測定に見合う方法（監視測定の実施時期、監視測定の結果の

分析及び評価の方法並びに時期を含む。）により、これを行う。 

 

(2)所長及び各部長は、上記第(1)項の監視測定の実施に当たり、保安活動の重要度に応じて、

第 4.1(5)項第 c)号に掲げる保安活動指標を用いる。 

 

(3)所長及び各部長は、上記第(1)項の方法により、プロセスが第 5.4.2 項及び第 7.1 項の計

画として定めた各基準に規定した結果を得ることができることを実証する。  

 

(4)所長及び各部長は、上記第(1)項の監視測定の結果に基づき、保安活動の改善のために、

必要な措置を講じる。  

 

(5)所長及び各部長は、第 5.4.2 項及び第 7.1 項の計画として定めた各基準に規定した結果を

得ることができない場合又は当該結果を得ることができないおそれがある場合において

は、個別業務等要求事項への適合性を確保するために、当該プロセスの問題を特定し、当

該問題に対して適切な措置を講じる。 
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8.2.4 機器等の検査等 

(1)担当グループ長は、機器等に係る要求事項への適合性を検証するために、個別業務計画に

従って、個別業務の実施に係るプロセスの適切な段階において、使用前事業者検査等又は

自主検査等を実施する。  

 

(2)担当グループ長は、使用前事業者検査等又は自主検査等の結果に係る記録（必要に応じ、

検査において使用した試験体や計測機器等に関する記録を含む。）を作成し、これを管理

する。 

 

(3)担当グループ長は、プロセスの次の段階に進むことの承認を行った要員を特定することが

できる記録を作成し、これを管理する。 

 

(4)担当グループ長は、個別業務計画に基づく使用前事業者検査等又は自主検査等を支障なく

完了するまでは、プロセスの次の段階に進むことの承認をしない。ただし、当該承認の権

限を持つ要員が、個別業務計画に定める手順により特に承認をする場合は、この限りでな

い。  

 

(5)担当グループ長は、保安活動の重要度に応じて、使用前事業者検査等の独立性（使用前事

業者検査等を実施する要員をその対象となる機器等を所管する部門に属する要員と部門

を異にする要員とすることその他の方法により、使用前事業者検査等の中立性及び信頼性

が損なわれないことをいう。）を確保する。この独立性の確保に当たり、事業所の加工施設

が重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置が要求されていないことを踏まえ、当該使

用前事業者検査等の対象となる機器等の工事（補修、取替え、改造等）又は点検に関与し

ていない要員に使用前事業者検査等を実施させる。 

 

(6)上記第(5)項の規定は、自主検査等について準用する。この場合において、「部門を異にす

る要員」とあるのは「必要に応じて部門を異にする要員」と読み替えるものとする。 

 

8.3 不適合の管理 

(1)所長は管理責任者として、個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され、又は個別

業務が実施されることがないよう、当該機器等又は個別業務を特定し、これを管理する（不

適合が確認された機器等又は個別業務を識別することを含む。）。 

 

(2)所長は、不適合の処理に係る管理（不適合を関連する管理者に報告することを含む。）並

びにそれに関連する責任及び権限を基準に定める。 

 

(3)担当部長は、上記第(2)項に定められた基準に従い、次の a)～d)の各号に掲げる方法のい

ずれかにより、不適合を処理する。 

a)発見された不適合を除去するための措置を講ずること。   
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b)不適合について、あらかじめ定められた手順により原子力の安全に及ぼす影響につい

て評価し、機器等の使用又は個別業務の実施についての承認を行うこと（以下「特別採

用」という。）。  

c)機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための措置を講ずること。   

d)機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合については、その不適合による

影響又は起こり得る影響に応じて適切な措置を講ずること。  

 

(4)担当部長は、不適合の内容の記録及び当該不適合に対して講じた措置（特別採用を含む。）

に係る記録を作成し、環境安全部長は、この記録を管理する。 

 

(5)担当部長は、上記第(3)項第 a)号の措置を講じた場合においては、個別業務等要求事項へ

の適合性を実証するための検証を行う。 

 

(6)担当部長は、不適合の処置の結果を所長に報告する。 

 

8.4 データの分析及び評価 

(1)環境安全部長は、保安品質マネジメントシステムが実効性のあるものであることを実証す

るため、及び当該保安品質マネジメントシステムの実効性の改善（保安品質マネジメント

システムの実効性に関するデータ分析の結果、課題や問題が確認されたプロセスを抽出し、

当該プロセスの改良、変更等を行い、保安品質マネジメントシステムの実効性を改善する

ことを含む。）の必要性を評価するために、適切なデータ（監視測定の結果から得られたデ

ータ及びそれ以外の関連情報源からのデータを含む。）を明確にし、収集し、及び分析す

る。 

 

(2)環境安全部長は、上記第(1)項のデータの分析及びこれに基づく評価を行い、次の a)～d)

の各号に掲げる事項に係る情報を取得する。 

a)組織の外部の者からの意見の傾向及び特徴その他分析により得られる知見 

b)個別業務等要求事項への適合性 

c)機器等及びプロセスの特性及び傾向（是正処置を行う端緒となるものを含む。） 

d)調達物品等の供給者の供給能力 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的な改善 

社長は経営責任者として、また、所長及び品質・安全管理室長は管理責任者として、保安品

質マネジメントシステムの継続的な改善を行うために、保安品質目標の設定、保安委員会及

び保安内部監査の結果の活用、データの分析並びに是正処置及び未然防止処置の評価を通

じて改善が必要な事項を明確にするとともに、当該改善の実施その他の措置を講じる。 
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8.5.2 是正処置等 

(1)所長は管理責任者として、各部長に個々の不適合その他の事象が原子力の安全に及ぼす影

響に応じて、次の a)～i)の各号に掲げるところにより、速やかに適切な是正処置を講じさ

せる。 

a)是正処置を講ずる必要性について、次の①及び②に掲げる手順により評価を行うこ

と。  

①不適合その他の事象の分析（情報の収集及び整理並びに技術的、人的及び組織的

側面等の考慮を含む。）及び当該不適合の原因の明確化（必要に応じて、日常業務

のマネジメントや安全文化の弱点のある分野及び強化すべき分野との関係を整理

することを含む。） 

②類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その他の事象が発生する

可能性の明確化 

b)必要な是正処置を明確にし、実施すること。  

c)講じた全ての是正処置の実効性の評価を行うこと。  

d)必要に応じ、計画において決定した保安活動の改善のために講じた措置を変更する

こと。 

e)必要に応じ、保安品質マネジメントシステムを変更すること。 

f)原子力の安全に及ぼす影響の程度が大きい不適合（単独の事象では原子力の安全に

及ぼす影響の程度は小さいが、同様の事象が繰り返し発生することにより、原子力

の安全に及ぼす影響の程度が増大するおそれのあるものを含む。）に関して、根本的

な原因を究明するために行う分析の手順を確立し、実施すること。  

g)講じた全ての是正処置及びその結果の記録を作成し、これを管理すること。 

h)所長は、施設管理により得られた技術情報であって、保安の向上に資するために必要

な技術情報について、他のウラン加工事業者と共有する措置を基準に定める。環境

安全部長は、その基準に従い必要な技術情報を共有する措置を講じる。  

i)所長は、加工施設の保安の向上を図る観点から、不適合の情報公開に関する基準を定

める。業務管理部長は、その基準に従い該当する不適合の内容を公開する。 

 

(2)所長は、上記第(1)項の各号に掲げる事項について、基準に定める。 

 

(3)環境安全部長は、上記第(2)項の基準に基づき、複数の不適合その他の事象に係る情報か

ら類似する事象に係る情報を抽出し、その分析を行い、当該類似の事象に共通する原因

を明確にし、各部長は、適切な措置を講じる。 

 

(4)各部長は、是正処置等の結果を所長に報告する。 

 

(5)所長は、是正処置等の実施状況の主なものを社長に報告する。 
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8.5.3 未然防止処置 

(1)所長は管理責任者として、各部長に、原子力施設その他の施設の運転経験等の知見を収

集し、自らの組織で起こり得る不適合（自らの施設で起こる可能性について分析を行っ

た結果、特定した問題を含む。）の重要性に応じて、次の a)～f)の各号に掲げるところに

より、適切な未然防止処置を講じさせる。  

a)起こり得る不適合及びその原因について調査すること。  

b)未然防止処置を講ずる必要性について評価すること。 

c)必要な未然防止処置を明確にし、実施すること。   

d)講じた全ての未然防止処置の実効性の評価を行うこと。  

e)講じた全ての未然防止処置及びその結果の記録を作成し、これを管理すること。  

f)所長は、第 7.4.1(6)項に記載する調達物品等の技術情報及び第 7.1(1)項第 c)号に

記載する施設管理により得られた技術情報であって、保安の向上に資するために必

要な技術情報について、他のウラン加工事業者と共有する措置を基準に定める。環

境安全部長は、その基準に従い必要な技術情報を共有する措置を講じる。 

 

(2)所長は、上記第(1)項の各号に掲げる事項について、基準に定める。 

 

8.5.4 根本原因分析 

是正処置及び未然防止処置の一環として行う根本原因分析は次の(1)～(5)の各項に示すと

おり実施する。 

(1)所長は、法令報告、保安規定違反、その他の不適合のうち所長が原子力の安全に重大な

影響を与えると判断したものの是正処置を行うため、根本原因分析を行う。 

 

(2)所長は、蓄積されている不適合等に関するデータ（上記第(1)項で根本原因分析を行った

不適合を除く）を分析して（第 8.4(1)項参照。）、起こり得る不適合の発生を防止する

未然防止処置を行うため、必要に応じて根本原因分析を行う。 

 

(3)所長は、根本原因分析について、評価・改善に関する基準(表 1の関連条項 8.5.4 の欄に

記載の文書参照。）に次の a)～c)の各号に示す手順を含める。 

a)分析対象の決定 

b)中立性を考慮した分析チームの決定 

c)幅広い情報を活用する観点から、必要に応じ、当該事業所以外の要員の分析チームへ

の参加 

 

(4)所長は、分析チームの報告を尊重し、必要な対策を決定し、その実施計画を策定する。 

 

(5)所長は、根本原因分析の実施状況を社長に報告する。 
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表 1 保安品質マネジメントシステムに係る要求事項に基づき作成する社内文書（1/3） 
関連条項 項目 文書名 文書番号 承認者 

4.1 

 

 

4.2.1 

 

4.2.2 

 

5.4.2 

 

 

7.2.3 

保安品質マネジメントシス

テムに係る要求事項 

 

一般 

 

保安品質マニュアル 

 

保安品質マネジメントシス

テムの計画 

 

組織の外部の者とのコミュ

ニケーション 

保安品質保証計画書 保社-1001 社長 

8.1 

 

8.2.1 

 

8.2.3 

 

8.4 

 

8.5.1 

監視測定、分析、評価及び改

善 

組織の外部の者の意見 

 

プロセスの監視及び測定 

 

データの分析及び評価 

 

継続的な改善 

マネジメントレビュー実施規則 保社-2002 社長 

4.2.3 文書の管理 

保安に係わる社長承認文書の作成、審査、

承認規則 

保安文書管理基準 

文書及び記録の管理基準 

保安に係わる文書管理基準(品質・安全管

理室) 

保社-2005 

 

基保-025 

S-000010 

安管-200003 

社長 

 

(熊取)品質保証部長 

(東海)品質保証部長 

品質・安全管理室長 

4.2.4 記録の管理 

記録管理基準 

文書及び記録の管理基準 

保安に係わる文書管理基準(品質・安全管

理室) 

基保-016 

S-000010 

安管-200003 

(熊取)品質保証部長 

(東海)品質保証部長 

品質・安全管理室長 

5.1 

 

 

5.2 

経営責任者の原子力の安全

のためのリーダーシップ 

 

原子力の安全の確保の重視 

保安品質方針、保安品質目標の運用規則 

安全文化醸成実施規則 

保社-2004 

 

保社-2006 

社長 

 

社長 

5.3 

 

5.4.1 

保安品質方針 

 

保安品質目標 

保安品質方針、保安品質目標の運用規則 保社-2004 社長 

5.5.1 

 

5.5.2 

 

 

5.5.3 

責任及び権限 

 

保安品質マネジメントシス

テム管理責任者 

 

管理者 

保安活動に関する組織、責任及び権限規則 

品質・安全管理室長の指導、調整規則 

保社-2001 

保社-2003 

社長 

社長 

5.5.4 組織の内部の情報の伝達 

マネジメントレビュー実施規則 

核燃料安全委員会基準 

核燃料安全委員会基準 

保社-2002 

基保-004 

S-000032 

社長 

(熊取)所長 

(東海)所長 

5.6 マネジメントレビュー マネジメントレビュー実施規則 保社-2002 社長 

6.1 

 

6.2 

 

資源の確保 

 

要員の力量の確保及び教育

訓練 

教育訓練基準 

保安教育基準 

基保-007 

S-000014 

(熊取)所長 

(東海)所長 

6.3 インフラストラクチャ 
補修及び改造基準 

補修及び改造基準 

基保-018 

S-000027 

(熊取)設備管理部長 

(東海)設備管理部長 

6.4 作業環境 
放射線管理基準 

放射線管理基準 

基保-001 

S-000002 

(熊取)環境安全部長 

(東海)環境安全部長 
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表 1 保安品質マネジメントシステムに係る要求事項に基づき作成する社内文書（2/3） 
関連条項 項目 文書名 文書番号 承認者 

7.1 

 

 

7.2 

 

 

7.5 

 

7.6 

個別業務に必要なプロセス

の計画 

 

個別業務等要求事項として

明確にすべき事項 

 

個別業務及び物品等の管理 

 

監視測定のための設備の管

理 

加工施設の操作基準（燃料製造部） 

加工施設の操作基準（設備管理部） 

加工施設の操作基準（環境安全部） 

加工施設の操作基準（品質保証部） 

施設の操作基準（燃料製造部） 

施設の操作基準（環境安全部） 

施設の操作基準（設備管理部） 

施設の操作基準（品質保証部） 

巡視・点検基準 

臨界安全管理基準 

臨界管理基準 

異常時の措置基準 

事故等対処活動基準 

火災及び爆発、内部溢水、その他の自然現

象対応に係る実施基準 

重大事故に至るおそれがある事故及び大

規模損壊対応に係る実施基準 

サイバーテロ対策基準 

放射線管理基準 

放射線管理基準 

周辺監視区域管理基準 

周辺監視区域及び管理区域への出入り管

理に関する基準 

核燃料物質等運搬基準 

核燃料運搬基準 

施設定期自主検査基準（設備管理部） 

施設定期自主検査基準（環境安全部） 

施設定期自主検査基準（燃料製造部） 

施設定期自主検査基準（品質保証部） 

施設定期自主検査基準（燃料製造部） 

施設定期自主検査基準（環境安全部） 

施設定期自主検査基準（設備管理部） 

施設定期自主検査基準（品質保証部） 

補修及び改造基準 

補修及び改造基準 

放射性廃棄物管理基準 

初期消火活動基準 

非常時の措置基準 

事故対策基準 

定期評価基準 

定期評価基準 

基保-003 

基保-026 

基保-028 

基保-032 

S-000015 

S-000017 

S-000018 

S-000019 

基保-036 

基保-037 

S-000003 

基保-012 

基保-039 

S-000033 

 

S-000034 

 

S-000035 

基保-001 

S-000002 

基保-035 

S-000021 

 

基保-008 

S-000004 

基保-013 

基保-027 

基保-031 

基保-033 

S-000022 

S-000024 

S-000025 

S-000026 

基保-018 

S-000027 

基保-009 

基保-038 

基保-006 

S-000005 

基保-024 

S-000028 

(熊取)燃料製造部長 

(熊取)設備管理部長 

(熊取)環境安全部長 

(熊取)品質保証部長 

(東海)燃料製造部長 

(東海)環境安全部長 

(東海)設備管理部長 

(東海)品質保証部長 

(熊取)所長 

(熊取)環境安全部長 

(東海)環境安全部長 

(熊取)所長 

(熊取)所長 

(東海)所長 

 

(東海)所長 

 

(東海)業務管理部長 

(熊取)環境安全部長 

(東海)環境安全部長 

(熊取)業務管理部長 

(東海)環境安全部長 

 

(熊取)燃料製造部長 

(東海)燃料製造部長 

(熊取)設備管理部長 

(熊取)環境安全部長 

(熊取)燃料製造部長 

(熊取)品質保証部長 

(東海)燃料製造部長 

(東海)環境安全部長 

(東海)設備管理部長 

(東海)品質保証部長 

(熊取)設備管理部長 

(東海)設備管理部長 

(熊取)環境安全部長 

(熊取)所長 

(熊取)所長 

(東海)所長 

(熊取)所長 

(東海)所長 
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表 1 保安品質マネジメントシステムに係る要求事項に基づき作成する社内文書（3/3） 
関連条項 項目 文書名 文書番号 承認者 

7.3 設計・開発管理 

設計管理基準 

補修及び改造基準 

補修及び改造基準 

基保-021 

基保-018 

S-000027 

(熊取)設備管理部長 

(熊取)設備管理部長 

(東海)設備管理部長 

7.4 

7.5.5 

調達管理 

 

調達物品の管理 

調達管理基準 

調達管理基準 

基保-022 

S-000011 

(熊取)業務管理部長 

(東海)業務管理部長 

8.1 
監視測定、分析、評価及び改

善 

評価・改善基準 

評価・改善基準 

基保-023 

S-000013 

(熊取)所長 

(東海)所長 

8.2.2 保安内部監査 保安内部監査基準 安管-200002 品質・安全管理室長 

8.2.4 機器等の検査等 
設計管理基準 

補修及び改造基準 

基保-021 

S-000027 

(熊取)設備管理部長 

(東海)設備管理部長 

8.3 

8.5.2 

8.5.3 

8.5.4 

不適合の管理 

是正処置等 

未然防止処置 

根本原因分析 

評価・改善基準 

評価・改善基準 

基保-023 

S-000013 

(熊取)所長 

(東海)所長 
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表 2 「従業員等」及び「操作員等」に必要な力量、教育・訓練及び認識 

対象者 必要な認識及び必要な力量の概要 教育・訓練方法 

従業員等 

 

・原子力安全の重要性と自らの活動の持つ意味及び重要

性を認識し、保安品質目標の達成に向けて、自らがどの

ように貢献できるかを認識していること 

・関係法令及び規制要求事項、社内ルール及び地域との協

定の遵守の重要性を認識していること 

・関係法令、保安規定等及び核燃料物質等を取り扱うため

の一般知識を有すること 

・初期消火活動を行うための知識を有すること 

・初期消火器材の操作を行えること 

・非常時の対応を行うための知識を有すること 

・非常時用資機材の操作を行えること 

事業所全体の教育 

(保安教育・初期消火活動訓

練・事故等対処活動訓練・非常

時訓練) 

操作員等 

 

・操作を担当する施設の適切な操作が行えること 

・放射線測定器類の操作を含め放射線管理業務が行える

こと 

・計器の校正を適切に行えること 

・対象施設の巡視・点検が行えること 

・使用前事業者検査等が行えること 

各部の教育 

(技能教育・訓練) 
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図 1 プロセス関連図 

 

Check，Act  8.評価及び改善（8.1監視測定、分析、評価及び改善） 

8.2監視及び測定 

Do  7.個別業務に関する計画の策定及び個別業務の実施 

5.経営責任者等の責任 

Plan 

 

 

 

 

 

5.3保安品質方針＊ 

5.4計画 
5.4.1保安品質目標 5.4.2保安品質マネジメントシステムの計画 

5.6マネジメントレビュー＊ 

4.2 保安品質マネジメントシス 
    テムの文書化 

6.資源の管理 

6.2要員の力量の確保 
及び教育訓練 

6.3インフラストラクチャ 

6.4作業環境 

8.5.1継続的な改善 
8.2.1組織の外部の者の意見 8.3不適合の管理 

8.2.2保安内部監査 8.5.2是正処置等＊ 8.4データの分析 
及び評価 

8.2.3プロセスの監視測定 

7.2個別業務等要求事項として明確にすべき事項 

7.3設計・開発管

7.4調達管理＊ 

5.1経営責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ＊ 

5.2原子力の安全の確保の重視 

5.5責任、権限及びコミュニケーション＊ 

7.5個別業務及び物品等の管理 

6.1資源の確保 

8.5.3未然防止処置 
8.2.4機器等の検査等 

4.品質マネジメントシステム（4.1保安品質マネジメントシステムに係る要求事項＊） 

基本プロセス 中プロセス 小プロセス 
：明確な関連 
：理解上重要な関連 

凡例： 

7.6監視測定のための設備の管理 

  7.1個別業務に必要なプロセスの計画 

加工施設の操作 

放射線管理 

加工施設の施設管理 

核燃料物質の管理 

放射性廃棄物管理 

非常時の措置 

8.5.4根本原因分析 

備考：＊＝安全文化に関する事項を含む。 
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図 2 保安品質マネジメントシステムの文書体系図(注 1) 

 

(注 1）本文書体系図は、文書の重要性を踏まえた序列を概念的に示すものであり、文書間の

直接的な上下のつながりを示すものではない。 

 

(注 2）保安品質方針には安全文化の育成及び維持に関する事項を含む。 

 

 

 

  

 

保安規定 

標準（要領、手順書等） 

保安品質保証計画書 
保安品質方針(注 2)、施設管理方針 

規則 

保安品質目標、施設管理目標、基準 

記録 
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図 3 保安管理組織（管理者） 
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添付書類３ 設計及び工事に係る品質管理の方法等の加工事業変更許可への適合性に関する説
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加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

（加工事業変更許可） 
保安品質保証計画書（改訂 28） 

Ⅴ．加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

イ．総則 

(ｲ) 目的 

核燃料物質の加工の事業者である原子燃料工業株式会社は、「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に

必要な体制の基準に関する規則」（以下「品質管理基準規則」という。）及び同規則の解釈に基づき、加工施設の保

安のための業務に係る品質管理に必要な体制を整備することにより、原子力の安全を確保する。 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ) 定義 

本申請書において使用する用語は、品質管理基準規則及び同規則の解釈において使用する用語の例による。 

また、本申請書において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 「保安活動」とは、原子燃料工業株式会社の熊取事業所における加工施設の保安のための業務として行われる

一切の活動をいう。 

(2) 「保安品質マネジメントシステム」とは、品質管理基準規則第 2 条第 4 号に定める品質マネジメントシステ

ムのことをいう。 

(3) 「保安品質マニュアル」とは、品質管理基準規則第 5条第 1項第 2号に定める品質マニュアルのことをいう。 

(4) 「保安品質方針」とは、品質管理基準規則第 11 条に定める品質方針のことをいう。 

(5) 「保安品質目標」とは、品質管理基準規則第 12 条に定める品質目標のことをいう。 

(6) 「保安内部監査」とは、品質管理基準規則第 46 条に定める内部監査のことをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.目的 

本保安品質保証計画書（以下「本計画書」という。）は、核燃料物質の加工事業の許可、「原子力施設の保安のための業務に係る品

質管理に必要な体制の基準に関する規則（以下「品質管理基準規則」という。）」及び品質管理基準規則の解釈に基づき、安全文化

を育成及び維持する活動を行う仕組みを含めて、核燃料施設の安全を確保するための活動（以下「保安活動」という。）に関する保

安品質マネジメントシステムの基本的事項を定め、もって熊取事業所及び東海事業所の原子力安全を達成・維持・向上することを

目的とする｡ 

なお、この保安活動には、関係法令並びに熊取事業所及び東海事業所の核燃料物質の加工の事業に係る保安規定の遵守に関する活

動を含む。 

また、本計画書は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 14 条第 1項第 4号を踏まえ、核燃料物質の加工の事

業に関する規則第 7 条の 2 の 2 において求められている保安品質マネジメントシステムに基づく保安活動の計画、実施、評価及び

改善を行うとともに、保安品質マネジメントシステムの改善を継続して行うことを文書化したものである。 

 

3.定義 

本計画書において使用する用語は、品質管理基準規則及び品質管理基準規則の解釈並びに JEAC 4111-2009 において使用する用語の

例による。 

また、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各項に定めるところによる。 

 

(1)原子力の安全 

適切な運転状態を確保すること､事故の発生を防止すること､あるいは事故の影響を緩和することにより､従業員等、公衆及び環境

を、放射線による過度の危険性から守ることをいう｡ 

(2)「保安活動」とは、両事業所における加工施設の保安のための業務として行われる一切の活動をいう。 

(3)「保安品質マネジメントシステム」とは、品質管理基準規則第 2条第 4号に定める品質マネジメントシステムのことをいう。 

(4)グレード分け 

個別業務、加工施設及び調達する物品又は役務の原子力の安全に対する重要度に応じて、要求事項の適用の程度を明確化すること

をいう。 

(5)「保安文書」 

保安マネジメントシステムに必要な文書のうち、①保安規定、②本計画書、③保安品質方針、④施設管理方針、⑤規則（①又は②

に基づき社長が定めた文書）、⑥保安品質目標、⑦施設管理目標、⑧基準（①又は②に基づく文書のうち、③から⑦を除く。）、⑨標

準（要領、手順書、指示書、図面等の文書（以下、「手順書等」という。）であって、②、⑤、又は⑧に基づいて定めたもの。）のこ

とをいう。 

(6)「保安品質保証計画書」 

品質管理基準規則第 5条第 1項第 2号に定める品質マニュアルのことをいう。 

(7)「保安品質方針」 

品質管理基準規則第 11 条に定める品質方針のことをいう。 

(8)「保安品質目標」 

品質管理基準規則第 12 条に定める品質目標のことをいう。 

(9)「保安内部監査」 

品質管理基準規則第 46 条に定める内部監査のことをいう。 

(10)「使用前事業者検査等」 

使用前事業者検査及び定期事業者検査のことをいう。 

(11)「施設管理方針」 

核燃料物質の加工の事業に関する規則第 7条の 4第 1項第 1号に定める管理方針のことをいう。 

(12)「施設管理目標」 

核燃料物質の加工の事業に関する規則第 7条の 4第 1項第 3号に定める管理目標のことをいう。 

(13)事業所、所長、核燃料取扱主任者、核燃料安全委員会 

「事業所」は、東海事業所又は熊取事業所のことであり、特に区別する必要がない場合に使用する。また、「所長」、「核燃料取扱主

任者」及び「核燃料安全委員会」は、それぞれ東海事業所若しくは熊取事業所の所長、核燃料取扱主任者及び核燃料安全委員会の

ことであり、特に区別する必要がない場合に使用する。核燃料安全委員会は、核燃料物質等の取扱いに関する安全を確保するため

に定期的に審議や報告が行われる委員会のことである。 

(14)各部長 

東海事業所及び熊取事業所の保安管理組織（図 3参照）に属する部長のことをいう。 

(15)要員 

保安管理組織に属する保安活動を実施する者のことをいう。 
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加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

（加工事業変更許可） 
保安品質保証計画書（改訂 28） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾊ) 適用範囲 

保安品質マネジメントシステムは、原子燃料工業株式会社が熊取事業所において実施する加工施設における保

安活動に適用する。 

 

 

 

 

 

 

ロ．保安品質マネジメントシステム 

(ｲ) 保安品質マネジメントシステムに係る要求事項 

(1) 保安に係る組織は、保安品質マネジメントシステムを確立し、実施するとともに、その実効性を維持するた

め、その改善を継続的に行う。 

(2) 保安に係る組織は、保安活動の重要度に応じて、保安品質マネジメントシステムを確立し、運用する。この場

合において、次に掲げる事項を適切に考慮する。 

 

(ⅰ) 加工施設、組織又は個別業務の重要度及びこれらの複雑さの程度 

 

(ⅱ) 加工施設若しくは機器等の品質又は保安活動に関連する原子力の安全に影響を及ぼすおそれのあるも

の及びこれらに関連する潜在的影響の大きさ 

(ⅲ) 機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は保安活動が不適切に計画され、若しくは実行

されたことにより起こり得る影響 

 

(3) 保安に係る組織は、加工施設に適用される関係法令（以下「関係法令」という。）を明確に認識し、保安品質

マニュアルに規定する文書その他保安品質マネジメントシステムに必要な文書（記録を除く。以下「保安品質

マネジメント文書」という。）に明記する。 

(4) 保安に係る組織は、保安品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にするとともに、そのプロセス

を組織に適用することを決定し、次に掲げる業務を行う。 

(ⅰ) プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成される結果を明確に定めること。 

(16)従業員等 

所長、品質・安全管理室長、事業所に在籍する役員、事業所で作業を行う従業員、臨時雇員及び請負会社従業員をいう。 

(17)操作員等 

従業員等のうち、加工施設の操作を行う者及び表１の放射線管理に関する基準で定める放射線測定を行う者、計測器の校正を行う

者、巡視、点検を行う者、定期事業者検査を行う者、その他各部長が定める者（新設設備等の加工施設において、試運転で操作を

行う者等）をいう。 

(18)請負会社従業員等 

従業員等のうち、臨時雇員及び請負会社従業員をいう。 

(19)組織の外部の者 

地元住民を含む公衆、原子力安全規制当局、関係自治体、供給者及び関連学協会等を指す。 

(20)保安規定 

「核燃料物質の加工の事業に係る保安規定（熊取事業所）」及び「核燃料物質の加工の事業に係る保安規定（東海事業所）」のこと

をいい、特に区別する必要がない場合に使用する。 

(21)安全文化 

安全文化とは、IAEA（国際原子力機関）によれば以下のように定義されている。 

”Safety Culture is that assembly of characteristics and attitudes in organizations and individuals which establishes 

that, as an overriding priority, nuclear plant safety issues receive the attention warranted by their significance.”  

（IAEA 安全シリーズ No.75-INSAG-4、1991 から引用。） 

（和訳）「原子力発電所の安全問題には、その重要性にふさわしい注意が最優先で払われなければならない。安全文化とは、そうし

た組織や個人の特性と姿勢の総体である。」 

（和訳は平成 17 年版原子力安全白書から引用。） 

(22)保安以外の社内品質マネジメントシステム（注） 

当社が行う品質保証活動において、本計画書の適用範囲外である各事業に適用する品質マネジメントシステムをいう。 

（注）当社が行う品質保証活動の基本事項は、全社規程「品質保証基本規程（E01）」に従う。 

 

2.保安品質マネジメントシステムの適用範囲 

本計画書は、加工施設（熊取事業所及び東海事業所）の保安活動に適用する。 

2.1 適用組織 

 本計画書の適用組織は､第 5.5.1 項に定める保安活動を行う組織とする｡ 

 

2.2 適用規則及び参照規格 

(1)「品質管理基準規則」及び「品質管理基準規則解釈」（適用規則） 

(2) JEAC4111-2009「原子力発電所における安全のための品質保証規程」（参照規格） 

 

4.品質マネジメントシステム 

4.1 保安品質マネジメントシステムに係る要求事項 

(1)社長は、保安品質マネジメントシステムを確立し、実施するとともに、その実効性を維持するため、その改善を継続的に行う。 

 

(2)社長は、保安活動の重要度に応じて、保安品質マネジメントシステム要求事項の適用の程度についてグレード分けを行うことを

含めて保安品質マネジメントシステムを確立し、運用する。この場合において、次の a)～c)の各号に掲げる事項を適切に考慮す

る。 

a)加工施設、組織又は個別業務の重要度並びにこれらの複雑さの程度（標準化の程度、記録のトレーサビリティの程度、特別な管

理や検査の必要性の程度及び運転開始後の加工施設に対する保全、供用期間中検査及び取替えの難易度を含む。） 

b)加工施設若しくは機器等の品質又は保安活動に関連する原子力の安全に影響を及ぼすおそれのあるもの及びこれらに関連する

潜在的影響の大きさ 

c)機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は保安活動が不適切に計画され、若しくは実行されたことにより起こり

得る影響 

 

(3)各部長は、加工施設に適用される関係法令（以下「関係法令」という。）を明確に認識し、本計画書に規定する文書その他保安

品質マネジメントシステムに必要な文書に明記する。 

 

(4)社長は、保安品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にするとともに、そのプロセスを組織に適用することを決定

し、次の a)～i)の各号に掲げる業務を行う、又は所長、品質・安全管理室長若しくは各部長に行わせる。 

a)プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成される結果を明確に定めること。 
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加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

（加工事業変更許可） 
保安品質保証計画書（改訂 28） 

(ⅱ) プロセスの順序及び相互の関係（組織内のプロセス間の相互関係を含む。）を明確に定めること。 

(ⅲ) プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な保安に係る組織の保安活動の状況を示す指標（以下

「保安活動指標」という。）並びに当該指標に係る判定基準を明確に定めること。この保安活動指標に

は、安全実績指標（特定核燃料物質の防護に関する領域に係るものを除く。）を含む。 

(ⅳ) プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）に必要な資源及び情報が利用できる

体制を確保すること（責任及び権限の明確化を含む。）。 

(ⅴ) プロセスの運用状況を監視測定し、分析すること。ただし、監視測定することが困難である場合は、こ

の限りでない。 

(ⅵ) プロセスについて、意図した結果を得、及び実効性を維持するための措置（プロセスの変更を含む。）

を講ずること。 

(ⅶ) プロセス及び組織を保安品質マネジメントシステムと整合的なものとすること。 

(ⅷ) 原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じた場合には、原子力の安全が確保

されるようにすること（セキュリティ対策が原子力の安全に与える潜在的な影響と、原子力の安全に係

る対策がセキュリティ対策に与える潜在的な影響を、特定し、解決することを含む。）。 

 

(5) 保安に係る組織は、健全な安全文化を育成し、及び維持するために、技術的、人的、組織的な要因の相互作用

を適切に考慮して、効果的な取組を通じて、次の状態を目指す。 

・  原子力の安全及び安全文化の理解が組織全体で共通のものとなっている。 

・  風通しの良い組織文化が形成されている。 

・  要員が、自らが行う原子力の安全に係る業務について理解して遂行し、その業務に責任を持っている。 

・  全ての活動において、原子力の安全を考慮した意思決定が行われている。 

・  要員が、常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を持ち、原子力の安全に対する自己満足を戒めている。 

・  原子力の安全に影響を及ぼすおそれのある問題が速やかに報告され、報告された問題が対処され、そ

の結果が関係する要員に共有されている。 

・  安全文化に関する保安内部監査及び自己評価の結果を組織全体で共有し、安全文化を改善するための

基礎としている。 

・  原子力の安全には、セキュリティが関係する場合があることを認識して、要員が必要なコミュニケー

ションを取っている。 

 

(6) 保安に係る組織は、機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。以下「個別業務等要求事項」とい

う。）への適合に影響を及ぼすプロセスを外部委託することとしたときは、当該プロセスに対する管理の方法

及び程度を、「ホ．(ｦ)調達プロセス」に従って定め、これに基づき当該プロセスの管理を確実にする。 

 

(7) 保安に係る組織は、保安活動の重要度に応じて、資源の適切な配分を行う。 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ) 保安品質マネジメントシステムの文書化 

保安に係る組織は、「ロ．(ｲ)保安品質マネジメントシステムに係る要求事項」(1)の規定により保安品質マネジ

メントシステムを確立するときは、保安活動の重要度に応じて次に掲げる文書を作成し、当該文書に規定する事

項を実施する。 

 

 

(1) 保安品質方針及び保安品質目標 

(2) 保安品質マニュアル 

(3) 実効性のあるプロセスの計画的な実施及び管理がなされるようにするために必要な文書 

(4) 手順書、指示書、図面等（以下「手順書等」という。） 

 

 

 

 

b)プロセスの順序及び相互の関係（組織内のプロセス間の相互関係を含む。）を明確に定めること（図 1に示す。）。 

c)プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な保安管理組織（図 3に示す。）の保安活動の状況を示す指標（以下「保安活動

指標」という。）並びに当該指標に係る判定基準を明確に定めること。この保安活動指標には、安全実績指標（特定核燃料物質

の防護に関する領域に係るものを除く。）を含む。 

d)プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）に必要な資源及び情報が利用できる体制を確保すること（責

任及び権限の明確化を含む。）。 

e)プロセスの運用状況を監視測定し、分析すること。ただし、監視測定することが困難である場合は、この限りでない。 

 

f)プロセスについて、意図した結果を得、及び実効性を維持するための措置（プロセスの変更を含む。）を講ずること。 

 

g)プロセス及び組織を保安品質マネジメントシステムと整合的なものとすること。 

h)原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じた場合には、原子力の安全が確保されるようにすること（セ

キュリティ対策が原子力の安全に与える潜在的な影響と、原子力の安全に係る対策がセキュリティ対策に与える潜在的な影響

を、特定し、解決することを含む。）。 

 

(5)社長は、健全な安全文化を育成し、及び維持するために、技術的、人的、組織的な要因の相互作用を適切に考慮して、効果的な

取組を通じて、次の a)～h)の各号に示す状態を目指す。 

a)原子力の安全及び安全文化の理解が組織全体で共通のものとなっている。 

b)風通しの良い組織文化が形成されている。 

c)要員が、自らが行う原子力の安全に係る業務について理解して遂行し、その業務に責任を持っている。 

d)全ての活動において、原子力の安全を考慮した意思決定が行われている。 

e)要員が、常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を持ち、原子力の安全に対する自己満足を戒めている。 

f)原子力の安全に影響を及ぼすおそれのある問題が速やかに報告され、報告された問題が対処され、その結果が関係する要員に

共有されている。 

g)安全文化に関する内部監査及び自己評価の結果を組織全体で共有し、安全文化を改善するための基礎としている。 

 

h)原子力の安全には、セキュリティが関係する場合があることを認識して、要員が必要なコミュニケーションを取っている。 

 

 

(6)各部長は、機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。以下「個別業務等要求事項」という。）への適合に影響を及

ぼすプロセスを外部委託することとしたときは、当該プロセスに対する管理の方法及び程度を、第 7.4.1 項に従って定め、これ

に基づき当該プロセスの管理を確実にする。 

 

(7)社長は、保安活動の重要度に応じて、資源の適切な配分を行う。 

 

(8)社長は、組織と各職位の職務を定めることによって、本計画書のとおり保安活動の計画、実施、評価・改善及び維持を各職位の

者に実施させ、マネジメントレビューを行うことによってそれらが確実に実施されていることを確認して必要な指示を出す。ま

た、マネジメントレビューにおいて保安品質マネジメントシステム変更の必要性を評価し、変更が必要な場合には、本計画書を

改訂する。 

 

4.2 保安品質マネジメントシステムの文書化 

4.2.1 一般 

社長は、第 4.1(1)項の規定により保安品質マネジメントシステムを確立するときは、保安活動の重要度に応じて保安文書として自

ら各規則に定める、又は所長、品質・安全管理室長若しくは所長を通じて担当部長に各基準として定めさせ、当該文書に規定する

事項を実施する、又は要員に実施させる。なお、本計画書の関連条項とこれら各規則、基準との関係を表 1に示す。 

保安品質マネジメントシステムに必要な文書及び記録を次の(1)～(10)の各項に示す。文書の階層を図 2に示す。 

(1)保安規定 

(2)本計画書 

(3)保安品質方針 

(4)施設管理方針 

(5)規則（上記第(1)項又は第(2)項に基づき社長が定めた保安文書） 

(6)保安品質目標 

(7)施設管理目標 

(8)基準（上記第(1)項又は第(2)項に基づく保安文書であって第(3)項から第(7)項を除くもの） 
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加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

（加工事業変更許可） 
保安品質保証計画書（改訂 28） 

 

 

 

 

(ﾊ) 保安品質マニュアル 

保安に係る組織は、保安品質マニュアルに次に掲げる事項を定める。 

(1) 保安品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 

(2) 保安活動の計画、実施、評価及び改善に関する事項 

(3) 保安品質マネジメントシステムの適用範囲 

(4) 保安品質マネジメントシステムのために作成した手順書等の参照情報 

(5) プロセスの相互の関係 

 

(ﾆ) 文書の管理 

(1) 保安に係る組織は、文書の管理を規定する文書に次の事項を含め、保安品質マネジメント文書を管理する。 

 

 

 

・ 組織として承認されていない文書の使用又は適切ではない変更の防止  

・ 文書の組織外への流出等の防止  

・ 保安品質マネジメント文書の発行及び改訂に係る審査の結果、当該審査の結果に基づき講じた措置並び

に当該発行及び改訂を承認した者に関する情報の維持 

 

 

(2) 保安に係る組織は、要員が判断及び決定をするに当たり、文書改訂時等の必要な時に当該文書作成時に使用

した根拠等の情報が確認できることを含め、適切な保安品質マネジメント文書を利用できるよう、保安品質マ

ネジメント文書に関する次に掲げる事項を定めた手順書等を作成する。 

(ⅰ) 保安品質マネジメント文書を発行するに当たり、その妥当性を審査し、発行を承認すること。 

(ⅱ) 保安品質マネジメント文書の改訂の必要性について評価するとともに、改訂に当たり、その妥当性を審

査し、改訂を承認すること。 

(ⅲ) 上記(ⅰ)及び(ⅱ)の審査及び(ⅱ)の評価には、その対象となる文書に定められた活動を実施する部門の

要員を参画させること。 

(ⅳ) 保安品質マネジメント文書の改訂内容及び最新の改訂状況を識別できるようにすること。 

(ⅴ) 改訂のあった保安品質マネジメント文書を利用する場合においては、当該文書の適切な制定版又は改訂

版が利用しやすい体制を確保すること。 

(ⅵ) 保安品質マネジメント文書を、読みやすく容易に内容を把握することができるようにすること。 

(ⅶ) 組織の外部で作成された保安品質マネジメント文書を識別し、その配付を管理すること。 

(ⅷ) 廃止した保安品質マネジメント文書が使用されることを防止すること。この場合において、当該文書を

保持するときは、その目的にかかわらず、これを識別し、管理すること。 

 

(ﾎ) 記録の管理 

(1) 保安に係る組織は、個別業務等要求事項への適合及び保安品質マネジメントシステムの実効性を実証する記

録を明確にするとともに、当該記録を、読みやすく容易に内容を把握することができ、かつ、検索することが

できるように作成し、保安活動の重要度に応じてこれを管理する。 

 

(2) 保安に係る組織は、前項の記録の識別、保存、保護、検索及び廃棄に関し、所要の管理の方法を定めた手順書

等を作成する。 

 

ハ．経営責任者等の責任 

(ｲ) 経営責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ 

社長は、原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し、責任を持って保安品質マネジメントシステムを確立

させ、実施させるとともに、その実効性を維持していることを、次に掲げる業務を行うことによって実証する。 

 

(1) 保安品質方針を定めること。 

(2) 保安品質目標が定められているようにすること。 

(9)標準（要領、手順書、指示書、図面等の保安文書（以下「手順書等」という。）であって上記第(2)項、第(5)項又は第(8)項に基

づいて定めたもの。） 

(10)記録 

 

4.2.2 保安品質マニュアル 

社長は、次の(1)～(5)の各項に示す事項を含む保安品質マニュアルとして本計画書を作成し、維持する。 

(1)保安品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 

(2)保安活動の計画、実施、評価及び改善に関する事項 

(3)保安品質マネジメントシステムの適用範囲 

(4)保安品質マネジメントシステムのために作成した手順書等の参照情報 

(5)プロセスの相互の関係 

 

4.2.3 文書の管理 

(1)保安文書のうち、社長が定める文書及び品質・安全管理室長が定める文書の管理については、社長が定める規則及び品質・安全

管理室長が定める基準に基づき、品質・安全管理室長が管理する。それ以外の文書は、品質保証部長が、基準、標準の文書の管

理に関する基準を定め、各部長は、この基準に基づいて保安文書を管理する。また、これらの基準には、次の a)～d)の各号に示

す事項を含める。 

a)組織として承認されていない文書の使用又は適切ではない変更の防止 

b)文書の組織外への流出等の防止  

c)保安文書の発行及び改訂に係る審査の結果、当該審査の結果に基づき講じた措置並びに当該発行及び改訂を承認した者に関する

情報の維持 

d)核燃料取扱主任者及び品質・安全管理室長の審査、核燃料安全委員会の審議を受ける手順 

 

(2)品質・安全管理室長又は品質保証部長は、要員が判断及び決定をするに当たり、文書改訂時等の必要なときに当該文書作成時に

使用した根拠等の情報が確認できることを含め、適切な保安文書を利用できるよう、保安文書に関する次の a)～h)の各号に掲げ

る事項を定めた基準を作成する。  

a)保安文書を発行するに当たり、その妥当性（グレード分けの適切性を含む。）を審査し、発行を承認すること。  

b)保安文書の改訂の必要性について評価するとともに、改訂に当たり、その妥当性を審査し、改訂を承認すること。   

 

c)上記 a)号及び b)号の審査並びに b)号の評価には、その対象となる文書に定められた活動を実施する部門の要員を参画させる

こと。  

d)保安文書の改訂内容及び最新の改訂状況を識別できるようにすること。  

e)改訂のあった保安文書を利用する場合においては、当該文書の適切な制定版又は改訂版が利用しやすい体制を確保すること。  

 

f)保安文書を、読みやすく容易に内容を把握することができるようにすること。   

g)組織の外部で作成された保安文書を識別し、その配付を管理すること。 

h)廃止した保安文書が使用されることを防止すること。この場合において、当該文書を保持するときは、その目的にかかわらず、

これを識別し、管理すること。 

 

4.2.4 記録の管理 

(1)各部長及び各グループ長は、個別業務等要求事項への適合及び保安品質マネジメントシステムの実効性を実証する記録を明確に

するとともに、当該記録を、読みやすく容易に内容を把握することができ、かつ、検索することができるように作成し、保安活動

の重要度に応じてこれを管理する。  

 

(2)品質・安全管理室長又は品質保証部長は、上記第(1)項の記録の識別、保存、保護、検索及び廃棄に関し、所要の管理の方法に

関する基準を定める。 

 

5.経営責任者等の責任 

5.1 経営責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ 

(1)経営責任者（以下「社長」という。）は、原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し、保安品質方針を定めるとともに、所長

に保安品質マネジメントシステムを管理する管理責任者（以下「管理責任者」という。）として責任を持って保安品質マネジメン

トシステムを確立させ、実施させ、その実効性を維持していることを、次の a)～g)の各号に掲げる業務を行うことによって実証

する。 

a)保安品質目標が定められているようにすること。  
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加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

（加工事業変更許可） 
保安品質保証計画書（改訂 28） 

(3) 要員が、健全な安全文化を育成し、及び維持することに貢献できるようにすること。 

(4) 「ハ．(ﾇ)マネジメントレビュー」に規定するマネジメントレビューを実施すること。 

(5) 資源が利用できる体制を確保すること。 

(6) 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要性を要員に周知すること。 

(7) 保安活動に関する担当業務を理解し、遂行する責任を有することを要員に認識させること。 

(8) 全ての階層で行われる決定が、原子力の安全の確保について、その優先順位及び説明する責任を考慮して確実

に行われるようにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ) 原子力の安全の確保の重視 

社長は、組織の意思決定に当たり、機器等及び個別業務が個別業務等要求事項に適合し、かつ、原子力の安全が

それ以外の事由により損なわれないようにする。 

 

(ﾊ) 保安品質方針 

社長は、保安品質方針（健全な安全文化を育成し、及び維持することに関するものを含む。この場合において、

技術的、人的及び組織的要因並びにそれらの間の相互作用が原子力の安全に対して影響を及ぼすものであること

を考慮し、組織全体の安全文化のあるべき姿を目指して設定する。）が次に掲げる事項に適合しているようにする。 

 

 

 

(1) 組織の目的及び状況に対して適切なものであること（組織運営に関する方針と整合的なものであることを含

む。）。 

(2) 要求事項への適合及び保安品質マネジメントシステムの実効性の維持に社長が責任を持って関与すること。 

(3) 保安品質目標を定め、評価するに当たっての枠組みとなるものであること。 

(4) 要員に周知され、理解されていること。 

(5) 保安品質マネジメントシステムの継続的な改善に社長が責任を持って関与すること。 

 

 

(ﾆ) 保安品質目標 

(1) 社長は、ハ．(ﾄ)に定める管理責任者を通じて、部門において、保安品質目標（個別業務等要求事項への適合

のために必要な目標を含む。）を定めさせる。保安品質目標を達成するための計画として、次の事項を含む。 

 

 

・ 実施事項 

・ 必要な資源 

・ 責任者 

・ 実施事項の完了時期 

・ 結果の評価方法 

(2) 社長は、ハ．(ﾄ)に定める管理責任者を通じて、保安品質目標が、その達成状況を評価し得るものであって、

かつ、保安品質方針と整合的なものとさせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)要員が、健全な安全文化を育成し、及び維持する取組に参画できる環境を整えていること。  

c)第 5.6 項に規定するマネジメントレビューを実施すること。   

d)資源が利用できる体制を確保すること。  

e)関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要性を要員に周知すること。  

f)保安活動に関する担当業務を理解し、遂行する責任を有することを要員に認識させること。  

g)全ての階層で行われる決定が、原子力の安全の確保について、その優先順位及び説明する責任を考慮して確実に行われるよう

にすること。 

 

(2)社長は、品質・安全管理室長に管理責任者としてその状況を保安内部監査させるとともに、保安品質マネジメントシステムの維

持及び改善に関する事項について、全社の指導及び調整を行わせる。 

 

(3)所長及び品質・安全管理室長は管理責任者として、上記第(2)項に記載する事項を通じて、保安品質マネジメントシステムの成

果を含む実施状況及び改善の必要性の有無について、社長に報告する。 

 

5.2 原子力の安全の確保の重視 

社長は、組織の意思決定に当たり、機器等及び個別業務が個別業務等要求事項に適合し、かつ、原子力の安全がそれ以外の事由に

より損なわれないようにする。 

 

5.3 保安品質方針 

社長は、保安品質方針（健全な安全文化を育成し、及び維持することに関するものを含む。この場合において、技術的、人的及び

組織的要因並びにそれらの間の相互作用が原子力の安全に対して影響を及ぼすものであることを考慮し、組織全体の安全文化のあ

るべき姿を目指して設定する。）が次の(1)～(5)の各項に掲げる事項に適合しているようにする。社長は、保安品質方針を定めるた

め並びに品質・安全管理室長及び所長を通じて各部長に保安品質目標を定めさせ、実施させ及びフォローアップするための計画と

して、規則を定める。 

 

(1)原子燃料工業株式会社の経営理念及び行動指針に対して適切なものであること。   

 

(2)要求事項への適合及び保安品質マネジメントシステムの実効性の維持に社長が責任を持って関与すること。  

(3)保安品質目標を定め、評価するに当たっての枠組みとなるものであること。 

(4)要員に周知され、理解されていること。 

(5)保安品質マネジメントシステムの継続的な改善に社長が責任を持って関与すること。 

 

5.4 計画 

5.4.1 保安品質目標 

(1)事業所における保安品質目標 

a)所長は管理責任者として、各部長に保安品質目標（個別業務等要求事項への適合のために必要な目標を含む。）を定めさせる。

各部長は、社長の保安品質方針に基づき、保安品質目標を年度ごとに作成し、文書化する。保安品質目標には、次の①～⑤に示

す事項を含む。 

①実施事項  

②必要な資源  

③責任者  

④実施事項の完了時期  

⑤結果の評価方法 

b)所長は、各部長の保安品質目標が、その達成状況を評価し得るものであって、かつ、保安品質方針と整合的なものであることを

確認する。 

 

(2)品質・安全管理室長における保安品質目標 

a)品質・安全管理室長は管理責任者として、社長の保安品質方針に基づき、保安品質目標（個別要求事項への適合のために必要な

目標を含む。）を年度ごとに作成し、文書化する。保安品質目標には、次の①～⑤に示す事項を含む。 

①実施事項  

②必要な資源  

③責任者  

④実施事項の完了時期  

⑤結果の評価方法 
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加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

（加工事業変更許可） 
保安品質保証計画書（改訂 28） 

 

 

 

(ﾎ) 保安品質マネジメントシステムの計画 

(1) 社長は、保安品質マネジメントシステムが「ロ．(ｲ) 保安品質マネジメントシステムに係る要求事項」の規定

に適合するよう、その実施に当たっての計画が策定されているようにする。 

 

(2) 社長は、保安品質マネジメントシステムの変更（プロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じ得るプロセス

及び組織の軽微な変更を含む。）を含む。）が計画され、それが実施される場合においては、当該保安品質マネ

ジメントシステムが不備のない状態に維持されているようにする。この場合において、保安活動の重要度に応

じて、次に掲げる事項を適切に考慮する。 

(ⅰ) 保安品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起こり得る結果（当該変更による原子

力の安全への影響の程度の分析及び評価並びに当該分析及び評価の結果に基づき講じた措置を含む。） 

(ⅱ) 保安品質マネジメントシステムの実効性の維持 

(ⅲ) 資源の利用可能性 

(ⅳ) 責任及び権限の割当て 

 

 

(ﾍ) 責任及び権限 

社長は、部門及び要員の責任（担当業務に応じて、組織の内外に対し保安活動の内容について説明する責任を含

む。）及び権限並びに部門相互間の業務の手順を定めさせ、関係する要員が責任を持って業務を遂行できるように

する。 

 

 

(ﾄ) 保安品質マネジメントシステム管理責任者 

社長は、保安品質マネジメントシステムを管理する管理責任者（以下「管理責任者」という。）を定め、次に掲

げる業務に係る責任及び権限を与える。 

(1) プロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持されているようにすること。 

(2) 保安品質マネジメントシステムの運用状況及びその改善の必要性について社長に報告すること。 

(3) 健全な安全文化を育成し、及び維持することにより、原子力の安全の確保についての認識が向上するようにす

ること。 

(4) 関係法令を遵守すること。 

 

(ﾁ) 管理者 

(1) 社長は、次に掲げる業務を管理監督する地位にある者（以下「管理者」という。）を定め、当該管理者が管理

監督する業務に係る責任及び権限を与える。 

(ⅰ) 個別業務のプロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持されているようにすること。 

(ⅱ) 要員の個別業務等要求事項についての認識が向上するようにすること。 

(ⅲ) 個別業務の実施状況に関する評価を行うこと。 

(ⅳ) 健全な安全文化を育成し、及び維持すること。 

(ⅴ) 関係法令を遵守すること。 

 

(2) 管理者は、前項の責任及び権限の範囲において、原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し、次に掲げる

事項を確実に実施する。 

(ⅰ) 保安品質目標を設定し、その目標の達成状況を確認するため、業務の実施状況を監視測定すること。 

(ⅱ) 要員が、原子力の安全に対する意識を向上し、かつ、原子力の安全への取組を積極的に行えるようにす

ること。 

(ⅲ) 原子力の安全に係る意思決定の理由及びその内容を、関係する要員に確実に伝達すること。 

(ⅳ) 常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるとともに、要員が、積極的に加工施設の保安

に関する問題の報告を行えるようにすること。 

(ⅴ) 要員が、積極的に業務の改善に対する貢献を行えるようにすること。 

 

(3) 管理者は、管理監督する業務に関する自己評価（安全文化についての弱点のある分野及び強化すべき分野に

係るものを含む。）を、あらかじめ定められた間隔で行う。 

b)品質・安全管理室長は、保安品質目標が、その達成状況を評価し得るものであって、かつ、保安品質方針と整合的なものとす

る。 

 

5.4.2 保安品質マネジメントシステムの計画 

(1)社長は、保安品質マネジメントシステムが第 4.1 項の規定に適合するよう、品質・安全管理室長に対し、本計画書を作成させ、

管理させる。そして、その実施に当たっての計画が策定されるように、保安文書を自ら各規則に定める、又は所長、品質・安全

管理室長若しくは所長を通じて担当部長に各基準として定めさせる。 

(2)社長は、保安品質マネジメントシステムの変更（プロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じ得るプロセス及び組織の軽微な

変更を含む。）を含む。）が計画され、それが実施される場合においては、当該保安品質マネジメントシステムが不備のない状態

に維持されているようにする。この場合において、保安活動の重要度に応じて、次の a)～d)の各号に掲げる事項を適切に考慮す

る。  

a)保安品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起こり得る結果（当該変更による原子力の安全への影響の程

度の分析及び評価並びに当該分析及び評価の結果に基づき講じた措置を含む。） 

b)保安品質マネジメントシステムの実効性の維持 

c)資源の利用可能性 

d)責任及び権限の割当て 

 

5.5 責任、権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

社長は、保安活動に関する組織を保安規定（第 16 条）に示すとおりに定める（図 3）。また、その責任（担当業務に応じて、組織の

内外に対し保安活動の内容について説明する責任を含む。）及び権限を保安規定（第 17 条）に示すとおり表 1の「関連条項」5.5.1

の欄に記載の規則（保社-2001）で定め、並びに部門相互間の業務の手順を定めさせ、関係する要員が責任を持って業務を遂行でき

るように、保安教育又は社内通達で周知する。 

 

5.5.2 保安品質マネジメントシステム管理責任者 

社長は、所長及び品質・安全管理室長に保安マネジメントシステムを管理する責任者（管理責任者）として、次の(1)～(4)の各項

に掲げる業務に係る責任及び権限を与える。 

(1)プロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持されているようにすること。  

(2)保安品質マネジメントシステムの運用状況及びその改善の必要性について社長に報告すること。   

(3)健全な安全文化を育成し、及び維持することにより、原子力の安全の確保についての認識が向上するようにすること。 

 

(4)関係法令を遵守すること。 

 

5.5.3 管理者 

(1)社長は、次の a)～e)の各号に掲げる業務を管理監督する地位にある者として、保安規定（第 16 条及び第 17 条）に示す各部長及

び各グループ長（以下「管理者」という。）に、当該管理者が管理監督する業務に係る責任及び権限を与える。 

a)個別業務のプロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持されているようにすること。   

b)要員の個別業務等要求事項についての認識が向上するようにすること。  

c)個別業務の実施状況に関する評価を行うこと。 

d)健全な安全文化を育成し、及び維持すること。  

e)関係法令を遵守すること。  

 

(2)管理者は、上記第(1)項の責任及び権限の範囲において、原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し、次の a)～e)の各号に

掲げる事項を確実に実施する。 

a)保安品質目標を設定し、その目標の達成状況を確認するため、業務の実施状況を監視測定すること。  

b)要員が、原子力の安全に対する意識を向上し、かつ、原子力の安全への取組を積極的に行えるようにすること。  

 

c)原子力の安全に係る意思決定の理由及びその内容を、関係する要員に確実に伝達すること。  

d)常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるとともに、要員が、積極的に加工施設の保安に関する問題の報告を

行えるようにすること。  

e)要員が、積極的に業務の改善に対する貢献を行えるようにすること。 

 

(3)管理者は、管理監督する業務に関する自己評価（安全文化についての弱点のある分野及び強化すべき分野に係るものを含む。）

を、あらかじめ定められた間隔で行う。 



設計及び工事に係る品質管理の方法等の加工事業変更許可への適合性に関する説明書 

 
 

5
4
4
 

加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

（加工事業変更許可） 
保安品質保証計画書（改訂 28） 

(ﾘ) 組織の内部の情報の伝達 

社長は、組織の内部の情報が適切に伝達される仕組みが確立されているようにするとともに、保安品質マネジ

メントシステムの実効性に関する情報が確実に伝達されるようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾇ) マネジメントレビュー 

社長は、保安品質マネジメントシステムの実効性を評価するとともに、改善の機会を得て、保安活動の改善に必

要な措置を講ずるため、保安品質マネジメントシステムの評価（以下「マネジメントレビュー」という。）を、あ

らかじめ定められた間隔で行う。 

 

 

 

 

(ﾙ) マネジメントレビューに用いる情報 

管理責任者は、マネジメントレビューにおいて、次に掲げる情報を報告する。   

(1) 保安内部監査の結果 

(2) 組織の外部の者の意見（外部監査（安全文化の外部評価を含む。）の結果（外部監査を受けた場合に限る。）、

地域住民の意見、原子力規制委員会の意見等を含む。） 

(3) プロセスの運用状況 

(4) 使用前事業者検査及び定期事業者検査（以下「使用前事業者検査等」という。）並びに自主検査等の結果 

(5) 保安品質目標の達成状況 

(6) 健全な安全文化の育成及び維持の状況（保安内部監査による安全文化の育成及び維持の取組状況に係る評価

の結果並びに管理者による安全文化についての弱点のある分野及び強化すべき分野に係る自己評価の結果を

含む。） 

(7) 関係法令の遵守状況 

(8) 不適合並びに是正処置及び未然防止処置の状況（組織の内外で得られた知見（技術的な進歩により得られたも

のを含む。）並びに不適合その他の事象から得られた教訓を含む。） 

(9) 従前のマネジメントレビューの結果を受けて講じた措置 

(10) 保安品質マネジメントシステムに影響を及ぼすおそれのある変更 

(11) 部門又は要員からの改善のための提案 

(12) 資源の妥当性 

(13) 保安活動の改善のために講じた措置（保安品質方針に影響を与えるおそれのある組織の内外の課題を明確に

し、当該課題に取り組むことを含む。）の実効性 

 

(ｦ) マネジメントレビューの結果を受けて行う措置 

(1) 社長は、マネジメントレビューの結果を受けて、次に掲げる事項について決定する。  

(ⅰ) 保安品質マネジメントシステム及びプロセスの実効性の維持に必要な改善 

(ⅱ) 個別業務に関する計画及び個別業務の実施に関連する保安活動の改善  

(ⅲ) 保安品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善のために必要な資源 

(ⅳ) 健全な安全文化の育成及び維持に関する改善（安全文化についての弱点のある分野及び強化すべき分野

が確認された場合における改善策の検討を含む。） 

(ⅴ) 関係法令の遵守に関する改善 

 

(2) 管理責任者は、マネジメントレビューの結果の記録を作成し、これを管理する。 

 

(3) 管理責任者は、マネジメントレビューの結果を受けて決定をした事項について、必要な措置を講じる。 

5.5.4 組織の内部の情報の伝達 

(1)社長は、組織の内部の情報が適切に伝達される内部コミュニケーションの仕組みが確立されているようにするとともに、保安品

質マネジメントシステムの実効性に関する保安委員会及び核燃料安全委員会の情報が確実に伝達されるようにする。 

 

(2)社長及び所長は、上記第(1)項に記載の会議に係る事項について、内部コミュニケーションに係る規則及び基準を定める。 

 

(3)各会議の出席者は、保安品質マネジメントシステムの有効性について、事業所内、事業所間、社外の情報及び保安以外の社内品

質マネジメントシステムからの情報を提供し、情報交換を行う。各会議の事務局は、その主なものを議事録として記録する。 

 

(4)所長は、保安活動に関して組織横断的な活動が必要となった場合は、担当部長を指名した上で、プロジェクトチームを設置する

ことができる。 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1)社長は、保安品質マネジメントシステムの実効性を評価するとともに、改善の機会を得て、保安活動の改善に必要な措置を講ず

るため、保安品質マネジメントシステムの評価（以下「マネジメントレビュー」という。）として、年 1回以上保安委員会を開催

する。 

 

(2)保安委員会は、社長を委員長とし、管理責任者である所長及び品質・安全管理室長、並びに核燃料取扱主任者のほか、委員長が

指名する委員をもって構成する。 

 

5.6.2 マネジメントレビューに用いる情報 

所長及び品質・安全管理室長は管理責任者として、保安委員会において、次の(1)～(13)の各項に掲げる情報を報告する。 

(1)保安内部監査の結果 

(2)組織の外部の者の意見（外部監査（安全文化の外部評価を含む。）の結果（外部監査を受けた場合に限る。）、地域住民の意見、

原子力規制委員会の意見等を含む。）  

(3)プロセスの運用状況 

(4)使用前事業者検査等並びに自主検査等の結果 

(5)保安品質目標及び施設管理目標の達成状況  

(6)健全な安全文化の育成及び維持の状況（保安内部監査による安全文化の育成及び維持の取組状況に係る評価の結果並びに管理者

による安全文化についての弱点のある分野及び強化すべき分野に係る自己評価の結果を含む。） 

 

(7)関係法令の遵守状況  

(8)不適合並びに是正処置及び未然防止処置の状況（組織の内外で得られた知見（技術的な進歩により得られたものを含む。）並び

に不適合その他の事象から得られた教訓を含む。） 

(9)従前の保安委員会の結果を受けて講じた措置 

(10)保安品質マネジメントシステムに影響を及ぼすおそれのある変更 

(11)部門又は要員（管理責任者、核燃料取扱主任者を含む）からの改善のための提案 

(12)資源の妥当性 

(13)保安活動の改善のために講じた措置（保安品質方針に影響を与えるおそれのある組織の内外の課題を明確にし、当該課題に取

り組むことを含む。）の実効性 

 

5.6.3 マネジメントレビューの結果を受けて行う措置 

(1)社長は、保安委員会の結果を受けて、次の a)～e)の各号に掲げる事項について決定する。 

a)保安品質マネジメントシステム及びプロセスの実効性の維持に必要な改善 

b)個別業務に関する計画及び個別業務の実施に関連する保安活動の改善  

c)保安品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善のために必要な資源 

d)健全な安全文化の育成及び維持に関する改善（安全文化についての弱点のある分野及び強化すべき分野が確認された場合にお

ける改善策の検討を含む。） 

e)関係法令の遵守に関する改善  

 

(2)品質・安全管理室長は、保安委員会の結果の記録を作成し、これを管理する。  

 

(3)所長及び品質・安全管理室長は管理責任者として保安委員会の結果を受けて決定をした事項について、必要な措置を講じる。 



設計及び工事に係る品質管理の方法等の加工事業変更許可への適合性に関する説明書 

 
 

5
4
5
 

加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

（加工事業変更許可） 
保安品質保証計画書（改訂 28） 

ニ．資源の管理  

(ｲ) 資源の確保 

保安に係る組織は、原子力の安全を確実なものにするために必要な次に掲げる資源を明確に定め、これを確保

し、及び管理する。 

(1) 要員 

(2) 個別業務に必要な施設、設備及びサービスの体系 

(3) 作業環境（作業場所の放射線量、温度、照度、狭小の程度等の作業に影響を及ぼす可能性がある事項を含む。） 

(4) その他必要な資源 

 

(ﾛ) 要員の力量の確保及び教育訓練 

(1) 保安に係る組織は、個別業務の実施に必要な技能及び経験を有し、意図した結果を達成するために必要な知

識及び技能並びにそれを適用する能力（以下「力量」という。力量には、組織が必要とする技術的、人的及び

組織的側面に関する知識を含む。）が実証された者を要員に充てる。 

 

 

(2) 保安に係る組織は、要員の力量を確保するために、保安活動の重要度に応じて、次に掲げる業務を行う。 

 

(ⅰ) 要員にどのような力量が必要かを明確に定めること。 

(ⅱ) 要員の力量を確保するために教育訓練その他の措置（必要な力量を有する要員を新たに配属し、又は雇

用することを含む。）を講ずること。 

(ⅲ) 前号の措置の実効性を評価すること。 

(ⅳ) 要員が、自らの個別業務について次に掲げる事項を認識しているようにすること。 

(a) 保安品質目標の達成に向けた自らの貢献 

(b) 保安品質マネジメントシステムの実効性を維持するための自らの貢献 

(c) 原子力の安全に対する当該個別業務の重要性 

(ⅴ) 要員の力量及び教育訓練その他の措置に係る記録を作成し、これを管理すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ．個別業務に関する計画の策定及び個別業務の実施 

(ｲ) 個別業務に必要なプロセスの計画 

(1) 保安に係る組織は、個別業務に必要なプロセスについて、計画（機器等の故障若しくは通常想定されない事象

の発生又は保安活動が不適切に計画され、若しくは実行されたことにより起こり得る影響を考慮することを

含む。）を策定するとともに、そのプロセスを確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 保安に係る組織は、個別業務に必要なプロセスの計画と当該個別業務以外のプロセスに係る個別業務等要求

事項との整合性（業務計画を変更する場合の整合性を含む。）を確保する。 

6.資源の管理 

6.1 資源の確保 

所長は、原子力の安全を確実なものにするために必要な次の(1)～(4)の各項に掲げる資源について、表 1 に記載の各基準において

担当部長に明確に定めさせる、又は自ら定めることともに、これを確保し、及び管理する。 

(1)要員 

(2)個別業務に必要な施設、設備及びサービスの体系（インフラストラクチャ） 

(3)作業環境（作業場所の放射線量、温度、照度、狭小の程度等の作業に影響を及ぼす可能性がある事項を含む。） 

(4)その他必要な資源 

 

6.2 要員の力量の確保及び教育訓練 

(1)所長又は各部長は、要員が個別業務の実施に必要な技能及び経験を有し、意図した結果を達成するために必要な知識及び技能並

びにそれを適用する能力（以下「力量」という。力量には、組織が必要とする技術的、人的及び組織的側面に関する知識を含む。）

を有することを、教育・訓練に関して定める基準（表 1の「関連条項」6.2 の欄参照。）にのっとって実証し、各部長は確保した

者を要員に充てる。 

 

(2)各部長は、要員の力量を確保するために、保安活動の重要度に応じて、保安教育並びに第 7.1(1)項第 a)号に定める加工施設の

操作の計画、実施、評価及び改善に基づき次の a)～e)の各号に掲げる業務を行う。  

a)要員にどのような力量が必要かを明確に定めること。  

b)要員の力量を確保するために教育訓練その他の措置（必要な力量を有する要員を新たに配属し、又は雇用することを含む。）を

講ずること。   

c)上記 b)号の措置の実効性を評価すること。  

d)要員が、自らの個別業務について次の①～③に掲げる事項を認識しているようにすること。 

 ①保安品質目標の達成に向けた自らの貢献 

 ②保安品質マネジメントシステムの実効性を維持するための自らの貢献 

 ③原子力の安全に対する当該個別業務の重要性  

e)要員の力量及び教育訓練その他の措置に係る記録を作成し、これを管理すること。 

 

6.3 インフラストラクチャ 

各部長は、保安のために必要なインフラストラクチャ（施設及び業務を行うに当たって必要となる資機材（電気、水、ガス、工具

類等）や通信設備等。）を表 1の「関連条項」6.3 の欄に記載の基準において明確にし、管理を行う。 

 

6.4 作業環境 

環境安全部長は、施設の保安のために必要な作業環境として、放射線管理に関する基準 (表 1 の「関連条項」6.4 の欄参照。）で管

理区域の区域管理等の管理方法を定め、各部長はこれに従い管理する。また、保安のために必要なその他の作業環境についても、

各部長は労働安全衛生関係法令に基づき管理する。 

注）“作業環境”は、物理的、環境的及びその他の要因を含む（例えば、空間線量、表面汚染密度、騒音、気温、湿度、照明又は天

候）、作業が行われる状態と関連する。 

 

7.個別業務に関する計画の策定及び個別業務の実施 

7.1 個別業務に必要なプロセスの計画 

(1)所長は第 4.2 項に基づき、管理責任者として、次の a)～f)の各号に示す個別業務に必要な、プロセスにおける保安活動について

定めた業務の計画（機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は保安活動が不適切に計画され、若しくは実行された

ことにより起こり得る影響を考慮することを含む。）として表 1 に記載の各基準を担当部長に策定させる、又は自ら策定すると

ともに、そのプロセスを確立する。以下の c)号に関する各基準には、設備の加工・修理を実施した者以外による検査及び試験の

実施又は立会、合否判定の基準及びリリースの方法に関する事項を含める。 

a)加工施設の操作  

b)放射線管理 

c)加工施設の施設管理  

d)核燃料物質の管理  

e)放射性廃棄物管理 

f)非常時の措置 

 

(2)所長及び担当部長は、個別業務に必要なプロセスの計画と当該個別業務以外のプロセスに係る個別業務等要求事項との整合性

（業務計画を変更する場合の整合性を含む。）を確保する。  
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加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

（加工事業変更許可） 
保安品質保証計画書（改訂 28） 

(3) 保安に係る組織は、個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」という。）の策定又は変更（プロセス及び

組織の変更（累積的な影響が生じ得るプロセス及び組織の軽微な変更を含む。）を含む。）を行うに当たり、次

に掲げる事項を明確にする。 

(ⅰ) 個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更により起こり得る結果 

(ⅱ) 機器等又は個別業務に係る保安品質目標及び個別業務等要求事項 

(ⅲ) 機器等又は個別業務に固有のプロセス、保安品質マネジメント文書及び資源 

(ⅳ) 使用前事業者検査等、検証、妥当性確認及び監視測定並びにこれらの個別業務等要求事項への適合性を

判定するための基準（以下「合否判定基準」という。）  

(ⅴ) 個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が個別業務等要求事項に適合することを

実証するために必要な記録 

 

(4) 保安に係る組織は、策定した個別業務計画を、その個別業務の作業方法に適したものとする。 

 

(ﾛ) 個別業務等要求事項として明確にすべき事項 

 

保安に係る組織は、次に掲げる事項を個別業務等要求事項として明確に定める。  

 

(1) 組織の外部の者が明示してはいないものの、機器等又は個別業務に必要な要求事項 

(2) 関係法令 

(3) 上記(1)及び(2)のほか、保安に係る組織が必要とする要求事項 

 

(ﾊ) 個別業務等要求事項の審査 

(1) 保安に係る組織は、機器等の使用又は個別業務の実施に当たり、あらかじめ、個別業務等要求事項の審査を実

施する。 

 

(2) 保安に係る組織は、前項の審査を実施するに当たり、次に掲げる事項を確認する。 

(ⅰ) 当該個別業務等要求事項が定められていること。 

(ⅱ) 当該個別業務等要求事項が、あらかじめ定められた個別業務等要求事項と相違する場合においては、そ

の相違点が解明されていること。 

(ⅲ) 保安に係る組織が、あらかじめ定められた個別業務等要求事項に適合するための能力を有しているこ

と。 

 

(3) 保安に係る組織は、(1)の審査の結果の記録及び当該審査の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、こ

れを管理する。 

 

(4) 保安に係る組織は、個別業務等要求事項が変更された場合においては、関連する文書が改訂されるようにす

るとともに、関連する要員に対し変更後の個別業務等要求事項が周知されるようにする。 

 

(ﾆ) 組織の外部の者との情報の伝達等 

保安に係る組織は、組織の外部の者からの情報の収集及び組織の外部の者への情報の伝達のために、実効性の

ある方法を明確に定め、これを実施する。この方法には、次の事項を含む。 

 

・  組織の外部の者と効果的に連絡し、適切に情報を通知する方法 

・ 予期せぬ事態における組織の外部の者との時宜を得た効果的な連絡方法 

・ 原子力の安全に関連する必要な情報を組織の外部の者に確実に提供する方法 

・ 原子力の安全に関連する組織の外部の者の懸念や期待を把握し、意思決定において適切に考慮する方法 

 

 

(ﾎ) 設計・開発計画 

(1) 保安に係る組織は、設計・開発（専ら加工施設において用いるための設計・開発に限る。設備、施設、ソフト

ウェア及び手順書等に関する設計・開発を含む。原子力の安全のために重要な手順書等の設計・開発について

は、新規制定の場合に加え、重要な変更がある場合にも行う。）の計画（以下「設計・開発計画」という。）を

策定するとともに、設計・開発を管理する。設計・開発計画の策定には、不適合及び予期せぬ事象の発生等を

未然に防止するための活動を行うことを含む。 

(3)所長及び担当部長は、個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」という。）の策定又は変更（プロセス及び組織の変更（累積

的な影響が生じ得るプロセス及び組織の軽微な変更を含む。）を含む。）を行うに当たり、次の a)～e)の各号に掲げる事項を明確

にする。  

a)個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更により起こり得る結果 

b)機器等又は個別業務に係る保安品質目標及び個別業務等要求事項 

c)機器等又は個別業務に固有のプロセス、保安文書及び資源 

d)使用前事業者検査等、検証、妥当性確認及び監視測定並びにこれらの個別業務等要求事項への適合性を判定するための基準（以

下「合否判定基準」という。）。  

e)個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が個別業務等要求事項に適合することを実証するために必要な記

録  

 

(4)所長及び担当部長は、策定した個別業務計画を、その個別業務の作業方法に適したものとする。 

 

7.2 個別業務等要求事項として明確にすべき事項 

7.2.1 個別業務等要求事項の明確化 

担当部長は、次の(1)～(3)の各項に掲げる事項を個別業務等要求事項として、第 7.1 項に関する基準及び関連標準において、明確

に定める。  

(1)組織の外部の者が明示してはいないものの、機器等又は個別業務に必要な要求事項 

(2)関係法令 

(3)上記第(1)項及び第(2)項に掲げるもののほか、保安に係る組織が必要とする要求事項 

 

7.2.2 個別業務等要求事項の審査 

(1)担当部長は、機器等の使用又は個別業務の実施に当たり、あらかじめ、個別業務等要求事項の審査を要員に実施させる、又は自

ら実施する。 

 

(2)担当部長は、上記第(1)項の審査を実施するに当たり、次の a)～c)の各号に掲げる事項を要員に確認させる、又は自ら確認する。 

a)当該個別業務等要求事項が定められていること。 

b)当該個別業務等要求事項が、あらかじめ定められた個別業務等要求事項と相違する場合においては、その相違点が解明されて

いること。 

c)担当部の要員が、あらかじめ定められた個別業務等要求事項に適合するための能力を有していること。 

 

 

(3)担当部長は、上記第(1)項の審査の結果の記録及び当該審査の結果に基づき講じた措置に係る記録を要員に作成させ、又は自ら

作成し、これを管理する。 

 

(4)担当部長は、個別業務等要求事項が変更された場合においては、関連する文書が改訂されるようにするとともに、関連する要員

に対し変更後の個別業務等要求事項が周知されるようにする。 

 

7.2.3 組織の外部の者との情報の伝達等 

所長は、第 7.1 項に関する基準及び関連標準において、組織の外部の者からの情報の収集及び組織の外部の者への情報の伝達のた

めに、実効性のある方法を明確に定め、担当部長はこれを実施する。この方法には、次の(1)～(4)の各項に示す事項を含む。 

(1)組織の外部の者と効果的に連絡し、適切に情報を通知する方法  

(2)予期せぬ事態における組織の外部の者との時宜を得た効果的な連絡方法  

(3)原子力の安全に関連する必要な情報を組織の外部の者に確実に提供する方法  

(4)原子力の安全に関連する組織の外部の者の懸念や期待を把握し、意思決定において適切に考慮する方法 

 

7.3 設計・開発管理 

7.3.1 設計・開発計画 

(1)設備管理部長は、設計・開発のプロセスに記載する事項を定めた設計・開発管理に関する基準を定める。担当部長はその基準に

従って、設計・開発（専ら加工施設において用いるための設計・開発に限る。設備、施設、ソフトウェア及び手順書等に関する

設計・開発を含む。原子力の安全のために重要な手順書等の設計・開発については、新規制定の場合に加え、重要な変更がある

場合にも行う。）の計画（以下「設計・開発計画」という。）を策定するとともに、設計・開発を管理する。設計・開発計画の策

定には、不適合及び予期せぬ事象の発生等を未然に防止するための活動を行うことを含む。ただし、担当部長が設備管理部長に

依頼した場合は、設備管理部長がこれを行う。許認可手続と設計・開発業務との手順上の関連は、設計・開発に関する基準に定
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保安品質保証計画書（改訂 28） 

 

 

 

(2) 保安に係る組織は、設計・開発計画の策定において、次に掲げる事項を明確にする。 

(ⅰ) 設計・開発の性質、期間及び複雑さの程度 

(ⅱ) 設計・開発の各段階における適切な審査、検証及び妥当性確認の方法並びに管理体制 

(ⅲ) 設計・開発に係る部門及び要員の責任及び権限 

(ⅳ) 設計・開発に必要な組織の内部及び外部の資源 

 

(3) 保安に係る組織は、実効性のある情報の伝達並びに責任及び権限の明確な割当てがなされるようにするため

に、設計・開発に関与する各者間の連絡を管理する。 

 

(4) 保安に係る組織は、(1)の規定により策定された設計・開発計画を、設計・開発の進行に応じて適切に変更す

る。 

 

(ﾍ) 設計・開発に用いる情報 

(1) 保安に係る組織は、個別業務等要求事項として設計・開発に用いる情報であって、次に掲げるものを明確に定

めるとともに、当該情報に係る記録を作成し、これを管理する。 

(ⅰ) 機能及び性能に係る要求事項 

(ⅱ) 従前の類似した設計・開発から得られた情報であって、当該設計・開発に用いる情報として適用可能な

もの 

(ⅲ) 関係法令 

(ⅳ) その他設計・開発に必要な要求事項 

 

(2) 保安に係る組織は、設計・開発に用いる情報について、その妥当性を評価し、承認する。 

 

 

(ﾄ) 設計・開発の結果に係る情報 

(1) 保安に係る組織は、設計・開発の結果に係る情報を、設計・開発に用いた情報と対比して検証することができ

る形式により管理する。 

 

(2) 保安に係る組織は、設計・開発の次の段階のプロセスに進むに当たり、あらかじめ、当該設計・開発の結果に

係る情報を承認する。 

 

(3) 保安に係る組織は、設計・開発の結果に係る情報を、次に掲げる事項に適合するものとする。 

(ⅰ) 設計・開発に係る個別業務等要求事項に適合するものであること。 

(ⅱ) 調達、機器等の使用及び個別業務の実施のために適切な情報を提供するものであること。 

 

 

(ⅲ) 合否判定基準を含むものであること。 

(ⅳ) 機器等を安全かつ適正に使用するために不可欠な当該機器等の特性が明確であること。 

 

(ﾁ) 設計・開発レビュー 

(1) 保安に係る組織は、設計・開発の適切な段階において、設計・開発計画に従って、次に掲げる事項を目的と

した体系的な審査（以下「設計・開発レビュー」という。）を実施する。 

(ⅰ) 設計・開発の結果の個別業務等要求事項への適合性について評価すること。 

(ⅱ) 設計・開発に問題がある場合においては、当該問題の内容を明確にし、必要な措置を提案すること。 

 

(2) 保安に係る組織は、設計・開発レビューに、当該設計・開発レビューの対象となっている設計・開発段階に関

連する部門の代表者及び当該設計・開発に係る専門家を参加させる。 

 

(3) 保安に係る組織は、設計・開発レビューの結果の記録及び当該設計・開発レビューの結果に基づき講じた措置

に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

める。   

 

(2)担当部長は、上記第(1)項の基準に基づき、設計・開発計画の策定において、次の a)～d)の各号に掲げる事項を明確にする。  

a)設計・開発の性質、期間及び複雑さの程度  

b)設計・開発の各段階における適切な審査、検証及び妥当性確認の方法並びに管理体制 

c)設計・開発に係る部門及び要員の責任及び権限 

d)設計・開発に必要な組織の内部及び外部の資源  

 

(3)担当部長は、上記第(1)項の基準に基づき、実効性のある情報の伝達並びに責任及び権限の明確な割当てがなされるようにする

ために、設計・開発に関与する各者間の連絡を管理する。   

 

(4)担当部長は、上記第(1)項の基準に基づき策定された設計・開発計画を、設計・開発の進行に応じて適切に変更する。 

 

 

7.3.2 設計・開発に用いる情報 

(1)担当部長は、個別業務等要求事項として設計・開発に用いる情報であって、次の a)～d)の各号に掲げるものを明確に定めるとと

もに、当該情報に係る記録を作成し、これを管理する。   

a)機能及び性能に係る要求事項   

b)従前の類似した設計・開発から得られた情報であって、当該設計・開発に用いる情報として適用可能なもの 

 

c)関係法令 

d)その他設計・開発に必要な要求事項  

 

(2)担当部長は、設計・開発に用いる情報について、その妥当性を評価し、承認する。また、要求事項について、漏れがなく、あい

まいでなく、相反することがないことを確認する。 

 

7.3.3 設計・開発の結果に係る情報 

(1)担当部長は、設計・開発の結果に係る情報を、設計・開発に用いた情報と対比して検証することができる形式により管理する。  

 

 

(2)担当部長は、設計・開発の次の段階のプロセスに進むに当たり、あらかじめ、当該設計・開発の結果に係る情報を承認する。   

 

 

(3)担当部長は、設計・開発の結果に係る情報を、次の a)～d)の各号に掲げる事項に適合するものとする。  

a)設計・開発に係る個別業務等要求事項に適合するものであること。   

b)調達、機器等の使用及び個別業務の実施のために適切な情報を提供するものであること（設計・開発の結果として、施設及び設

備の配置及び構造上の特徴、並びに施設及び設備の経年劣化の観点から、保全において留意すべき事項を抽出し、その記録を維

持することを含む。）。  

c)合否判定基準を含むものであること。  

d)機器等を安全かつ適正に使用するために不可欠な当該機器等の特性が明確であること。 

 

7.3.4 設計・開発レビュー 

(1)担当部長は、設計・開発の適切な段階において、設計・開発計画に従って、次の a)号及び b)号に掲げる事項を目的とした体系

的な審査（以下「設計・開発レビュー」という。）を実施する。   

a)設計・開発の結果の個別業務等要求事項への適合性について評価すること。  

b)設計・開発に問題がある場合においては、当該問題の内容を明確にし、必要な措置を提案すること。 

  

(2)担当部長は、設計・開発レビューに、当該設計・開発レビューの対象となっている設計・開発段階に関連する部門の代表者及び

当該設計・開発に係る専門家を参加させる。   

 

(3)担当部長は、設計・開発レビューの結果の記録及び当該設計・開発レビューの結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、こ

れを管理する。 

 

7.3.5 設計・開発の検証 
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(ﾘ) 設計・開発の検証 

(1) 保安に係る組織は、設計・開発の結果が個別業務等要求事項に適合している状態を確保するために、設計・開

発計画に従って検証を実施する（設計・開発計画に従ってプロセスの次の段階に移行する前に、当該設計・開

発に係る個別業務等要求事項への適合性の確認を行うこと含む。）。 

 

(2) 保安に係る組織は、設計・開発の検証の結果の記録及び当該検証の結果に基づき講じた措置に係る記録を作

成し、これを管理する。 

 

(3) 保安に係る組織は、当該設計・開発を行った要員と異なる者に設計・開発の検証をさせる。 

 

(ﾇ) 設計・開発の妥当性確認 

(1) 保安に係る組織は、設計・開発の結果の個別業務等要求事項への適合性を確認するために、設計・開発計画に

従って、当該設計・開発の妥当性確認（以下この条において「設計・開発妥当性確認」という。）を実施する

（機器等の設置後でなければ妥当性確認を行うことができない場合において、当該機器等の使用を開始する

前に、設計・開発妥当性確認を行うことを含む。）。 

 

(2) 保安に係る組織は、機器等の使用又は個別業務の実施に当たり、あらかじめ、設計・開発妥当性確認を完了す

る。 

 

(3) 保安に係る組織は、設計・開発妥当性確認の結果の記録及び当該設計・開発妥当性確認の結果に基づき講じた

措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

(ﾙ) 設計・開発の変更の管理 

(1) 保安に係る組織は、設計・開発の変更を行った場合においては、当該変更の内容を識別することができるよう

にするとともに、当該変更に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

(2) 保安に係る組織は、設計・開発の変更を行うに当たり、あらかじめ、審査、検証及び妥当性確認を行い、変更

を承認する。 

 

(3) 保安に係る組織は、(2)の審査において、設計・開発の変更が加工施設に及ぼす影響の評価（当該加工施設を

構成する材料又は部品に及ぼす影響の評価を含む。）を行う。  

 

(4) 保安に係る組織は、(2)の審査、検証及び妥当性確認の結果の記録及びその結果に基づき講じた措置に係る記

録を作成し、これを管理する。 

 

 

(ｦ) 調達プロセス 

(1) 保安に係る組織は、調達する物品又は役務（以下「調達物品等」という。）が、自ら規定する調達物品等に係

る要求事項（以下「調達物品等要求事項」という。）に適合するようにする。 

 

 

(2) 保安に係る組織は、保安活動の重要度に応じて、調達物品等の供給者及び調達物品等に適用される管理の方

法及び程度（力量を有する者を組織の外部から確保する際に、外部への業務委託の範囲を保安品質マネジメン

ト文書に明確に定めることを含む。）を定める。この場合において、一般産業用工業品については、(3)の評価

に必要な情報を調達物品等の供給者等から入手し、当該一般産業用工業品が調達物品等要求事項に適合して

いることを確認できるように、管理の方法及び程度を定める。 

 

(3) 保安に係る組織は、調達物品等要求事項に従い、調達物品等を供給する能力を根拠として調達物品等の供給

者を評価し、選定する。 

 

(4) 保安に係る組織は、調達物品等の供給者の評価及び選定に係る判定基準を定める。 

 

(5) 保安に係る組織は、(3)の評価の結果の記録及び当該評価の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、こ

れを管理する。 

(1)担当部長は、設計・開発の結果が個別業務等要求事項に適合している状態を確保するために、設計・開発計画に従って検証を実

施する（設計・開発計画に従ってプロセスの次の段階に移行する前に、当該設計・開発に係る個別業務等要求事項への適合性の

確認を行うこと含む。）。 

 

(2)担当部長は、上記第(1)項の検証の結果の記録及び当該検証の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。  

 

 

(3)担当部長は、当該設計・開発を行った要員と異なる者に上記第(1)項の検証をさせる。 

 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1)担当部長は、設計・開発の結果の個別業務等要求事項への適合性を確認するために、設計・開発計画に従って、当該設計・開発

の妥当性確認（以下「設計・開発妥当性確認」という。）を実施する（機器等の設置後でなければ妥当性確認を行うことができな

い場合において、当該機器等の使用を開始する前に、設計・開発の妥当性確認を行うことを含む。）。  

 

 

(2)担当部長は、機器等の使用又は個別業務の実施に当たり、あらかじめ、設計・開発妥当性確認を完了する。  

 

 

(3)担当部長は、設計・開発妥当性確認の結果の記録及び当該設計・開発妥当性確認の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、

これを管理する。 

 

7.3.7 設計・開発の変更の管理 

(1)担当部長は、設計・開発の変更を行った場合においては、当該変更の内容を識別することができるようにするとともに、当該変

更に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

(2)担当部長は、設計・開発の変更を行うに当たり、あらかじめ、審査、検証及び妥当性確認を行い、変更を承認する。   

 

 

(3)担当部長は、上記第(2)項の審査において、設計・開発の変更が加工施設に及ぼす影響の評価（当該加工施設を構成する材料又

は部品に及ぼす影響の評価を含む。）を行う。  

 

(4)担当部長は、上記第(2)項の審査、検証及び妥当性確認の結果の記録及びその結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、こ

れを管理する。 

 

7.4 調達管理 

7.4.1 調達プロセス 

(1)業務管理部長は、第 7.4.2 項及び第 7.4.3 項に記載する事項を定めた調達管理に関する基準を定める。担当部長及び担当グルー

プ長は、その基準に従って調達手続きを行うとともに、調達する物品又は役務（以下「調達物品等」という。）が、自ら規定する

調達物品等に係る要求事項（以下「調達物品等要求事項」という。）に適合するようにする。 

  

(2)担当部長及び担当グループ長は、保安活動の重要度に応じて、調達物品等の供給者及び調達物品等に適用される管理の方法及び

程度（力量を有する者を組織の外部から確保する際に、外部への業務委託の範囲を保安文書に明確に定めることを含む。）を定

める。この場合において、一般産業用工業品については、第(3)項の評価に必要な情報を調達物品等の供給者等から入手し、当該

一般産業用工業品が調達物品等要求事項に適合していることを確認できるように、管理の方法及び程度を定める。  

 

 

(3)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等要求事項に従い、調達物品等を供給する能力を根拠として調達物品等の供給者を評

価し、選定する。   

 

(4)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等の供給者の評価及び選定に係る判定基準を定める。  

 

(5)担当部長及び担当グループ長は、上記第(3)項の評価の結果の記録及び当該評価の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、

これを管理する。  

(6)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等を調達する場合には、個別業務計画において、適切な調達の実施に必要な事項（当
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(6) 保安に係る組織は、調達物品等を調達する場合には、個別業務計画において、適切な調達の実施に必要な事項

（当該調達物品等の調達後におけるこれらの維持又は運用に必要な技術情報（加工施設の保安に係るものに

限る。）の取得及び当該情報を他の原子力事業者等と共有するために必要な措置に関する事項を含む。）を定

める。 

 

(ﾜ) 調達物品等要求事項 

(1) 保安に係る組織は、調達物品等に関する情報に、次に掲げる調達物品等要求事項のうち、該当するものを含め

る。 

(ⅰ) 調達物品等の供給者の業務のプロセス及び設備に係る要求事項 

(ⅱ) 調達物品等の供給者の要員の力量に係る要求事項 

(ⅲ) 調達物品等の供給者の保安品質マネジメントシステムに係る要求事項 

(ⅳ) 調達物品等の不適合の報告（偽造品又は模造品等の報告を含む。）及び処理に係る要求事項 

(ⅴ) 調達物品等の供給者が健全な安全文化を育成し、及び維持するために必要な要求事項 

(ⅵ) 一般産業用工業品を機器等に使用するに当たっての評価に必要な要求事項 

(ⅶ) その他調達物品等に必要な要求事項 

 

(2) 保安に係る組織は、調達物品等要求事項として、保安に係る組織が調達物品等の供給者の工場等において使

用前事業者検査等その他の個別業務を行う際の原子力規制委員会の職員による当該工場等への立入りに関す

ることを含める。 

 

(3) 保安に係る組織は、調達物品等の供給者に対し調達物品等に関する情報を提供するに当たり、あらかじめ、当

該調達物品等要求事項の妥当性を確認する。 

 

(4) 保安に係る組織は、調達物品等を受領する場合には、調達物品等の供給者に対し、調達物品等要求事項への適

合状況を記録した文書を提出させる。 

 

 

 

 

(ｶ) 調達物品等の検証 

(1) 保安に係る組織は、調達物品等が調達物品等要求事項に適合しているようにするために必要な検証の方法を

定め、実施する。 

 

(2) 保安に係る組織は、調達物品等の供給者の工場等において調達物品等の検証を実施することとしたときは、

当該検証の実施要領及び調達物品等の供給者からの出荷の可否の決定の方法について調達物品等要求事項の

中で明確に定める。 

 

(ﾖ) 個別業務の管理 

保安に係る組織は、個別業務計画に基づき、個別業務を次に掲げる事項（当該個別業務の内容等から該当しない

と認められるものを除く。）に適合するように実施する。 

(1) 加工施設の保安のために必要な情報（保安のために使用する機器等又は実施する個別業務の特性、並びに、当

該機器等の使用又は個別業務の実施により達成すべき結果を含む。）が利用できる体制にあること。 

(2) 手順書等が必要な時に利用できる体制にあること。 

(3) 当該個別業務に見合う設備を使用していること。 

(4) 監視測定のための設備が利用できる体制にあり、かつ、当該設備を使用していること。 

(5) 「ヘ．(ﾆ)プロセスの監視測定」の規定に基づき監視測定を実施していること。 

(6) 本品質管理に関する事項に基づき、プロセスの次の段階に進むことの承認を行っていること。 

 

(ﾀ) 個別業務の実施に係るプロセスの妥当性確認 

(1) 保安に係る組織は、個別業務の実施に係るプロセスについて、それ以降の監視測定では当該プロセスの結果

を検証することができない場合（個別業務が実施された後にのみ不適合その他の事象が明確になる場合を含

む。）においては、妥当性確認を行う。 

 

(2) 保安に係る組織は、(1)のプロセスが個別業務計画に定めた結果を得ることができることを、同項の妥当性確

該調達物品等の調達後におけるこれらの維持又は運用に必要な技術情報（加工施設の保安に係るものに限る。）の取得及び当該

情報を他の原子力事業者等と共有するために必要な措置に関する事項を含む。）を定める。 

 

 

7.4.2 調達物品等要求事項 

(1)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等に関する情報に、次の a)～g)の各号に掲げる調達物品等要求事項のうち、該当する

ものを含める。 

a)調達物品等の供給者の業務のプロセス及び設備に係る要求事項  

b)調達物品等の供給者の要員の力量に係る要求事項 

c)調達物品等の供給者の保安品質マネジメントシステムに係る要求事項 

d)調達物品等の不適合の報告（偽造品又は模造品等の報告を含む。）及び処理に係る要求事項   

e)調達物品等の供給者が健全な安全文化を育成し、及び維持するために必要な要求事項   

f)一般産業用工業品を機器等に使用するに当たっての評価に必要な要求事項  

g)その他調達物品等に必要な要求事項 

 

(2)上記第(1)項の調達要求事項に、次の事項を含める。 

調達製品の調達後における維持又は運用に必要な技術情報（加工施設の保安に係るものに限る。）の提供に関する事項を含める。  

 

 

(3)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等要求事項として、調達物品等の供給者の工場等において使用前事業者検査等その他

の個別業務を行う際の原子力規制委員会の職員による当該工場等への立入りに関することを含める。  

 

(4)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等の供給者に対し調達物品等に関する情報を提供するに当たり、あらかじめ、当該調

達物品等要求事項の妥当性を確認する。   

 

(5)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等を受領する場合には、調達物品等の供給者に対し、調達物品等要求事項への適合状

況を記録した文書を提出させる。 

 

7.4.3 調達物品等の検証 

(1)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等が調達物品等要求事項に適合しているようにするために必要な検証の方法を定め、

実施する。 

 

(2)担当部長及び担当グループ長は、調達物品等の供給者の工場等において調達物品等の検証を実施することとしたときは、当該検

証の実施要領及び調達物品等の供給者からの出荷の可否の決定の方法について調達物品等要求事項の中で明確に定める。 

 

7.5 個別業務及び物品等の管理 

7.5.1 個別業務の管理 

担当部長は、個別業務計画に基づき、個別業務を次の(1)～(6)の各項に掲げる事項（当該個別業務の内容等から該当しないと認め

られるものを除く。）に適合するように実施する。  

(1)加工施設の保安のために必要な情報（保安のために使用する機器等又は実施する個別業務の特性、並びに、当該機器等の使用又

は個別業務の実施により達成すべき結果を含む。）が利用できる体制にあること。  

(2)手順書等が必要な時に利用できる体制にあること。  

(3)当該個別業務に見合う設備を使用していること。  

(4)監視測定のための設備が利用できる体制にあり、かつ、当該設備を使用していること。  

(5)第 8.2 項の規定に基づき監視測定を実施していること。 

(6)本計画書の規定に基づき、プロセスの次の段階に進むことの承認を行っていること。 

 

7.5.2 個別業務の実施に係るプロセスの妥当性確認 

(1)担当部長は、個別業務の実施に係るプロセスについて、それ以降の監視測定では当該プロセスの結果を検証することができない

場合（個別業務が実施された後にのみ不適合その他の事象が明確になる場合を含む。）においては、妥当性確認を行う。 

 

 

(2)担当部長は、上記第(1)項のプロセスが個別業務計画に定めた結果を得ることができることを、同項の妥当性確認によって実証

する。 
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認によって実証する。 

 

(3) 保安に係る組織は、妥当性確認を行った場合は、その結果の記録を作成し、これを管理する。 

 

(4) 保安に係る組織は、(1)の妥当性確認の対象とされたプロセスについて、次に掲げる事項（当該プロセスの内

容等から該当しないと認められるものを除く。）を明確にする。 

(ⅰ) 当該プロセスの審査及び承認のための判定基準 

(ⅱ) 妥当性確認に用いる設備の承認及び要員の力量を確認する方法 

(ⅲ) 妥当性確認の方法(対象となる個別業務計画の変更時の再確認及び一定期間が経過した後に行う定期的

な再確認を含む。) 

 

(ﾚ) 識別管理 

保安に係る組織は、個別業務計画及び個別業務の実施に係る全てのプロセスにおいて、適切な手段により、機器

等及び個別業務の状態を識別し、管理する。 

 

(ｿ) トレーサビリティの確保 

保安に係る組織は、トレーサビリティ（機器等の使用又は個別業務の実施に係る履歴、適用又は所在を追跡でき

る状態をいう。）の確保が個別業務等要求事項である場合においては、機器等又は個別業務を識別し、これを記録

するとともに、当該記録を管理する。 

 

 

(ﾂ) 組織の外部の者の物品 

保安に係る組織は、組織の外部の者の物品を所持している場合においては、必要に応じ、記録を作成し、これを

管理する。 

 

(ﾈ) 調達物品の管理 

保安に係る組織は、調達した物品が使用されるまでの間、当該物品を調達物品等要求事項に適合するように管

理（識別表示、取扱い、包装、保管及び保護を含む。）する。 

 

(ﾅ) 監視測定のための設備の管理 

(1) 保安に係る組織は、機器等又は個別業務の個別業務等要求事項への適合性の実証に必要な監視測定及び当該

監視測定のための設備を明確に定める。 

 

(2) 保安に係る組織は、前項の監視測定について、実施可能であり、かつ、当該監視測定に係る要求事項と整合性

のとれた方法で実施する。 

 

(3) 保安に係る組織は、監視測定の結果の妥当性を確保するために、監視測定のために必要な設備を、次に掲げる

事項に適合するものとする。 

(ⅰ) あらかじめ定められた間隔で、又は使用の前に、計量の標準まで追跡することが可能な方法（当該計量

の標準が存在しない場合にあっては、校正又は検証の根拠について記録する方法）により校正又は検証

がなされていること。 

(ⅱ) 校正の状態が明確になるよう、識別されていること。 

(ⅲ) 所要の調整がなされていること。 

(ⅳ) 監視測定の結果を無効とする操作から保護されていること。 

(ⅴ) 取扱い、維持及び保管の間、損傷及び劣化から保護されていること。 

 

(4) 保安に係る組織は、監視測定のための設備に係る要求事項への不適合が判明した場合においては、従前の監

視測定の結果の妥当性を評価し、これを記録する。 

 

(5) 保安に係る組織は、前項の場合において、当該監視測定のための設備及び同項の不適合により影響を受けた

機器等又は個別業務について、適切な措置を講じる。 

 

(6) 保安に係る組織は、監視測定のための設備の校正及び検証の結果の記録を作成し、これを管理する。 

 

 

(3)担当部長は、妥当性確認を行った場合は、その結果の記録を作成し、これを管理する。 

 

(4)担当部長は、上記第(1)項の妥当性確認の対象とされたプロセスについて、次の a)～c)の各号に掲げる事項（当該プロセスの内

容等から該当しないと認められるものを除く。）を明確にする。  

a)当該プロセスの審査及び承認のための判定基準 

b)妥当性確認に用いる設備の承認及び要員の力量を確認する方法 

c)妥当性確認の方法(対象となる個別業務計画の変更時の再確認及び一定期間が経過した後に行う定期的な再確認を含む。) 

 

 

7.5.3 識別管理及びトレーサビリティの確保 

(1)担当部長は、業務を実施する上で必要となる業務・施設の識別を、基準及び関連標準で定めて実施し、管理する。 

 

(2)担当部長は、個別業務の計画及び実施の全過程において、監視及び測定の要求事項に関連して、業務・施設の状態の識別を、基

準又は下位文書で定めて実施する。 

 

(3)業務・施設の状態・結果を記録することが定められている場合、担当部長はトレーサビリティ（機器等の使用又は個別業務の実

施に係る履歴、適用又は所在を追跡できる状態をいう。）を確保するため、業務・施設について一意の識別を定め、記録するとと

もに、当該記録を管理する。 

 

7.5.4 組織の外部の者の物品 

担当部長は、組織の外部の者の物品を所持している場合においては、必要に応じ、記録を作成し、これを管理する。 

 

 

7.5.5 調達物品の管理 

担当部長は、担当部長及び担当グループ長が調達した物品が使用されるまでの間、当該物品を調達物品等要求事項に適合するよう

に管理（識別表示、取扱い、包装、保管及び保護を含む。）する。 

 

7.6 監視測定のための設備の管理 

(1)担当部長は、機器等又は個別業務の個別業務等要求事項への適合性の実証に必要な監視測定及び当該監視測定のための設備を明

確に定める。  

 

(2)担当部長は、上記第(1)項の監視測定について、実施可能であり、かつ、当該監視測定に係る要求事項と整合性のとれた方法で

実施する。  

 

(3)担当部長は、監視測定の結果の妥当性を確保するために、監視測定のために必要な設備を、次の a)～e)の各号に掲げる事項に適

合するものとする。  

a)第 7.1 項の規定に基づき定めた各基準に基づく間隔で、又は使用の前に、計量の標準まで追跡することが可能な方法（当該計

量の標準が存在しない場合にあっては、校正又は検証の根拠について記録する方法）により校正又は検証がなされていること。 

 

b)校正の状態が明確になるよう、識別されていること。 

c)所要の調整がなされていること。   

d)監視測定の結果を無効とする操作から保護されていること。  

e)取扱い、維持及び保管の間、損傷及び劣化から保護されていること。   

 

(4)担当部長は、監視測定のための設備に係る要求事項への不適合が判明した場合においては、従前の監視測定の結果の妥当性を評

価し、これを記録する。 

 

(5)担当部長は、上記第(4)項の場合において、当該監視測定のための設備及び同項の不適合により影響を受けた機器等又は個別業

務について、適切な措置を講じる。 

 

(6)担当部長は、監視測定のための設備の校正及び検証の結果の記録を作成し、これを管理する。   

 

(7)担当部長は、監視測定においてソフトウェアを使用することとしたときは、その初回の使用に当たり、あらかじめ、当該ソフト
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(7) 保安に係る組織は、監視測定においてソフトウェアを使用することとしたときは、その初回の使用に当たり、

あらかじめ、当該ソフトウェアが意図したとおりに当該監視測定に適用されていることを確認する。 

 

ヘ．評価及び改善 

(ｲ) 監視測定、分析、評価及び改善 

(1) 保安に係る組織は、監視測定、分析、評価及び改善に係るプロセス（取り組むべき改善に関係する部門の管理

者等の要員を含め、組織が当該改善の必要性、方針、方法等について検討するプロセスを含む。）を計画し、

実施する。 

 

(2) 保安に係る組織は、要員が(1)の監視測定の結果を利用できるように、要員が情報を容易に取得し、改善活動

に用いることができる体制を構築する。 

 

 

(ﾛ) 組織の外部の者の意見 

(1) 保安に係る組織は、監視測定の一環として、原子力の安全の確保に対する組織の外部の者の意見を把握する。 

 

 

 

(2) 保安に係る組織は、前項の意見の把握及び当該意見の反映に係る方法を明確に定める。 

 

(ﾊ) 保安内部監査 

(1) 保安に係る組織は、保安品質マネジメントシステムについて、次に掲げる要件への適合性を確認するために、

保安活動の重要度に応じて、あらかじめ定められた間隔で、客観的な評価を行う部門その他の体制により保安

内部監査を実施する。 

 

(ⅰ) 保安品質マネジメントシステムに係る要求事項 

(ⅱ) 実効性のある実施及び実効性の維持 

 

(2) 保安に係る組織は、保安内部監査の判定基準、監査範囲、頻度、方法及び責任を定める。 

 

(3) 保安に係る組織は、保安内部監査の対象となり得る部門、個別業務、プロセスその他の領域（以下「領域」と

いう。）の状態及び重要性並びに従前の監査の結果を考慮して保安内部監査の対象を選定し、かつ、保安内部

監査の実施に関する計画（以下「保安内部監査実施計画」という。）を策定し、及び実施することにより、保

安内部監査の実効性を維持する。 

 

(4) 保安に係る組織は、保安内部監査を行う要員（以下「保安内部監査員」という。）の選定及び保安内部監査の

実施においては、客観性及び公平性を確保する。 

 

(5) 保安に係る組織は、保安内部監査員又は管理者に自らの個別業務又は管理下にある個別業務に関する保安内

部監査をさせない。 

 

(6) 保安に係る組織は、保安内部監査実施計画の策定及び実施並びに保安内部監査結果の報告並びに記録の作成

及び管理について、その責任及び権限（必要に応じ、保安内部監査員又は保安内部監査を実施した部門が保安

内部監査結果を社長に直接報告する権限を含む。）並びに保安内部監査に係る要求事項を手順書等に定める。 

 

(7) 保安に係る組織は、保安内部監査の対象として選定された領域に責任を有する管理者に保安内部監査結果を

通知する。 

 

(8) 保安に係る組織は、不適合が発見された場合には、前項の通知を受けた管理者に、不適合を除去するための措

置及び是正処置を遅滞なく講じさせるとともに、当該措置の検証を行わせ、その結果を報告させる。 

 

 

 

 

ウェアが意図したとおりに当該監視測定に適用されていることを確認する。 

 

8.評価及び改善 

8.1 監視測定、分析、評価及び改善 

(1)社長、所長、品質・安全管理室長、核燃料取扱主任者及び担当部長は、監視測定、分析、評価及び改善に係るプロセス（取り組

むべき改善に関係する部門の管理者等の要員を含め、組織が当該改善の必要性、方針、方法等について検討するプロセスを含む。）

の計画として第 4.2.1 項に定める規則、基準及び標準に定め、これを要員に実施させる、又は自ら実施する。 

 

(2)社長、所長、品質・安全管理室長、核燃料取扱主任者及び担当部長は、要員が上記第(1)項の監視測定の結果を利用できるよう

に、要員が情報を容易に取得し、改善活動に用いることができる体制（電子メール、社内イントラネットの利用を含む。）を構築

する。 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 組織の外部の者の意見 

(1)社長、所長、品質・安全管理室長、核燃料取扱主任者及び担当部長は、監視測定の一環として、原子力の安全の確保に対する組

織の外部の者の意見を把握する。 

  

(2)担当部長は、上記第(1)項の意見の把握及び当該意見の反映に係る方法を明確に定める。 

 

8.2.2 保安内部監査 

(1)品質・安全管理室長は、保安品質マネジメントシステムについて、次の a)号及び b)号に掲げる要件への適合性を確認するため

に、内部監査に関する基準を定める。品質・安全管理室長は、この基準に基づき、保安活動の重要度に応じて、年 1回以上、客

観的な評価を行う部門その他の体制として選定基準を満たす被監査対象部門以外の者より選任した監査員により保安内部監査

を実施させる。 

a)保安品質マネジメントシステムに係る要求事項 

b)実効性のある実施及び実効性の維持 

 

(2)上記第(1)項の基準には、保安内部監査の判定基準、監査範囲、頻度、方法及び責任を定める。 

 

(3)品質・安全管理室長は、保安内部監査の対象となり得る部門、個別業務、プロセスその他の領域（以下「領域」という。）の状態

及び重要性並びに従前の監査の結果を考慮して保安内部監査の対象を選定し、かつ、保安内部監査の実施に関する計画（以下「保

安内部監査実施計画」という。）を策定し、及び実施することにより、保安内部監査の実効性を維持する。  

 

 

(4)上記第(1)項の基準には、保安内部監査を行う要員（以下「保安内部監査員」という。）の選定基準を定め、保安内部監査の実施

においては、客観性及び公平性を確保する。 

 

(5)品質・安全管理室長は、保安内部監査員に自らの個別業務又は管理下にある個別業務に関する保安内部監査をさせない。 

 

 

(6)品質・安全管理室長は、保安内部監査実施計画の策定及び実施並びに保安内部監査結果の報告並びに記録の作成及び管理につい

て、その責任及び権限（必要に応じ、保安内部監査員又は保安内部監査を実施した部門が保安内部監査結果を社長に直接報告す

る権限を含む。）並びに保安内部監査に係る要求事項を基準に定める。 

 

(7)品質・安全管理室長は、保安内部監査の対象として選定した領域に責任を有する担当部長に保安内部監査結果を通知する。 

 

 

(8)品質・安全管理室長は、不適合が発見された場合には、上記第(7)項の通知を受けた担当部長に、不適合を除去するための措置

及び是正処置を遅滞なく講じさせるとともに、当該措置の検証を行わせ、その結果を報告させる。 

 

(9)品質・安全管理室長は、担当部長が実施した改善内容を確認し、その結果を社長、所長及び核燃料安全委員会に報告する。 

 

 

8.2.3 プロセスの監視測定 
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(ﾆ) プロセスの監視測定 

(1) 保安に係る組織は、プロセスの監視測定（対象として、機器等及び保安活動に係る不適合についての弱点のあ

る分野及び強化すべき分野等に関する情報を含む。）を行う場合においては、当該プロセスの監視測定に見合

う方法（監視測定の実施時期、監視測定の結果の分析及び評価の方法並びに時期を含む。）により、これを行

う。 

 

(2) 保安に係る組織は、(1)の監視測定の実施に当たり、保安活動の重要度に応じて、ロ.(ｲ)(4)(ⅲ)に掲げる保安

活動指標を用いる。 

 

(3) 保安に係る組織は、(1)の方法により、プロセスが「ハ．(ﾎ) 保安品質マネジメントシステムの計画」(1)及び

「ホ．(ｲ) 個別業務に必要なプロセスの計画」(1)に規定する計画に定めた結果を得ることができることを実

証する。 

 

(4) 保安に係る組織は、(1)の監視測定の結果に基づき、保安活動の改善のために、必要な措置を講じる。 

 

(5) 保安に係る組織は、「ハ．(ﾎ) 保安品質マネジメントシステムの計画」(1)及び「ホ．(ｲ) 個別業務に必要なプ

ロセスの計画」(1)の計画に定めた結果を得ることができない場合又は当該結果を得ることができないおそれ

がある場合においては、個別業務等要求事項への適合性を確保するために、当該プロセスの問題を特定し、当

該問題に対して適切な措置を講じる。 

 

(ﾎ) 機器等の検査等 

(1) 保安に係る組織は、機器等に係る要求事項への適合性を検証するために、個別業務計画に従って、個別業務の

実施に係るプロセスの適切な段階において、使用前事業者検査等又は自主検査等を実施する。 

 

(2) 保安に係る組織は、使用前事業者検査等又は自主検査等の結果に係る記録（必要に応じ、検査において使用し

た試験体や計測機器等に関する記録を含む。）を作成し、これを管理する。 

 

(3) 保安に係る組織は、プロセスの次の段階に進むことの承認を行った要員を特定することができる記録を作成

し、これを管理する。 

 

(4) 保安に係る組織は、個別業務計画に基づく使用前事業者検査等又は自主検査等を支障なく完了するまでは、

プロセスの次の段階に進むことの承認をしない。ただし、当該承認の権限を持つ要員が、個別業務計画に定め

る手順により特に承認をする場合は、この限りでない。  

 

(5) 保安に係る組織は、保安活動の重要度に応じて、使用前事業者検査等の独立性（使用前事業者検査等を実施す

る要員をその対象となる機器等を所管する部門に属する要員と部門を異にする要員とすることその他の方法

により、使用前事業者検査等の中立性及び信頼性が損なわれないことをいう。）を確保する。 

 

 

 

(6) 前項の使用前事業者検査等の独立性の規定は、自主検査等について準用する。この場合において、「部門を異

にする要員」とあるのは「必要に応じて部門を異にする要員」と読み替えるものとする。 

 

(ﾍ) 不適合の管理 

(1) 保安に係る組織は、個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され、又は個別業務が実施されることが

ないよう、当該機器等又は個別業務を特定し、これを管理する。 

 

(2) 保安に係る組織は、不適合の処理に係る管理（不適合を関連する管理者に報告することを含む。）並びにそれ

に関連する責任及び権限を手順書等に定める。 

 

(3) 保安に係る組織は、次に掲げる方法のいずれかにより、不適合を処理する。 

(ⅰ) 発見された不適合を除去するための措置を講ずること。 

(ⅱ) 不適合について、あらかじめ定められた手順により原子力の安全に及ぼす影響について評価し、機器等

の使用又は個別業務の実施についての承認を行うこと（以下「特別採用」という。）。 

(1)所長及び各部長は、プロセスの監視測定（対象として、機器等及び保安活動に係る不適合についての弱点のある分野及び強化す

べき分野等に関する情報を含む。）を行う場合においては、当該プロセスの監視測定に見合う方法（監視測定の実施時期、監視測

定の結果の分析及び評価の方法並びに時期を含む。）により、これを行う。 

 

 

(2)所長及び各部長は、上記第(1)項の監視測定の実施に当たり、保安活動の重要度に応じて、第 4.1(5)項第 c)号に掲げる保安活動

指標を用いる。 

 

(3)所長及び各部長は、上記第(1)項の方法により、プロセスが第 5.4.2 項及び第 7.1 項の計画として定めた各基準に規定した結果

を得ることができることを実証する。  

 

 

(4)所長及び各部長は、上記第(1)項の監視測定の結果に基づき、保安活動の改善のために、必要な措置を講じる。  

 

(5)所長及び各部長は、第 5.4.2 項及び第 7.1 項の計画として定めた各基準に規定した結果を得ることができない場合又は当該結果

を得ることができないおそれがある場合においては、個別業務等要求事項への適合性を確保するために、当該プロセスの問題を

特定し、当該問題に対して適切な措置を講じる。 

 

 

8.2.4 機器等の検査等 

(1)担当グループ長は、機器等に係る要求事項への適合性を検証するために、個別業務計画に従って、個別業務の実施に係るプロセ

スの適切な段階において、使用前事業者検査等又は自主検査等を実施する。  

 

(2)担当グループ長は、使用前事業者検査等又は自主検査等の結果に係る記録（必要に応じ、検査において使用した試験体や計測機

器等に関する記録を含む。）を作成し、これを管理する。 

 

(3)担当グループ長は、プロセスの次の段階に進むことの承認を行った要員を特定することができる記録を作成し、これを管理す

る。 

 

(4)担当グループ長は、個別業務計画に基づく使用前事業者検査等又は自主検査等を支障なく完了するまでは、プロセスの次の段階

に進むことの承認をしない。ただし、当該承認の権限を持つ要員が、個別業務計画に定める手順により特に承認をする場合は、

この限りでない。  

 

(5)担当グループ長は、保安活動の重要度に応じて、使用前事業者検査等の独立性（使用前事業者検査等を実施する要員をその対象

となる機器等を所管する部門に属する要員と部門を異にする要員とすることその他の方法により、使用前事業者検査等の中立性

及び信頼性が損なわれないことをいう。）を確保する。この独立性の確保に当たり、事業所の加工施設が重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置が要求されていないことを踏まえ、当該使用前事業者検査等の対象となる機器等の工事（補修、取替え、改

造等）又は点検に関与していない要員に使用前事業者検査等を実施させる。 

 

(6)上記第(5)項の規定は、自主検査等について準用する。この場合において、「部門を異にする要員」とあるのは「必要に応じて部

門を異にする要員」と読み替えるものとする。 

 

8.3 不適合の管理 

(1)所長は管理責任者として、個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され、又は個別業務が実施されることがないよう、当

該機器等又は個別業務を特定し、これを管理する（不適合が確認された機器等又は個別業務を識別することを含む。）。 

 

(2)所長は、不適合の処理に係る管理（不適合を関連する管理者に報告することを含む。）並びにそれに関連する責任及び権限を基

準に定める。 

 

(3)担当部長は、上記第(2)項に定められた基準に従い、次の a)～d)の各号に掲げる方法のいずれかにより、不適合を処理する。 

a)発見された不適合を除去するための措置を講ずること。   

b)不適合について、あらかじめ定められた手順により原子力の安全に及ぼす影響について評価し、機器等の使用又は個別業務の

実施についての承認を行うこと（以下「特別採用」という。）。  

c)機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための措置を講ずること。   
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(ⅲ) 機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための措置を講ずること。 

(ⅳ) 機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合については、その不適合による影響又は起こり得

る影響に応じて適切な措置を講ずること。 

 

(4) 保安に係る組織は、不適合の内容の記録及び当該不適合に対して講じた措置（特別採用を含む。）に係る記録

を作成し、これを管理する。 

 

(5) 保安に係る組織は、(3)(ⅰ) の発見された不適合を除去するための措置を講じた場合においては、個別業務

等要求事項への適合性を実証するための検証を行う。 

 

 

(ﾄ) データの分析及び評価 

(1) 保安に係る組織は、保安品質マネジメントシステムが実効性のあるものであることを実証するため、及び当

該保安品質マネジメントシステムの実効性の改善（保安品質マネジメントシステムの実効性に関するデータ

分析の結果、課題や問題が確認されたプロセスを抽出し、当該プロセスの改良、変更等を行い、保安品質マネ

ジメントシステムの実効性を改善することを含む。）の必要性を評価するために、適切なデータ（監視測定の

結果から得られたデータ及びそれ以外の関連情報源からのデータを含む。）を明確にし、収集し、及び分析す

る。 

 

(2) 保安に係る組織は、前項のデータの分析及びこれに基づく評価を行い、次に掲げる事項に係る情報を取得す

る。 

(ⅰ) 組織の外部の者からの意見の傾向及び特徴その他分析により得られる知見 

(ⅱ) 個別業務等要求事項への適合性 

(ⅲ) 機器等及びプロセスの特性及び傾向（是正処置を行う端緒となるものを含む。） 

(ⅳ) 調達物品等の供給者の供給能力 

 

(ﾁ) 継続的な改善 

保安に係る組織は、保安品質マネジメントシステムの継続的な改善を行うために、保安品質方針及び保安品質

目標の設定、マネジメントレビュー及び保安内部監査の結果の活用、データの分析並びに是正処置及び未然防止

処置の評価を通じて改善が必要な事項を明確にするとともに、当該改善の実施その他の措置を講じる。 

 

(ﾘ) 是正処置等 

(1) 保安に係る組織は、個々の不適合その他の事象が原子力の安全に及ぼす影響に応じて、次に掲げるところに

より、速やかに適切な是正処置を講じる。 

(ⅰ) 是正処置を講ずる必要性について、次に掲げる手順により評価を行うこと。  

(a) 不適合その他の事象の分析（情報の収集及び整理並びに技術的、人的及び組織的側面等の考慮を

含む。）及び当該不適合の原因の明確化（必要に応じて、日常業務のマネジメントや安全文化の弱

点のある分野及び強化すべき分野との関係を整理することを含む。） 

(b) 類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その他の事象が発生する可能性の明確化 

(ⅱ) 必要な是正処置を明確にし、実施すること。  

(ⅲ) 講じた全ての是正処置の実効性の評価を行うこと。  

(ⅳ) 必要に応じ、計画において決定した保安活動の改善のために講じた措置を変更すること。 

(ⅴ) 必要に応じ、保安品質マネジメントシステムを変更すること。 

(ⅵ) 原子力の安全に及ぼす影響の程度が大きい不適合（単独の事象では原子力の安全に及ぼす影響の程度は

小さいが、同様の事象が繰り返し発生することにより、原子力の安全に及ぼす影響の程度が増大するお

それのあるものを含む。）に関して、根本的な原因を究明するために行う分析の手順を確立し、実施す

ること。  

(ⅶ) 講じた全ての是正処置及びその結果の記録を作成し、これを管理すること。  

 

 

 

 

 

(2) 保安に係る組織は、前項各号に掲げる事項について、手順書等に定める。 

d)機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合については、その不適合による影響又は起こり得る影響に応じて適切な

措置を講ずること。  

 

(4)担当部長は、不適合の内容の記録及び当該不適合に対して講じた措置（特別採用を含む。）に係る記録を作成し、環境安全部長

は、この記録を管理する。 

 

(5)担当部長は、上記第(3)項第 a)号の措置を講じた場合においては、個別業務等要求事項への適合性を実証するための検証を行う。 

 

(6)担当部長は、不適合の処置の結果を所長に報告する。 

 

8.4 データの分析及び評価 

(1)環境安全部長は、保安品質マネジメントシステムが実効性のあるものであることを実証するため、及び当該保安品質マネジメン

トシステムの実効性の改善（保安品質マネジメントシステムの実効性に関するデータ分析の結果、課題や問題が確認されたプロ

セスを抽出し、当該プロセスの改良、変更等を行い、保安品質マネジメントシステムの実効性を改善することを含む。）の必要性

を評価するために、適切なデータ（監視測定の結果から得られたデータ及びそれ以外の関連情報源からのデータを含む。）を明

確にし、収集し、及び分析する。 

 

(2)環境安全部長は、上記第(1)項のデータの分析及びこれに基づく評価を行い、次の a)～d)の各号に掲げる事項に係る情報を取得

する。 

a)組織の外部の者からの意見の傾向及び特徴その他分析により得られる知見 

b)個別業務等要求事項への適合性 

c)機器等及びプロセスの特性及び傾向（是正処置を行う端緒となるものを含む。） 

d)調達物品等の供給者の供給能力 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的な改善 

社長は経営責任者として、また、所長及び品質・安全管理室長は管理責任者として、保安品質マネジメントシステムの継続的な改

善を行うために、保安品質目標の設定、保安委員会及び保安内部監査の結果の活用、データの分析並びに是正処置及び未然防止処

置の評価を通じて改善が必要な事項を明確にするとともに、当該改善の実施その他の措置を講じる。 

 

8.5.2 是正処置等 

(1)所長は管理責任者として、各部長に個々の不適合その他の事象が原子力の安全に及ぼす影響に応じて、次の a)～i)の各号に掲

げるところにより、速やかに適切な是正処置を講じさせる。 

a)是正処置を講ずる必要性について、次の①及び②に掲げる手順により評価を行うこと。  

①不適合その他の事象の分析（情報の収集及び整理並びに技術的、人的及び組織的側面等の考慮を含む。）及び当該不適合の原

因の明確化（必要に応じて、日常業務のマネジメントや安全文化の弱点のある分野及び強化すべき分野との関係を整理するこ

とを含む。） 

②類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その他の事象が発生する可能性の明確化 

b)必要な是正処置を明確にし、実施すること。  

c)講じた全ての是正処置の実効性の評価を行うこと。  

d)必要に応じ、計画において決定した保安活動の改善のために講じた措置を変更すること。 

e)必要に応じ、保安品質マネジメントシステムを変更すること。 

f)原子力の安全に及ぼす影響の程度が大きい不適合（単独の事象では原子力の安全に及ぼす影響の程度は小さいが、同様の事象

が繰り返し発生することにより、原子力の安全に及ぼす影響の程度が増大するおそれのあるものを含む。）に関して、根本的な

原因を究明するために行う分析の手順を確立し、実施すること。  

 

g)講じた全ての是正処置及びその結果の記録を作成し、これを管理すること。 

h)所長は、施設管理により得られた技術情報であって、保安の向上に資するために必要な技術情報について、他のウラン加工事

業者と共有する措置を基準に定める。環境安全部長は、その基準に従い必要な技術情報を共有する措置を講じる。  

i)所長は、加工施設の保安の向上を図る観点から、不適合の情報公開に関する基準を定める。業務管理部長は、その基準に従い

該当する不適合の内容を公開する。 

 

(2)所長は、上記第(1)項の各号に掲げる事項について、基準に定める。 

(3)環境安全部長は、上記第(2)項の基準に基づき、複数の不適合その他の事象に係る情報から類似する事象に係る情報を抽出し、
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(3) 保安に係る組織は、手順書等に基づき、複数の不適合その他の事象に係る情報から類似する事象に係る情報

を抽出し、その分析を行い、当該類似の事象に共通する原因を明確にした上で、適切な措置を講じる。 

 

 

 

 

 

(ﾇ) 未然防止処置 

(1) 保安に係る組織は、原子力施設その他の施設の運転経験等の知見を収集し、自らの組織で起こり得る不適合

（原子力施設その他の施設における不適合その他の事象が自らの施設で起こる可能性について分析を行った

結果、特定した問題を含む。）の重要性に応じて、次に掲げるところにより、適切な未然防止処置を講じる。 

(ⅰ) 起こり得る不適合及びその原因について調査すること。 

(ⅱ) 未然防止処置を講ずる必要性について評価すること。 

(ⅲ) 必要な未然防止処置を明確にし、実施すること。  

(ⅳ) 講じた全ての未然防止処置の実効性の評価を行うこと。 

(ⅴ) 講じた全ての未然防止処置及びその結果の記録を作成し、これを管理すること。 

 

 

 

  

(2) 保安に係る組織は、前項各号に掲げる事項について、手順書等に定める。 

 

その分析を行い、当該類似の事象に共通する原因を明確にし、各部長は、適切な措置を講じる。 

 

(4)各部長は、是正処置等の結果を所長に報告する。 

 

(5)所長は、是正処置等の実施状況の主なものを社長に報告する。 

 

8.5.3 未然防止処置 

(1)所長は管理責任者として、各部長に、原子力施設その他の施設の運転経験等の知見を収集し、自らの組織で起こり得る不適合（自

らの施設で起こる可能性について分析を行った結果、特定した問題を含む。）の重要性に応じて、次の a)～f)の各号に掲げると

ころにより、適切な未然防止処置を講じさせる。  

a)起こり得る不適合及びその原因について調査すること。  

b)未然防止処置を講ずる必要性について評価すること。 

c)必要な未然防止処置を明確にし、実施すること。   

d)講じた全ての未然防止処置の実効性の評価を行うこと。  

e)講じた全ての未然防止処置及びその結果の記録を作成し、これを管理すること。  

f)所長は、第 7.4.1(6)項に記載する調達物品等の技術情報及び第 7.1(1)項第 c)号に記載する施設管理により得られた技術情報で

あって、保安の向上に資するために必要な技術情報について、他のウラン加工事業者と共有する措置を基準に定める。環境安全

部長は、その基準に従い必要な技術情報を共有する措置を講じる。 

 

(2)所長は、上記第(1)項の各号に掲げる事項について、基準に定める。 

 

8.5.4 根本原因分析 

是正処置及び未然防止処置の一環として行う根本原因分析は次の(1)～(5)の各項に示すとおり実施する。 

(1)所長は、法令報告、保安規定違反、その他の不適合のうち所長が原子力の安全に重大な影響を与えると判断したものの是正処置

を行うため、根本原因分析を行う。 

 

(2)所長は、蓄積されている不適合等に関するデータ（上記第(1)項で根本原因分析を行った不適合を除く）を分析して（第 8.4(1)

項参照。）、起こり得る不適合の発生を防止する未然防止処置を行うため、必要に応じて根本原因分析を行う。 

 

(3)所長は、根本原因分析について、評価・改善に関する基準(表 1の関連条項 8.5.4 の欄に記載の文書参照。）に次の a)～c)の各

号に示す手順を含める。 

a)分析対象の決定 

b)中立性を考慮した分析チームの決定 

c)幅広い情報を活用する観点から、必要に応じ、当該事業所以外の要員の分析チームへの参加 

 

(4)所長は、分析チームの報告を尊重し、必要な対策を決定し、その実施計画を策定する。 

 

(5)所長は、根本原因分析の実施状況を社長に報告する。 
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設計及び工事に係るプロセスとその実績又は計画 
各
段
階 

設計、工事及び検査の業務フロー 実績（○） 
／ 

計画（△） 

実施内容 
（設計、工事及び検査に係る品質管理の方法等に関する活動の実施結果及び計画） 

当社 調達先 業務実績又は業務計画 関連する社内手順（1） 記録等 
設

計 
  ○ 

 
・設備所管部(2)は設計計画書*1 を作成し、必要に応じ設計会議を開

催し関係部門のレビューを受け、設備所管部長が承認する。設備

所管部(2)は、設備の要求仕様を検討して設備改造検討依頼書を作

成し、設備管理部へ設計を依頼し設備管理部長が承認する。設備

管理部が設備所管部の場合、設備の要求仕様を検討して設備改造

仕様書を作成し設備管理部長が承認する。 

 *1 件名、概略内容、設計管理グレード、関連部門、設計管理者等の管理体制及び

各種要員（社内認定した専門家及び設計者等を含む。）、概略工程（検証、レビュ

ー、妥当性確認を含む。）、審査承認等、設計・開発管理に関する事項を含む。 

・設計管理基準（基

保-021） 

・設計関連文書作成

要領（要保-283） 

・設計計画書 
・設備改造検討依頼

書 

・設備改造仕様書 

    ・設備管理部は、設備改造検討依頼書又は設備改造仕様書に基づき、

設計のインプットを明確にした要求品質確認表を作成する。 

・設計関連文書作成

要領（要保-283） 
・要求品質確認表 

    ・関係部門、当該設計に係る専門家及び核燃料取扱主任者は、要求

品質確認表について設計会議を開催してレビューし、設備所管部

長が要求品質確認表を承認する。 

・設計会議開催要領

（要保-242） 
・設計会議議事録 

    ・設備管理部は要求品質確認表に基づき、設計を実施する。 

・耐震解析を行う場合、現物調査の方法とその結果の検証方法等を

含む耐震計算手順書に従い、解析モデルの作成、耐震計算、計算

結果の検証を行い、結果を計算書として取りまとめる。 

 
・加工施設の設備に

係わる耐震計算要

領（要保-342） 

 
・耐震計算書 

       
    ・設備管理部は、購入仕様書を作成する。 

・業務管理部は、購入仕様書が関係部門の審査・承認を受けている

ことを確認し、注文書を作成する。 

・設備管理部は、製品又は役務が要求事項の通り完了しているかを

検査し、検収する。設備管理部長は、調達した製品又は役務が規

定した調達要求事項を満たしていることを承認する。 

・調達管理基準（基

保-022） 

・調達管理要領（要

保-095） 

・購入仕様書 
・注文書 
 
・購入仕様書で定め

た成果物 

 
    ・設備管理部は、設計結果をとりまとめて設計報告書を作成する。 

 

・設計関連文書作成

要領（要保-283） 
・設計報告書 

(1) 基準（２次文書）と要領（３次文書）の関係を別表１に示す。(2) 本申請に係る加工施設とそれらを所管する設備所管部の関係を別表２に示す。 

設計計画の作成

と要求仕様の明

確化 

設計の実施 
設計に係る調達

管理の実施 
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各
段
階 

設計、工事及び検査の業務フロー 実績（○） 
／ 

計画（△） 

実施内容 
（設計、工事及び検査に係る品質管理の方法等に関する活動の実施結果及び計画） 

当社 調達先 業務実績又は業務計画 関連する社内手順（1） 記録等 
設

計 
 
 

 ○ ・関係部門、当該設計に係る専門家及び核燃料取扱主任者は、設計

報告書について設計会議を開催してレビューし、設備所管部長が

設計報告書を承認する。 

 

・設備所管部(2)は設計報告書を添付して設計完了通知書を作成し、

設備所管部長が承認する。 

 

・設備管理部及び環境安全部は、設計結果に基づき設工認申請書を

作成し、核燃料安全委員会*1の審議を受ける。 

・社長が設工認申請書を承認し、環境安全部が原子力規制委員会に

申請する。 

*1 核燃料物質の加工に関する保安を確保するための事項について審議する委員会 

 

 

 

・設計会議開催要領

（要保-242） 

 

 

・設計関連文書作成

要領（要保-283） 

 

・設工認申請要領（要

保-250） 

・核燃料安全委員会

基準（基保-004） 

・加工施設に関する

申請書等の作成・

審査・承認の要領 

(要保-333) 

・設計会議議事録 
 
 
 
・設計完了通知書 
 
 
・設工認申請書 
 
 
 
 
 
 
 

工

事

及

び

検

査 

  △ 
 

・設工認申請の認可後、環境安全部長は「原子力規制庁からの加工

施設の許認可事項に係わる発給文書の通知書兼対応指示」*2 を発

行する。 

*2 許認可を受けて次工程に進める場合の手続きを明確化したもの。 

 

 

・設備管理部は、工事を実施するにあたり、（工事）作業計画*3を作

成し、核燃料安全委員会の審議を受け、所長の承認を受ける。 

 *3 工事内容、作業責任者等の管理体制及び各種要員（協力会社を含む。）を明確

にした作業体制表、社内の専門家による審査等の関与、読み合せ教育、他設備等

への保安上の影響有無の確認、その他安全措置等、工事監理に関する事項を含む。 

 

 

・加工施設の許認可

事項に係わる原子

力規制庁発給文書

の通知・対応指示

要領（要保-345) 

 

・補修及び改造基準

（基保-018）  
・作業計画作成要領

（要保-012） 

・原子力規制庁から

の加工施設の許

認可事項に係わ

る発給文書の通

知書兼対応指示 
 
・（工事）作業計画 
 

(1) 基準（２次文書）と要領（３次文書）の関係を別表１に示す。(2) 本申請に係る加工施設とそれらを所管する設備所管部の関係を別表２に示す。 

設工認申請 

工事計画策定 
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各
段
階 

設計、工事及び検査の業務フロー 実績（○） 
／ 

計画（△） 

実施内容 
（設計、工事及び検査に係る品質管理の方法等に関する活動の実施結果及び計画） 

当社 調達先 業務実績又は業務計画 関連する社内手順（1） 記録等 
工

事

及

び

検

査 

  △ ・設備管理部は、購入仕様書を作成し、業務管理部は、調達先への

要求事項が妥当であることについて購入仕様書が関係部門の審

査・承認を受けていることを確認し、注文書を作成する。 

・設備管理部は、製品又は役務が要求事項の通り完了しているかを

検査し、合格すれば検収する。設備管理部長は、調達した製品又

は役務が規定した調達要求事項を満たしていることを承認する。 

 

・設備管理部は、作業完了届を作成し、所長が承認する。 
 
 

・調達管理基準（基

保-022） 

・調達管理要領（要

保-095） 

 

 

 

・作業計画作成要領

（要保-012） 

・購入仕様書 
・注文書 
 
・購入仕様書で定め

た成果物 
 
 
・作業完了届 
 

   

    ・環境安全部は、使用前確認申請書を作成し、核燃料安全委員会の

審議を受ける。 

・所長が使用前確認申請書を承認し、環境安全部が原子力規制委員

会に申請する。 

 

・核燃料安全委員会

基準（基保-004） 

・加工施設に関する

申請書等の作成・

審査・承認の要領 

(要保-333) 

・使用前確認申請書 

 

 
 

  ・設備所管部(2)は、検査実施体制、検査項目及び判定基準、検査手

順等を決定し、使用前事業者検査を行うため、使用前事業者検査

要領を作成し、検査責任者が承認する。検査実施体制の要件とし

て、検査を実施する者の独立性を確保する。 

 

・使用前事業者検査

及び使用前確認対

応要領（要保-368） 

・使用前事業者検査

要領 
 

    ・設備所管部は、検査を実施する者の独立性を確保した体制を整え、

使用前事業者検査要領に基づき当該設備が正常に機能すること

を検査、試験等により確認し、使用前事業者検査記録を作成する。

検査実施責任者は、使用前事業者検査記録を確認し、合否判定を

行う。検査責任者は、それを承認し、核燃料取扱主任者の確認を

受ける。 

 

・使用前事業者検査

及び使用前確認対

応要領（要保-368） 

・使用前事業者検査

記録 

(1) 基準（２次文書）と要領（３次文書）の関係を別表１に示す。(2) 本申請に係る加工施設とそれらを所管する設備所管部の関係を別表２に示す。 

適合確認検査の

計画 

使用前確認申請 

適合確認検査の

実施（妥当性確

認） 

本工事計画に基

づく工事の実施 

工事に係る調達

管理の実施 



 

5
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各
段
階 

設計、工事及び検査の業務フロー 実績（○） 
／ 

計画（△） 

実施内容 
（設計、工事及び検査に係る品質管理の方法等に関する活動の実施結果及び計画） 

当社 調達先 業務実績又は業務計画 関連する社内手順（1） 記録等 
工

事

及

び

検

査 

  △ ・設備所管部(2)は、使用前事業者検査と同様の体制で、使用前確認

を受ける。 
 
・使用前確認証の交付後、環境安全部長は「原子力規制庁からの加

工施設の許認可事項に係わる発給文書の通知書兼対応指示」を発

行する。 

 

 

 

・設備所管部は、加工施設使用開始の許可申請を行い、所長が許可

する。 

 
 
・設備管理部は、設備引渡通知書を作成し、設備所管部長が承認す

る。 
 
・核燃料物質等を使用した試運転等が必要な場合、設備所管部は、

（工事）作業計画を作成し、核燃料安全委員会の審議を受け、所

長の承認を受ける。 

・設備所管部長は、設備の試運転等を完了した後、作業完了届を作

成し、所長が承認する。 

・使用前事業者検査

及び使用前確認対

応要領（要保-368） 
・加工施設の許認可

事項に係わる原子

力規制庁発給文書

の通知・対応指示

要領（要保-345) 

 

・加工施設の新規制

基準適合確認に関

する管理要領（要

保-343) 

・設備の試運転及び

引継ぎ要領（要保

-137） 

・作業計画作成要領

（要保-012） 

・使用前確認証 
 
 
・原子力規制庁から

の加工施設の許

認可事項に係わ

る発給文書の通

知書兼対応指示 
 

・加工施設使用開始

許可申請書（兼許

可書） 
 
・設備引渡通知書 
 
 
・（工事）作業計画 
 
 
・作業完了届 

    ・設備所管部長は、操作員等の必要な力量を明確にするため、加工

施設の操作に関する習得すべき事項を作業標準、作業手順書等に

あらかじめ定めておき、OJT（オンザジョブトレーニング）等に

より習得すべき事項に関する知識教育及び実技訓練を実施する。 

・教育訓練基準（基

保-007） 

・OJT 実施報告書 

(1) 基準（２次文書）と要領（３次文書）の関係を別表１に示す。(2) 本申請に係る加工施設とそれらを所管する設備所管部の関係を別表２に示す。 
 

適合確認検査の

実施（妥当性確

認） 
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別表１ 基準（２次文書）と要領（３次文書）の関係 

基準（２次文書） 要領（３次文書） 

・設計管理基準（基保-021） ・設計関連文書作成要領（要保-283） 

・設計会議開催要領（要保-242） 

・加工施設の設備に係わる耐震計算要領（要保-342） 

・設工認申請要領（要保-250） 

・設備の試運転及び引継ぎ要領（要保-137） 

・加工施設の新規制基準適合確認に関する管理要領（要保-343) 

・加工施設の許認可事項に係わる原子力規制庁発給文書の通知・対応指

示要領（要保-345) 

・調達管理基準（基保-022） ・調達管理要領（要保-095） 

・補修及び改造基準（基保-018） ・作業計画作成要領（要保-012） 

・使用前事業者検査及び使用前確認対応要領（要保-368） 

・核燃料安全委員会基準（基保-004） ・加工施設に関する申請書等の作成・審査・承認の要領（要保-333） 

・教育訓練基準（基保-007） ― 
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付属書類４ 外部火災・爆発による損傷の防止に関する説明書 
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１．はじめに 

加工事業変更許可申請書では、「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」（以下「外部火災ガイ

ド」という。）を参考とし、加工施設敷地内外での火災・爆発を想定し、加工施設の建物の健全性

を確認し、森林火災、近隣工場等の火災・爆発の影響評価を行い、加工施設の建物に影響のないこ

とを示した。 

ここで、敷地内の高圧ガス貯蔵施設のうち、ボンベ置場(1)及び第１高圧ガス貯蔵施設（液化ア

ンモニアタンク）については、事業変更許可申請書において、移設予定の概略的な位置で評価を行

い、加工施設の建物に影響のないことを示していた。 

本資料では、ボンベ置場(1)、高圧ガス貯蔵施設の詳細な設置位置を確定させたため、表４－１

に示す評価内容及び評価項目について、確定した位置における評価結果を説明するものである。 

 

表４－１ 外部火災の影響評価の内容 

外部火災の種別 防護対象施設 想定火災・爆発源 評価項目 

加工事業変更許

可申請書の評価

からの変更有無 

森林火災 第１加工棟 敷地内西側の竹林 

敷地外南側のＢ事業所敷地内

の雑木林 

危険距離 なし 

外壁温度 なし 

火炎到達時間 なし 

近隣工場等

の火災・爆発 

火災 

 

第１加工棟 

 

敷地外の石油コンビナート 

敷地外の危険物施設 

敷地外の燃料輸送車両 

敷地内の危険物施設 

敷地内の燃料輸送車両 

危険距離 あり 

外壁温度 なし 

爆発 敷地外の燃料輸送車両 

敷地内の高圧ガス貯蔵施設 

敷地内の高圧ガス運搬車両 

危険限界距離 

 

なし 

航空機落下火災 ― 敷地内外への航空機落下 

（敷地内外の危険物施設との

重畳を含む。） 

外壁温度 本申請に係る建

物は対象外 

 

評価においては、以下に示す保守的な条件とした。 

・加工施設と火災源となる各施設との間には、建物等の障壁が存在するが、評価では考慮しない。 

・火災源となる各施設の安全対策は考慮せず、貯蔵されている可燃物やガスが全て火災・爆発に

寄与するものとする。 

・外壁温度の計算においては、除熱を考慮しない。 

・予備的放水等の人的対策は期待しない。 

 

２．森林火災の影響評価 

森林火災の影響評価については、加工事業変更許可申請書の記載から変更はない。 

 

２．１ 影響評価 

想定火災源と防護対象施設の位置関係を図４－２－１に示す。想定する火災源は、防護対象施

設に対して保守的な評価となるように以下の条件とした。 

(1)発火点は、加工施設敷地内の竹林及び隣接南側Ｂ事業所敷地内北側の道路沿いの敷地境界の
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①敷地内の竹林は、現地調査の結果、桜、竹の混合林であることを確認した。外部火災ガイ

ド附属書Ａで引用している文献を参考に保守的に常緑広葉樹（10 種）のパラメータを用

いて評価した。 

②Ｂ事業所の雑木林は、シイ、カシが主な植生であることを確認した。外部火災ガイド附属

書Ａで引用している文献を参考に保守的に常緑広葉樹（10 種）のパラメータを用いて評

価した。 

b.地形 

①敷地内の竹林は、想定する火炎延焼経路においては下り傾斜（約 30°）であることを確

認した。保守的に評価するために敷地の傾斜角を発火点から延焼経路方向に向けて上向き

に 5°とした。 

②隣接南側Ｂ事業所の雑木林は、想定する火炎延焼経路においてはほぼ平坦であることを確

認した。保守的に評価するために敷地の傾斜角を発火点から延焼経路方向に向けて上向き

に 5°とした。 

c.気象 

森林火災の火災形態については、土地の利用状況、地形、気象条件（風向・風速、気温、

湿度等）に大きく依存することから、これらを可能な限り考慮した評価とするため、森林火

災の火炎は円筒火災をモデルとし、気象条件として風速を考慮した。 

評価には、加工施設敷地近傍の熊取気象官署の過去 10 年間（2006 年から 2015 年）の観

測データを調査し、最大風速である 17 m/s を採用した。 

なお、本評価において Rothermel の延焼速度予測モデルを用いるが、Rothermel モデルで

は、燃焼中の森林上空の風速値をそのまま用いることはできず、地形及び樹林の影響で上空

の風速よりも遅くなり、尾根・斜面上部では 0.4 倍、斜面中央部では 0.3 倍(1)、斜面下部・

谷では 0.2 倍を上空の風速値に乗じることとしている。このため、地形及び植生を考慮し、

火炎中央部の高さの風速は最大風速を 0.3 倍(1)した 5.1 m/s を用いた。 

 

(1) 後藤義明 他”日本で発生する山火事の強度検討－Rothermel の延焼予測モデルを用いた Byram の火線

強度の推定－” 日林誌 87(3)2005 

 

(2)地表火の評価 

地表火の評価においては、外部火災ガイド附属書Ａ及び FARSITE で使用されている以下の式

を用いて、延焼速度、火線強度、単位面積当たりの熱量、火炎輻射強度（反応強度）及び火炎

長を評価した。各評価式で必要となるパラメータは外部火災ガイド附属書Ａに基づき文献調査、

実地調査等により設定した。 

地表火の評価に用いたパラメータを表４－２－２に、評価結果を表４－２－３に示す。 

 

○延焼速度（m/min）：R  

R ൌ
଺଴୍౎ξሺଵାΦｗାΦｓሻ

ρ
ｂ
ε୕౟ౝ

                  ・・・（式２－１） 

IR ：火炎輻射強度（kW/m2） 

ξ ：反応強度のうち隣接可燃物の加熱に使われる割合 

Φw ：風速係数（－） 
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Φs ：傾斜角係数（－） 

ρb ：可燃物の堆積密度（kg/m3） 

ε ：着火温度まで加熱される可燃物の割合 

Ｑig ：可燃物が着火するのに必要な熱量（kJ/kg） 

Q୧୥ ൌ 581 ൅ 2594M୲ （Ｍt：可燃物の含水比） 

○火線強度（kW/m）：IB 

I୆ ൌ
୍౎ሺଵଶ.଺ୖሻ

σ
                     ・・・（式２－２） 

σ ：可燃物の表面積／体積比（cm-1） 

○火炎長（m）：Lf 

L୤ ൌ 0.0775I୆
଴.ସ଺                    ・・・（式２－３） 

○単位面積当たりの熱量（kJ/m2）：HA 

H୅ ൌ Iୖ
଺଴

ୖ
                      ・・・（式２－４） 

○火炎輻射強度（反応強度）（kW/m2）：IR 

Iୖ ൌ
ଵ

଺଴
Γ’ｗ

ｎ
hη

୑
η

ୗ
                ・・・（式２－５） 

Γ’ ：理想熱分解速度（1/min） 

wn  ：可燃物単位面積当たりの乾燥重量（kg/m3） 

h   ：発熱量（kJ/kg） 

ηM  ：可燃物中の水分による熱分解速度減少係数（－） 

ηS ：可燃物中の無機物による熱分解速度減少係数（－） 

 

表４－２－２ 地表火の評価に用いたパラメータ(1) 

項目 記号 単位 数値 

反応強度のうち隣接可燃物の加熱に使われる割合 

風速割合 

傾斜角係数 

可燃物の堆積密度 

着火温度まで加熱される可燃物の割合 

可燃物が着火するのに必要な熱量 

可燃物の表面積/体積比 

理想熱分解速度 

可燃物単位面積当たりの乾燥重量 

発熱量 

可燃物中の水分による熱分解速度減少係数 

可燃物中の無機物による熱分解速度減少係数 

ξ 

Φw 

Φs 
ρb 
ε 

Ｑig 
σ 

Γ’ 

wn 
H 

ηM 
ηS 

 

 

 

kg/m3 

 

kJ/kg 

cm-1 

1/min 

kg/m3 

kJ/kg 

0.314 

25.29 

0.092 

28.6 

0.941 

607 

74.9 

1.722 

0.938 

18789 

0.883 

0.321 

(1) 後藤義明 他”日本で発生する山火事の強度検討－Rothermel の延焼予測モデルを用いた

Byram の火線強度の推定－” 日林誌 87(3)2005 

 

表４－２－３ 地表火の評価結果 

項目 記号 単位 数値 

延焼速度 

火線強度 

火炎長 

単位面積当たりの熱量 

火炎輻射強度（反応強度） 

R 

IB 
Lf 
HA 

IR 

m/min 

kW/m 

m 

kJ/m2 

kW/m2 

4.36 

105 

0.66 

1445 

143 
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(3)樹冠火の評価 

樹冠火の評価においては、以下に示す FARSITE で使用されている式(2)を用いて、火線強度を

評価した。それ以外の延焼速度、火炎長、単位面積当たりの熱量及び火炎輻射強度については、

地表火と同様の式を用いて評価した。 

樹冠火の評価に用いたパラメータを表４－２－４に、評価結果を表４－２－５に示す。 

 

○樹冠火の火線強度（kW/m）：Ic 

Iୡ ൌ 300 ቀ
୍ా

ଷ଴଴ୖ
൅ CBF・CBDሺH െ CBHሻቁR             ・・・（式２－６） 

ＩB ：火線強度（kW/m） 

I୆ ൌ
୦୵ୖ

଺଴
                        ・・・（式２－７） 

h ：可燃物の燃焼熱（kJ/kg） 

w ：単位面積当たりの燃料量（kg/m2） 

R ：延焼速度（m/min） 

CBF：樹冠燃焼率（－） 

CBD：樹冠の充填密度（kg/m3） 

H ：樹木高さ（m） 

CBH：樹冠までの高さ（m） 

(2) Mark A.Finney”FARSITE:Fire Area Simulator - Model Development and Evaluation”, USDA For. 

Serv.Res.Pap.RMRS-RP-4 Revised, March 1988, revised February 2004 

 

表４－２－４ 樹冠火の評価に用いたパラメータ 

項目 記号 単位 数値 

可燃物の燃焼熱 

単位面積当たりの燃料量 

樹冠燃焼率 

樹冠の充填密度 

樹木高さ 

樹冠までの高さ 

h 

w 

CFB 
CBD 
H 

CBH 

kJ/kg 

kg/m2 

 

kg/m3 

m 

m 

18000 

2.2 

1 

0.2 

10 

3.5 

 

表４－２－５ 樹冠火の評価結果 

項目 記号 単位 数値 

延焼速度 

火線強度 

火炎長 

単位面積当たりの熱量 

火炎輻射強度（反応強度） 

R 

IB 
Lf 
HA 

IR 

m/min 

kW/m 

m 

kJ/m2 

kW/m2 

4.36 

4575 

3.74 

39600 

3925 

 

(4)形態係数、輻射強度等の評価 

防護対象施設の外壁温度を評価するために、外部火災ガイド附属書Ａに従い輻射強度を評価

した。発火点からの延焼を考慮し、地表火及び樹冠火の評価結果から、以下の式を用いて燃焼

半径、円筒火炎モデル数、形態係数及び燃焼継続時間を評価した。ここで形態係数及び輻射強

度の評価の考え方については、図４－２－２のとおりである。 

 

 

 



 

721 

○燃焼半径（m）：Rr 

R୰ ൌ
୐౜
ଷ
                        ・・・（式２－８） 

Lf：火炎長（m） 

○円筒火炎モデル数：F 

F ൌ
୛

ଶୖ౨
                        ・・・（式２－９） 

W：火炎到達幅（m） 

○形態係数：Φi 

Φ୧ ൌ
1
πn

tanିଵ ൬
m

√nଶ െ 1
൰＋

m
π
ቐ
ሺA െ 2nሻ

n√AB
tanିଵ ቎ඨ

Aሺn െ 1ሻ

Bሺn ൅ 1ሻ
቏ െ

1
n

tanିଵ ቎ඨ
ሺn െ 1ሻ
ሺn ൅ 1ሻ

቏ቑ 

m ൌ
L୤
R୰
＝3、n ൌ

L୧
R୰
、A＝ሺ1 ൅ nሻଶ＋mଶ、B＝ሺ1 െ nሻଶ＋mଶ 

                     ・・・（式２－１０） 

Φi ：各火炎モデルの形態係数（－） 

Li：離隔距離（m） 

Lf：火炎長（m） 

Rr：燃焼半径（m） 

Φ୲ ൌ ሺΦ୧＋Φ୧＋ଵ＋Φ୧＋ଶ＋･･･ሻ               ・・・（式２－１１） 

Φt：各円筒火炎モデルの形態係数を合計した値 

○輻射強度（W/m2）：E 

E ൌ R୤・Φ୲                        ・・・（式２－１２） 

Rf：火炎輻射発散度（W/m2） 

RfൌIRൈ0.371 

○燃焼継続時間（s）：t 

t ൌ
ୌఽ

୍౎
                          ・・・（式２－１３） 

HA：単位面積当たりの熱量（kJ/m2） 

IR：火炎輻射強度（反応強度）（kW/m2） 

 

 

 

 

 

① 円筒火炎モデルを並べた火炎幅が発火点

から延焼速度で建物に迫る。 

 

② 竹林、雑木林境界に到達後、両方向に延

焼する。燃焼時間経過後に円筒火炎モデ

ル一つ分ずつ延焼していく。 

 

 

 

 

図４－２－２ 形態係数及び輻射強度の評価の考え方 

建物 
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(5)森林火災の影響評価 

a.外壁温度の評価 

外壁温度は、輻射強度、形態係数及び燃焼時間で加工施設外壁が昇温されるものとして、

一次元非定常熱伝導方程式の解である半無限物体における表面での対流による放熱を考慮

する境界条件の場合の以下の式を用いて、外壁の温度を評価した。 

Ｔ ൌ T଴＋ ൬
𝐸
𝛼
൰ ൤൬1 െ 𝑒𝑟𝑓 ൬

𝜒

2√𝜅𝑡
൰൰ െ 𝑒𝑥𝑝 ቆ

𝛼
𝜆
𝜒＋

𝛼ଶ

𝜆ଶ
𝜅𝑡ቇ ൬1 െ 𝑒𝑟𝑓 ൬

𝜒

2√𝜅𝑡
＋
𝛼
𝜆
√𝜅𝑡൰൰൨ 

                           ・・・（式２－１４） 

（参考資料：伝熱工学 東京大学出版会） 

 

防護対象施設の外壁の初期温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃とし、評価した結

果を表４－２－６に示す。外壁外面温度は許容温度（200 ℃）を下回り、問題ないことを確

認した。（コンクリート壁の許容温度については事業許可申請書別添５ﾘ(ｲ）－７による) 

 

表４－２－６ 森林火災による外壁温度の評価結果 

防護対象施設 

想定火災源 

敷地内竹林 南側Ｂ事業所雑木林 

離隔距離 外壁外面温度(1) 離隔距離 外壁外面温度(1) 

第１加工棟 65 m 50.0 ℃ 60 m 50.5 ℃ 

 (1) 初期温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃とした。 

 

b.火炎の到達時間及び危険距離の評価 

防護対象施設に対する敷地内竹林による延焼について、火炎の到達時間の評価結果は 3.4

分であった。また隣接南側Ｂ事業所の雑木林による延焼について、火炎の到達時間の評価結

果は 22.9 分であった。万一、森林火災が発生し、防護対象施設に火災が接近した場合であ

っても、前述の評価結果より、外壁温度の上昇はほとんどない。 

敷地内西側の竹林火災の危険距離は、外部火災ガイド附属書Ａの「Alexander and Fogarty 

の手法（風上に樹木がない場合）」を用いて、火線強度から火炎の防火帯突破確率 1％の値

を設定し評価した。その結果、必要な危険距離は、表４－２－７の相関関係より、最大火線

強度は地表火の 105 kW/m 相当の 6.2 m である。防護対象施設である第１加工棟からの離隔

距離は 65ｍあることから、必要な離隔距離が確保できている。 

また、隣接南側Ｂ事業所の雑木林の火災の危険距離は、外部火災ガイド附属書Ａの

「Alexander and Fogarty の手法（風上に樹木がある場合）」を用いて、火線強度から火炎

の防火帯突破確率 1％の値を設定し評価した。その結果、必要な危険距離は、表４－２－８

の相関関係より、最大火線強度は 4680 kW/m（地表火 105 kW/m＋樹冠火 4575 kW/m）相当の

19.9 m である。防護対象施設である第１加工棟からの離隔距離は 60ｍあることから、必要

な離隔距離が確保できている。 

以上から森林火災により第１加工棟の外壁が破損するおそれがないことを確認した。 
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表４－２－７ 風上に樹木がない場合の火線強度と最小防火帯幅の関係 

（火炎の防火帯突破確率 1％）(1) 

火線強度( kW/m ) 500 1000 2000 3000 4000 5000 10000 15000 20000 25000 

防火帯幅( m ) 6.2 6.4 6.7 7.1 7.4 7.8 9.5 11.3 13.1 14.8 

(1) 外部火災ガイド附属書Ａ 

 

表４－２－８ 風上に樹木がある場合の火線強度と最小防火帯幅の関係 

（火炎の防火帯突破確率 1％）(1) 

火線強度( kW/m ) 500 1000 2000 3000 4000 5000 10000 15000 20000 25000 

防火帯幅( m ) 16 16.4 17.4 18.3 19.3 20.2 24.9 29.7 34.4 39.1 

(1) 外部火災ガイド附属書Ａ 

 

３．近隣工場等の火災・爆発による影響評価 

３．１ 敷地外の危険物施設の火災の影響評価 

敷地外の危険物施設の火災の影響評価については、加工事業許可変更申請書に示した離隔距離

に変更はなく、敷地外の危険物施設の火災の影響評価の結果に変わりはない。 

 

(1)離隔距離及び貯蔵数量の調査結果 

敷地近隣の危険物（敷地外の石油コンビナート等、敷地外の危険物施設）を調査した。敷地

外の石油コンビナート等と本加工施設の位置関係を図４－３－１に示す。また、貯蔵されてい

る危険物の種類、貯蔵数量、本加工施設との離隔距離について調査した結果を表４－３－１及

び表４－３－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３－１ 敷地外の石油コンビナート等と本加工施設の位置関係 

 

表４－３－１ 敷地外の石油コンビナート等の調査結果 

石油コンビナート等 

（想定火災源） 
種類 

設定した 

危険物 
貯蔵数量 

(m3) 
防護対象施設 

離隔距離 

(m) 

関西国際空港地区 航空機燃料 JetA-1(1) 200000 第１加工棟 9100 

(1) 大型民間航空機の燃料を設定した。  

 

関西国際空港地区 

岬地区 

本加工施設 

約 9.1 km 
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V：貯蔵数量（m3） 

R：燃焼半径（m） 

v：燃焼速度（m/s） 

M：質量低下速度（kg/(m2・s）） 

ρ：密度（kg/m3） 

 

表４－３－３ 燃焼半径、形態係数、輻射強度及び燃焼継続時間の評価結果 

石油コンビナート等（想定火災源） 関西国際空港地区 

設定した危険物 JetA-1 

燃料タンク投影面積(m2) 80000 (4) 

燃焼半径(m) 159.6 

輻射発散度(W/m2)(1) 5.0×104 

形態係数 5.94×10-4 

輻射強度(W/m2) 29.7 

質量低下速度(kg/(m2・s))(2) 0.039 

燃料密度(kg/m3)(3) 840 

燃焼継続時間(h) 14.96 

(1) 外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより 

(2) NUREG-1805 より 

(3) ASTM D1655-12a より 

(4) 消防法で定められた最大の防油堤内で燃焼すると仮定した。 

 

表４－３－４ 燃焼半径、形態係数、輻射強度及び燃焼継続時間の評価結果 

危険物施設 

（想定火災源） 

A-1/A 事業所 

屋内貯蔵所 

A-2/A 事業所 

屋内貯蔵所 

A-3/A 事業所 

屋内貯蔵所 

A-4/A 事業所 

屋内貯蔵所 

A-5/A 事業所 

屋内貯蔵所 

A-6/A 事業所 

屋内貯蔵所 

設定した危険物 重油 ガソリン エタノール 重油 メタノール 灯油 

燃料タンク投影面積 

(m2) 

1.3 (3) 3.8 (3) 4.7 (3) 5.2 (3) 0.8 (3) 1.7 (3) 

燃焼半径 

(m) 

0.65 1.10 1.22 1.29 0.50 0.73 

輻射発散度 

(W/m2)(1) 

2.3×104 5.8×104 1.2×104 2.3×104 9.8×103 5.0×104 

防護対象施設 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 

形態係数 

 

2.99×10-5 9.02×10-5 1.07×10-4 1.16×10-4 8.45×10-5 5.42×10-5 

輻射強度 

(W/m2) 

0.69 5.23 1.29 2.67 0.83 2.71 

質量低下速度 

(kg/(m2・s）)(2) 

0.035 0.055 0.015 0.035 0.017 0.039 

燃料密度 

(kg/m3)(2) 

1000 740 794 1000 796 820 

燃焼継続時間 

(h) 

7.14 3.36 13.2 7.14 11.7 5.26 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

726 

表４－３－４ 燃焼半径、形態係数、輻射強度及び燃焼継続時間の評価結果（続き） 

危険物施設 

（想定火災源） 

A-7/A 事業所 

屋内貯蔵所 

A-8/A 事業所 

屋内タンク

貯蔵所 

B/B 事業所 

一般取扱所 

C/C 事業所 

給油取扱所 

D/D 事業所 

給油取扱所 

E/E 事業所 

給油取扱所 

設定した危険物 重油 重油 軽油 ガソリン 軽油 軽油 

燃料タンク投影面積 

(m2) 

22.2(3) 2.9 16.6 (4) 30.3 (5) 14.7 (4) 10.7 (4) 

燃焼半径 

(m) 

2.66 0.96 2.30 3.10 2.16 1.84 

輻射発散度 

(W/m2)(1) 

2.3×104 2.3×104 4.2×104 5.8×104 4.2×104 4.2×104 

防護対象施設 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 

形態係数 

 

4.03×10-4 2.04×10-5 4.85×10-4 5.94×10-4 6.10×10-5 2.09×10-5 

輻射強度 

(W/m2) 

9.3 0.5 20 35 3.5 0.9 

質量低下速度 

(kg/(m2・s）)(2) 

0.035 0.035 0.044 0.055 0.044 0.044 

燃料密度 

(kg/m3)(2) 

1000 1000 918 740 918 918 

燃焼継続時間 

(h) 

7.14 16.48 8.69 7.47 8.69 8.69 

(1) 外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより 

(2) NUREG-1805 より 

(3) 複数のドラム缶等で貯蔵しているため、高さ 0.9 m のタンクを仮定した。 

(4) 地下貯蔵タンクの構造例の 30 kL タンク内径 2.1 m より高さ 1.5 m のタンクを仮定した。 

(5) 地下貯蔵タンクの構造例の 50 kL タンク内径 2.65 m より高さ 2.0 m のタンクを仮定した。 

 

(5)防護対象施設の危険距離及び外壁温度の評価結果 

危険距離は外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより輻射発散度、NUREG-1805 より質量低下速

度及び燃料密度を設定して評価した。また、外壁温度は式２－１４を用い、防護対象施設の外

壁の初期温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃として評価した。結果を表４－３－５及

び表４－３－６に示す。 

評価の結果、防護対象施設の外壁温度は許容温度（200 ℃）を下回り、敷地外の危険物施設

の火災により第１加工棟の外壁が破損するおそれがないことを確認した。 

 

表４－３－５ 敷地外の石油コンビナート等の火災による危険距離及び外壁温度の評価結果 

石油コンビナート等 

(想定火災源) 

設定した 

危険物 
防護対象施設 

離隔距離 

(m) 

危険距離 

(m) 

外壁外面の温度 

(℃)(1) 

関西国際空港地区 JetA-1 第１加工棟 9100 841 51.4 

(1) 初期温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃とした。 
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表４－３－６ 敷地外の危険物施設の火災による危険距離及び外壁温度の評価結果 

危険物施設 

(想定火災源) 

設定した 

危険物 
防護対象施設 

離隔距離 

(m) 

危険距離 

(m) 

外壁外面の温度 

(℃)(1) 

A-1 A 事業所 屋内貯蔵所 重油 第１加工棟 165 2.0 50.0 

A-2 A 事業所 屋内貯蔵所 ガソリン 第１加工棟 160 5.5 50.2 

A-3 A 事業所 屋内貯蔵所 エタノール 第１加工棟 163 2.3 50.1 

A-4 A 事業所 屋内貯蔵所 重油 第１加工棟 166 3.9 50.1 

A-5 A 事業所 屋内貯蔵所 メタノール 第１加工棟 75 0.8 50.0 

A-6 A 事業所 屋内貯蔵所 灯油 第１加工棟 137 3.6 50.1 

A-7 A 事業所 屋内貯蔵所 重油 第１加工棟 184 7.9 50.4 

A-8 A 事業所 屋内タンク貯蔵所 重油 第１加工棟 294 3.1 50.0 

B B 事業所 一般取扱所 軽油 第１加工棟 145 11 50.9 

C C 事業所 給油取扱所 ガソリン 第１加工棟 177 17 51.5 

D D 事業所 給油取扱所 軽油 第１加工棟 383 12 50.2 

E E 事業所 給油取扱所 軽油 第１加工棟 558 8.4 50.0 

(1) 初期温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃とした。 

 

３．２ 敷地外の燃料輸送車両の火災の影響評価 

敷地外の燃料輸送車両の火災の影響評価については、加工事業許可変更申請書に示した離隔距

離に変更はなく、敷地外の燃料輸送車両の火災の影響評価の結果に変更はない。 

加工施設の近隣道路において発生することが想定される燃料輸送車両の火災が発生した場合

の防護対象施設への影響評価を行った。 

 

(1)タンクローリー（ガソリン）の火災の想定の条件 

想定する火災は、防護対象施設に対して保守的な評価となるように以下の条件を想定した。

防護対象施設と想定火災源の位置関係を図４－３－２に示す。 

a.最大規模のタンクローリーが加工施設敷地周辺道路（敷地の南側道路）で、走行中に火災が

発生することを想定し、南側道路から防護対象施設までの距離を離隔距離とした。 

b.燃料積載量は輸送車両の中で敷地南側道路を走行できる車両重量 25 t 規模のものとして、

15.3 t とし、燃料を満載した状態を想定した。 

c.輸送燃料は、ガソリンとした。 

d.加工施設敷地境界の道路での燃料輸送車両の全面火災を想定した。 

e.気象条件は無風とした。 

f.火災は円筒火炎モデルとし、火炎の高さは燃焼半径の 3倍とした。 
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R ൌ ඨ
18.0
π

ൌ 2.39ሺmሻ 

 

(5)形態係数及び輻射強度の評価 

形態係数及び火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は、式２－１０及び式２－

１２により評価した。計算結果を表４－３－８に示す。 

 

表４－３－８ 形態係数及び輻射強度の評価結果 

防護対象施設 離隔距離(m) 形態係数(－) 輻射強度(kW/m2) 

第１加工棟 47 5.06×10-3 0.3 

 

(6)燃焼継続時間の評価 

燃焼継続時間は、式３－２により評価した。 

燃料継続時間の計算結果は以下のとおりとなった。 

t ൌ
15300

π・2.39ଶ・0.055
＝15502ሺsሻ＝4.31ሺhሻ 

 

(7) 防護対象施設の危険距離及び外壁温度の評価結果 

危険距離は外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより輻射発散度、NUREG-1805 より質量低下速

度及び燃料密度を設定して評価した。また、外壁温度は、式２－１４を用いて、外壁の温度を

評価した。ここで、防護対象施設の外壁の初期温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃と

している。評価結果を表４－３－９に示す。 

評価の結果、想定火災源からの距離（敷地南側道路との離隔距離）は、危険距離以上あり、

防護対象施設の外壁温度は許容温度（200 ℃）を下回ることから、敷地外の燃料輸送車両の火

災により第１加工棟の外壁が破損するおそれがないことを確認した。 

 

表４－３－９ 敷地外の燃料輸送車両の火災による危険距離及び外壁温度の評価結果 

想定火災源 種類 防護対象施設 離隔距離(m) 危険距離(m)(1) 外壁外面の温度(℃)(2) 

燃料輸送車両 

（敷地南側道路） 
ガソリン 第１加工棟 47 12.4 61.4 

(1) 外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより輻射発散度、NUREG-1805 より質量低下速度及び燃料密度を設定して評価し

た。 

(2) 初期温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃とした。 

 

３．３ 敷地外の燃料輸送車両（プロパンガス）の爆発の影響評価 

敷地外の燃料輸送車両（プロパンガス）の爆発の影響評価については、加工事業許可変更申請

書に示した離隔距離に変更はなく、敷地外の燃料輸送車両の爆発の影響評価の結果に変わりはな

い。 

タンクローリー（プロパンガス）の燃料積載量は輸送車両の中で敷地南側道路を走行する積載

量 18 kL（9 t）規模の車両とし、燃料を満載した状態を想定し、9トンタンクローリー（プロパ

ンガス）が爆発した場合の危険限界距離の評価を行った。防護対象施設と想定火災源の位置関係

を図４－３－２に示す。 
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(1)入力データ 

想定する爆発は、防護対象施設に対して保守的な評価となるように評価に必要な入力データ

とその数値は以下のように設定した。 

a.プロパンガスのＫ値 

外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂ（コンビナート等保安規則第五条別表第二）に掲げる数

値を用いて、常用温度が 10～40 ℃の数値：328×1000＝328000 とした。 

b.貯蔵設備のＷ値 

外部火災ガイド附属書Ｂ（コンビナート等保安規則第五条）に記載の貯蔵設備又は処理設

備の区分に応じて次に掲げる数値として、タンクローリー（プロパンガス）は、貯蔵設備に

該当するものとし積載能力の平方根の数値：√9＝3とした。 

c.危険限界距離 L 

タンクローリー（プロパンガス）と加工施設の間に必要な外部火災ガイド附属書Ｂに記載

の危険限界距離を評価した。タンクローリー（プロパンガス）が走行中に爆発することを想

定し、南側道路から防護対象施設までの最短距離を離隔距離とした。 

 

(2)危険限界距離の評価 

危険限界距離は、外部火災ガイド附属書Ｂに基づき、以下の式により評価した。 

L＝0.04×λ×(K×W)1/3                ・・・（式３－４） 

L：危険限界距離（m） 

λ：換算距離（14.4 m/kg1/3） 

Ｋ：コンビナート等保安規則第五条別表第二に掲げる数値 

Ｗ：貯蔵能力の平方根の数値（貯蔵能力が１トン未満のものは貯蔵能力（単位トン）の

数値） 

L＝0.04×14.4×(328000×3)1/3 

＝57.3 m 

以上より危険限界距離は 58 m となった。 

 

(3)爆風圧の評価 

爆風圧は、換算距離の関数として、以下の式により評価した。 

Ｐ＜0.035 の場合   ：λ＝2.7944×Ｐ－0.71448 

0.035≦Ｐ＜0.2 の場合 ：λ＝2.4311×Ｐ－0.75698 

0.2≦Ｐ＜0.65 の場合 ：λ＝3.143×Ｐ－0.59261 

0.65≦Ｐの場合    ：λ＝3.2781×Ｐ－0.4855      ・・・（式３－５） 

 

・第１加工棟 

式３－４より離隔距離 47 m のλは 11.81 となり、式３－５に代入してＰを評価した結果

は、 

Ｐ＝0.124（kgf/cm2）→12.1（kPa） 

となった。 
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(4)爆発による影響評価結果 

爆発による影響評価の結果を表４－３－１０に示す。 

加工施設の敷地境界の道路上で燃料輸送車両において爆発が発生した場合、防護対象施設の

第１加工棟は、危険限界距離(58m)が離隔距離(47m)を上回る結果となり、爆風圧が 12 kPa と

なった。事業変更許可申請書では、爆風圧が相対的に低く、かつ、内包する核燃料物質が少な

くリスクが低いと考えられる防護対象施設については、一般高圧ガス保安規則の第一種保安物

件（学校、病院、劇場等）に対する第一種設備距離（10 t 未満の貯蔵設備の場合、17 m の保

安距離をとることで事故が発生した場合の危害を防止している）の２倍以上の離隔距離を確保

することで爆風圧の影響を受けるおそれはない設計とすることを示している。 

第１加工棟は、想定する爆発源との間に第一種保安物件に対する第一種設備の２倍（17m×

2=34m）以上の離隔距離(47m)を有していることから、敷地外の燃料輸送車両の爆発により第１

加工棟の外壁が破損するおそれがないことを確認した。 

 

表４－３－１０ 敷地外の燃料輸送車両の爆発による危険限界距離及び爆風圧の評価結果 

想定 

爆発源 
種類 

積載 

数量 

(t)(1) 

防護対象施設 

離隔 

距離 

(m) 

危険限界

距離 

(m)(2) 

爆風圧 

(kPa)(3) 

一般高圧ガス

保安規則の第

一種設備距離

(m)×２ 

燃料輸送車両 

（敷地南側道路） 

プロパ

ンガス 
9 第１加工棟 47 58 12 ≧34 (4) 

(1) タンクローリー（プロパンガス）の最大積載量 18 kL よりプロパンの比重を考慮して評価した。 

(2) 外部火災ガイド附属書Ｂ 附録ＢよりＫ値、Ｗ値を設定して評価した。 

(3) 石油コンビナートの防災アセスメント指針より評価した。 

(4) 危険限界距離＞離隔距離であるが、一般高圧ガス保安規則に基づく、第１種設備距離の 17 m に対して 2

倍以上の離隔距離を確保することで、爆風圧が施設に影響を及ぼさない設計。 

 

３．４ 敷地内の危険物施設の火災の影響評価 

敷地内の危険物施設の火災の影響評価については、加工事業許可変更申請書に示した離隔距離

に変更はなく、敷地内の危険物施設の火災の影響評価の結果に変わりはない。 

 

(1)離隔距離及び貯蔵数量の調査結果 

防護対象施設と敷地内の危険物施設の位置関係を図４－３－３に示す。また、敷地内の危険

物施設に貯蔵している危険物の種類、貯蔵数量及び離隔距離の調査結果を表４－３－１１に示

す。 
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表４－３－１２ 燃焼半径、形態係数、輻射強度及び燃焼継続時間の評価結果 

危険物施設 

（想定火災源） 

危険物貯蔵

棟 

発電機用重

油タンク(1) 

発電機用重

油タンク(2) 

発電機用重

油タンク(3) 

危険物少量

保管所(1) 

危険物少量

保管所(2) 

危険物少量

保管所(3) 

防護対象施設 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 第１加工棟 

設定した危険物 重油 重油 重油 重油 ガソリン メタノール メタノール 

燃料タンク投影

面積(m2) 

5.3 (3) 0.7 0.7 0.7 0.8 (3) 1.2 (3)(4) 0.1 

燃焼半径 

(m) 

1.30 0.46 0.46 0.46 0.50 0.62 (4) 0.13 

形態係数 1.27×10-3 5.06×10-3 1.55×10-4 2.79×10-5 5.73×10-5 6.77×10-5 (4) 2.16×10-5 

輻射発散度

(W/m2) (1) 

2.3×104 2.3×104 2.3×104 2.3×104 5.8×104 9.8×103 9.8×103 

輻射強度 

(W/m2) 

29 116 3.6 0.6 3.3 0.7 (4) 0.2 

質量低下速度 

(kg/(m2・s）)(2) 

0.035 0.035 0.035 0.035 0.055 0.017 0.017 

燃料密度

(kg/m3)(2) 

1000 1000 1000 1000 740 796 796 

燃焼継続時間 

(h) 

7.14 4.82 4.82 4.82 3.36 11.71 (4) 4.14 

(1) 外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより 

(2) NUREG-1805 より 

(3) 複数のドラム缶等で貯蔵しているため、高さ 0.9 m のタンクを仮定した。 

(4) 加工事業変更許可申請書に記載していた数値を適正化した。 

 

(5)防護対象施設の危険距離及び外壁温度の評価結果 

危険距離は外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより輻射発散度、NUREG-1805 より質量低下速

度及び燃料密度を設定して評価した。また、外壁温度は、式２－１４を用いて、外壁の温度を

評価した。ここで、防護対象施設の外壁の初期温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃と

している。評価結果を表４－３－１３に示す。 

評価の結果、危険物施設との離隔距離は危険距離を上回り、危険距離防護対象施設の外壁温

度は、許容温度（200 ℃）を下回ることから、敷地内の危険物施設の火災により第１加工棟の

外壁が破損するおそれがないことを確認した。 

 

表４－３－１３ 敷地内の危険物施設の火災による危険距離及び外壁温度の評価結果 

危険物施設 

（想定火災源） 

選定した 

危険物 

貯蔵数量 

(m3) 
防護対象施設 

離隔距離 

(m) 

危険距離 

(m)(1) 

外壁外面の温度 

(℃)(2) 

1 危険物貯蔵棟 重油 4.8 (3) 第１加工棟 51 2.4 51.2 

2 発電機用重油タンク(1) 重油 0.4 第１加工棟 9 1.3 54.6 

3 発電機用重油タンク(2) 重油 0.4 第１加工棟 51 1.3 50.1 

4 発電機用重油タンク(3) 重油 0.4 第１加工棟 120 1.3 50.0 

5 危険物少量保管所(1) ガソリン 0.7 (3) 第１加工棟 91 2.5 50.1 

6 危険物少量保管所(2) メタノール 1.1 (3) 第１加工棟 105 1.0 (4) 50.0 

7 危険物少量保管所(3) メタノール 0.02 第１加工棟 40 0.2 50.0 

(1)外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより輻射発散度、NUREG-1805 より質量低下速度及び燃料密度を設定して評

価した。 

(2) 初期温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃とした。 

(3) 複数のドラム缶等で貯蔵しているため、高さ 0.9 m のタンクを仮定した。 

(4) 加工事業変更許可申請書に記載していた数値を適正化した。 
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a.ガスのＫ値 

外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂ（コンビナート等保安規則第五条別表第二）に掲げる数

値を用いて、 

・水素ガスは、全ての温度においての数値：2860×1000＝2860000 とした。 

・プロパンガスは、常用温度が 10～40 ℃の数値：328×1000＝328000 とした。 

・PR ガスは、メタン 10％＋アルゴン 90％の混合ガスのため、メタンの数値で、常用温度

が-80 ℃以上の数値：714×0.1×1000＝71400 とした。 

・アンモニアガスは、常用温度が 40 ℃未満の数値：29×1000=29000 とした。 

b.貯蔵設備のＷ値 

外部火災ガイド附属書Ｂ（コンビナート等保安規則第五条）に記載の貯蔵設備又は処理設

備の区分に応じて次に掲げる数値として、可燃性ガスボンベは、１トン未満の貯蔵設備に該

当するものとし貯蔵能力（単位トン）の数値とした。また、第１高圧ガス貯蔵施設（液化ア

ンモニアタンク）は、貯蔵設備に該当するものとし貯蔵能力の平方根の数値とした。 

・水素ガス：0.0011 t（7 m3/本×2本×0.08183 kg/m3（300 K）×1/1000 t/kg） 

・プロパンガス：0.25 t（50 kg/本×5本×1/1000 t/kg) 

・PR ガス：0.045 t（7 m3/本×5本×1.298 kg/m3（300 K）×1/1000 t/kg） 

・アンモニアガス：√10 t＝3.16 t（貯蔵能力の平方根の数値） 

c.危険限界距離 L 

ボンベ置場及び第１高圧ガス貯蔵施設（液化アンモニアタンク）と防護対象施設の間に必

要な外部火災ガイド附属書Ｂに記載の危険限界距離を評価した。 

 

(3)危険限界距離の評価 

危険限界距離は、式３－４より評価した。 

・ボンベ置場(1) 

３つ以上のガスがある場合として以下のとおり評価した。 

Wt＝0.0011＋0.25＋0.045＝0.297 

３つのガス量の割合 A～C 

A＝0.0011/0.297＝0.004、B＝0.25/0.297＝0.843、C＝0.045/0.297＝0.153 

L＝0.04×14.4×((2860000×(0.297) 1/2×A)＋(328000×(0.297) 1/2×B)＋ 

（71400×(0.297) 1/2×C)) 1/3 

＝31.44 m (1)                                               (1)事業変更許可申請書の記載値を適正化。 

以上より危険限界距離は 32 m となった。 

・ボンベ置場(2) 

L＝0.04×14.4×(2860000×0.0011) 1/3 

＝8.56 m 

以上より危険限界距離は 9 m となった。 

・ボンベ置場(3) 

L＝0.04×14.4×(2860000×0.0011) 1/3 

＝8.56 m 

以上より危険限界距離は 9 m となった。 
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・第１高圧ガス貯蔵施設（液化アンモニアタンク） 

L＝0.04×14.4×(29000×3.16) 1/3 

＝25.97 m 

以上より危険限界距離は 26 m となった。 

 

(4)爆発による影響評価結果 

爆発による影響評価の結果を表４－３－１５に示す。評価の結果、移設するボンベ置場(1)

及び第１高圧ガス貯蔵施設（液化アンモニアタンク）、並びにボンベ置場(2)及び(3)に対して、

防護対象施設は危険限界距離以上の離隔距離があり、敷地内の高圧ガス貯蔵施設の爆発により

第１加工棟の外壁が破損するおそれがないことを確認した。 

 

表４－３－１５ 敷地内の高圧ガス貯蔵施設（想定爆発源）の爆発による影響評価の結果 

高圧ガス貯蔵施設 

（想定爆発源） 
種類 

貯蔵数量 

(t) 
防護対象施設 

離隔距離 

(m) 

危険限界距離 

(m) 

1 ボンベ置場(1) (1) 

水素ガス、 

プロパンガス、 

PR ガス (2) 

0.297 第１加工棟 
91 

(95) 
32 

2 ボンベ置場(2)  水素ガス 0.0011 第１加工棟 21 9 

3 ボンベ置場(3) 水素ガス 0.0011 第１加工棟 120 9 

4 
第１高圧ガス貯蔵施設（液

化アンモニアタンク） (1) 
液化アンモニア 10 第１加工棟 

95 

(85) 
26 

（太枠部は加工事業変更許可申請書から変更したところを示す。カッコ内は加工事業変更許可申請書で

示していた値） 
(1) 燃料輸送車両の構内走行時の爆発対策として、移設を行った。爆発影響評価は、移設後の位置で実施した。 

(2) メタン 10 ％＋アルゴン 90 ％の混合ガス 

 

３．６ 敷地内の燃料輸送車両の火災の影響評価 

敷地内の燃料輸送車両の火災の影響評価については、加工事業許可変更申請書に示した離隔距

離に変更はなく、敷地内の燃料輸送車両の火災の影響評価の結果に変わりはない。 

非常用電源設備への燃料である重油（200 L ドラム缶）を供給する運搬車両の火災による防護

対象施設の健全性を評価した。敷地内の燃料輸送車両の走行経路と火災位置を、図４－３－５に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

738 

 

(4)燃焼継続時間の評価 

燃焼継続時間は、式３－２により評価した。 

燃料継続時間の計算結果は以下のとおりとなった。 

t ൌ
0.2

0.222・ ቀ
଴.଴ଷହ

ଵ଴଴଴
ቁ・3600

＝7.14 ሺhሻ 

 

(5)防護対象施設の危険距離及び外壁温度の評価結果 

危険距離は外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより輻射発散度、NUREG-1805 より質量低下速

度及び燃料密度を設定して評価した。外壁温度は、式３－３を用い防護対象施設の外壁の初期

温度は気温が高くなる夏場を想定した 50 ℃として求めた。評価結果を表４－３－１７に示す。 

評価の結果、離隔距離は危険距離を上回っており、防護対象施設の外壁温度は、許容温度

（200 ℃）を下回ることから、敷地内の燃料輸送車両の火災により第１加工棟の外壁が破損する

おそれがないことを確認した。 

 

表４－３－１７ 敷地内の燃料輸送車両の火災による危険距離及び外壁温度の評価結果 

ドラム缶の 

燃料の種類 
防護対象施設 

離隔距離 

(m) 

危険距離 

(m) 

外壁外面の 

温度(℃)(1) 

重油 第１加工棟 11 0.8 51.1 

(1) 外部火災ガイド附属書Ｂ 附録Ｂより輻射発散度、NUREG-1805 より質量低下速度

及び燃料密度を設定して評価した。初期温度は気温が高くなる夏場を想定した

50 ℃とした。 

 

３．７ 敷地内の高圧ガス運搬車両の爆発の影響評価 

敷地内の燃料輸送車両の爆発の影響評価については、第１高圧ガス貯蔵施設及びボンベ置場

(1)を移設し、その位置を確定させたことにより、第１高圧ガス貯蔵施設及びボンベ置場の離隔

距離が加工事業変更許可申請書に示した離隔距離と異なっている。 

構内運搬時において発生することが想定される、8.5 トンタンクローリー（液化アンモニア）

及びボンベ運搬車両が爆発した場合の防護対象施設の健全性を評価した。敷地内の高圧ガス輸送

車両の走行経路と爆発位置を、図４－３－６に示す。 
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・PR ガス：0.018 t（7 m3/本×2本×1.298 kg/m3（300 K）×1/1000 t/kg） 

c.危険限界距離 L 

液化アンモニア輸送車両及びボンベ運搬車両と防護対象施設の間に必要な外部火災ガイ

ド附属書Ｂに記載の危険限界距離を評価した。 

 

(2)危険限界距離の評価 

危険限界距離は、外部火災ガイド附属書Ｂに基づき、式３－４により評価した。 

 

・タンクローリー（液化アンモニア） 

L＝0.04×14.4×(29000×2.92)1/3 

＝25.3 m 

以上より危険限界距離は 26 m となった。 

 

・ボンベ運搬車両（プロパンガス）（ボンベ置場(1)への運搬時のプロパンガスボンベ 2本運

搬中が評価上最も厳しいため、プロパンガスボンベ 2本で評価した。） 

L＝0.04×14.4×(328000×0.1)1/3 

＝18.4 m 

以上より危険限界距離は 19 m となった。 

 

・ボンベ運搬車両（水素ガス）（ボンベ置場(2)、ボンベ置場(3)への運搬時の水素ガスボン

ベ 2本運搬中が評価上最も厳しいので水素ガスボンベ 2本で評価した。） 

L＝0.04×14.4×(2860000×0.0011)1/3 

＝8.6 m 

以上より危険限界距離は 9 m となった。 

 

(3)爆発による影響評価結果 

爆発による影響評価の結果を表４－３－1８に示す。 

評価の結果、移設するボンベ置場(1)及び第１高圧ガス貯蔵施設（液化アンモニアタンク）、

並びにボンベ置場(2)及びボンベ置場(3)への燃料輸送車両の走行経路に対して、防護対象施設

は危険限界距離以上の離隔距離がある。したがって、敷地内の高圧ガス輸送車両の爆発により

第１加工棟の外壁が破損するおそれがないことを確認した。 
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表４－３－１８ 危険限界距離の評価結果 

想定 

爆発源 
種類 

積載 

数量 

(t) 

防護対象施設 
離隔距離 

(m) 

危険限

界距離 

(m)(1) 

安全対策 

燃料輸送車両 

（構内道路） 

液化アンモ

ニア 
8.5 第１加工棟 

95 

(85) 
26 

燃料輸送車両が防護対

象施設から 26 m 以上離

れる走行経路とする。 

プロパンガ

スボンベ(2) 
0.1 第１加工棟 

ボンベ置

場（1）へ

の運搬時 

91 

(95) 
19 

ボンベ運搬車両が防護

対象施設から 19 m 以上

離れる走行経路とする。 

水素ガスボ

ンベ 
0.0011 

第１加工棟 

ボンベ置

場（2）へ

の運搬時 

11 

9 

ボンベ運搬車両が防護

対象施設から9 m以上離

れる走行経路とする。 

第１加工棟 

ボンベ置

場（3）へ

の運搬時 

120 

ボンベ運搬車両が防護

対象施設から9 m以上離

れる走行経路とする。 

（太枠部は加工事業変更許可申請書から変更したところを示す。カッコ内は加工事業変更許可申請書で示

していた値） 
(1) 外部火災ガイド附属書Ｂ 附録ＢよりＫ値、Ｗ値を設定して評価した。 

(2) ボンベ置場（1）への運搬は、プロパンガスのほか、水素ガス、ＰＲガス（メタン 10 ％＋アルゴン 90 ％の

混合ガス）の運搬も行うが、影響が最も厳しいプロパンガスを代表として評価を実施した。 
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参考資料１  

放射性廃棄物の飛散対策 

（事業許可申請書 別添５ト(ﾛ)－５ 抜粋） 

 

第１廃棄物貯蔵棟、第３廃棄物貯蔵棟、第５廃棄物貯蔵棟及び第１加工棟に保管する放射性

固体廃棄物を収納したドラム缶等の金属容器について、以下により飛散防止の策を講じる。評

価の例を下表に示す。 

①２段又は３段積みのドラム缶については、重量から空力パラメータを評価し、0.0032 以

下*1となるよう専用治具を用いて固縛及び連結を行う（添図５－１－１）。 

②平積みのドラム缶及び大型金属容器については、重量から空力パラメータを評価し、

0.0032 以下*1となるようラッシングベルトにて固縛を行う（添図５－１－２）。 

③空力パラメータを評価し、0.0032 以上*1となる場合は、床に対しても固定を講じる（添

図５－１－３）。 

＊1：F3 の風荷重（92 m/s）にて評価する。92 m/s での空力パラメータ 0.00334 となるが、保守的に

0.0032 をしきい値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添図５－１－１ 段積み時の固縛対策 

 

 

 

 

 

添図５－１－２ 平積み時の固縛対策（固縛のみ） 

 

 

 

 

 

添図５－１－３ 平積み時の固縛対策（固縛及び固定） 
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参考資料２  

廃棄物を保管廃棄するドラム缶に対する考慮 

（事業許可申請書 別添５ヌ(ｲ)－１ 抜粋） 

 

ドラム缶を段積みして保管する場合は、当社が外部試験機関で実施した添表１－２に示す加

振試験により実証した最上段のドラム缶をパレット及び金属治具により固縛する方法（添図１

－３）によって、地震の影響でドラム缶が落下、転倒しないように対策を講じる。さらにパレ

ットを連結させて転倒耐力高める対策を講じる。これら最上段のドラム缶の固縛及びパレット

連結の対策による効果については、電力中央研究所でも報告されている。*1*2 

また、ドラム缶の蓋をリングバンドで固定し、ドラム缶内の収納物はプラスチック袋に収納

し、固体廃棄物が漏えいしない措置を講じる。 

評価においては、保守的にドラム缶の落下転倒する割合を 10％とし、転倒したドラム缶のう

ち蓋が開く割合を 10％とし、蓋が開いたドラム缶から固体廃棄物が漏えいする割合を 10％とし

て、DR＝0.1×0.1×0.1＝0.001 を設定する。 

なお、新潟県中越沖地震時の当該地域施設において、落下、転倒防止対策を講じる前のドラ

ム缶約 26,000 本のうち、転倒したドラム缶は 438 本（1.7%）で、そのうち 41 本（9.4%）で蓋

が開いたことが確認されているが、倉庫内の空気中放射性物質濃度から放射性物質が検出され

ていないこと（0%）から、DR の設定条件に十分な保守性を見込んでいると考える。*3 

一段積みする場合においても、ラッシングベルト等により複数本まとめて固縛する方法（添

図１－２）によって、転倒を防止する対策を講じる。 

 

添表１－２ ドラム缶耐震試験結果 

 試験１ 試験２ 

試験装置 大型三次元試験台 同左 

試験体 ３段×２列×２行 同左 

固縛方法 最上段のみ固定 ３段全体固定 

使用波形 

・兵庫県南部地震波（神戸海洋気象台、891 gal） ・兵庫県南部地震波（神戸海洋気象台、891 gal） 

・新潟県中越沖地震波（柏崎、813 gal） 

・新潟県中越地震波（小千谷、1500 gal） 

加振軸 ３軸同時加振 同左 

試験結果 最大加振力（２回）において落下・転倒なし。 最大加振力（各１回）において落下・転倒なし。 

 

*1 電力中央研究所報告「固体廃棄物貯蔵ドラム缶の地震時転倒耐力検討（その１）」、N10019 

*2 電力中央研究所報告「固体廃棄物貯蔵ドラム缶の地震時転倒耐力検討（その２）」、N10020 

*3 新潟県 「新潟県中越沖地震記録誌」第７章  
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添図１－２ 最上段のみ固定時の固縛方法 添図１－３ ３段全体の固定時の固縛方法 

固縛治具 固縛治具 

ドラム缶 

パレット 
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